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第1章 計画条件の整理 

1.1 地域の現状・特性・開発ポテンシャル 

 ベトナムの社会経済状況 

(1) 人口の推移及び将来推計 

ベトナムの人口は現在増加傾向にあるが、将来は少子高齢化により停滞することが予想

される。総人口 2030 年までに 1 億人を突破することが予測されている。また、年齢別人口

構成では、2018 年時点では 65 歳以上の割合が 7.3%に対し 15 歳未満が 23.2%であるが、

2050 年には 65 歳以上が 20.4%、15 歳未満が 17.2%と逆転することが予測されている。 

 

 

出典：経済産業省「医療国際展開カントリーレポート 新興国等のヘルスケア市場環境に関する基本情

報 ベトナム編（2021 年 3 月）」 

 

図 1-1：人口の推移及び将来推計 
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(2) 産業別就業者数の推移 

ベトナムの産業別就業者は、第 1 次産業から第 2 次、第 3 次産業へと移行しつつある。

2013 年・2014 年をピークに、第 1 次産業の就業者数は減少傾向にある一方で、第 2 次産

業、第 3 次産業などにおいては増加傾向にある。特に、第 2 次産業においては、製造業と

建設業は就業者数が 2005 年から 2017 年までに約 2 倍に増加している。さらに、第 3 次産

業においては、2005 年から 2017 年までに宿泊・飲食サービス業や情報通信業、管理・支

援サービス業、芸術・娯楽及びレクリエーション業の就業者数が約 2～3 倍に増加している

ほか、不動産業の就業者数は 10 倍以上に増加している。 

表 1-1：産業別就業者数の推移（2005-2011） 

 
出典：ベトナム統計局の情報を基に調査団作成 

  

(千人/暦年) 2005 2007 2008 2009 2010 2011

合計 42,775 45,208 46,461 47,744 49,049 50,352

農業・林業及び漁業 23,563 23,932 24,303 24,606 24,279 24,363

鉱業及び採石業 257 299 291 292 276 279

製造業 5,031 5,665 5,999 6,449 6,646 6,973

電気・ガス・蒸気及び空調供給業 135 121 133 132 130 140

水供給・下水処理並びに廃棄物管理及び浄化活動 121 108 94 95 117 106

建設業 1,980 2,372 2,468 2,594 3,108 3,221

卸売・小売業並びに自動車及びオートバイ修理業 4,593 4,930 5,100 5,151 5,550 5,828

運輸・保管業 1,290 1,342 1,433 1,426 1,417 1,414

宿泊・飲食サービス業 825 1,096 1,307 1,574 1,711 1,995

情報通信業 151 181 205 228 257 269

金融・保険業 186 192 204 230 255 301

不動産業 19 54 52 65 101 119

専門・科学・技術サービス業 158 158 183 219 218 220

管理・支援サービス業 120 148 158 172 186 198

共産党・政治団体(公務及び国防・義務的社会保障事業) 1,680 1,666 1,651 1,597 1,570 1,542

教育・訓練 1,258 1,514 1,493 1,584 1,673 1,732

保健衛生及び社会事業 350 385 366 365 437 481

芸術・娯楽及びレクリエーション 82 130 180 211 232 250

その他サービス業 782 738 674 569 687 735

雇い主としての世帯活動及び世帯による自家利用のため

の区別されない財及びサービス生産活動
190 176 163 183 197 183

治外法権機関及び団体 5 5 3 3 3 3
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(5) 貿易額及び主要貿易品目 

貿易額は、2000 年から 2017 年までにおいて、輸出額・輸入額ともに約 15 倍に増加して

いる。2000 年代は貿易赤字の状況が続いていたが、現在、輸出・輸入はほぼ均衡がとれた

状態となっている。 

主要貿易品目は、繊維・縫製品、携帯電話・同部品、PC・電子機器・同部品、機械設

備・同部品などである。 

表 1-5：貿易額推移 

 

出典：ベトナム統計局を基に調査団作成 

 

  

(百万ドル/暦年) 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

輸出額 14,483 15,029 16,706 20,149 26,485 32,447 39,826 48,561 62,685

輸入額 15,637 16,218 19,746 25,256 31,969 36,761 44,891 62,765 80,714

(百万ドル/暦年) 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

輸出額 57,096 72,237 96,906 114,529 132,033 150,217 162,017 176,581 215,119

輸入額 69,949 84,839 106,750 113,780 132,033 147,849 165,776 174,978 213,215
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(3) 地形 

クアンニン省は山間部と沿岸部からなる省である。また、国土の 80％以上が山地で、

2,000 以上の浮島も山である。山岳地帯は、東部の山岳地帯と西部の山岳地帯に分けられる。 

内陸部と海岸の平原には、雨風により風化した低い丘陵地帯があり、畑や河川の流域が

形成されている。クアンニン省の海と島々は独特の地形を持っており、2,000 以上の島々は

ベトナム国内に存在する島の 3 分の 2 を占めている。これらの島々は海岸に沿って 250km

以上に及び、多くの層に分かれている。最大の島はカイバウ島とバンセン島である。 

バンドン県とコートー県は島嶼地区である。ハロン湾とバイトゥロン湾には何千もの島

が存在し、その多くは洞窟を含んでいる。また、沖積堆積物のほかに潮汐作用により形成

された白砂地帯もあり、場所によっては白砂鉱山が形成されている。 

クアンニン省の海底の地形は急峻であり、水深の平均は 20m である。海底には古代の小

川の名残があり、岩石の多い浅瀬が存在する。海岸に沿って水路、運河、港が形成されて

いる。 
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1.3 既存インフラの整備状況及び土地利用現況の把握 

 国家的インフラの整備状況・将来計画 （高速道路、国道、鉄道、空港・港湾） 

(1) インフラ投資額 

ベトナムでは活発なインフラ投資が行われている状況である。アジア開発銀行（ADB）

によると、ベトナムの国と民間からのインフラへの投資額は、近年、GDP の約 5.7％に達

しており、東南アジアで最も高く、アジアでは中国に次いで 2 番目に高い。世界経済フォ

ーラム（WEF）が発行した「The Global Competitiveness Report」によると、2017-2018 年の

検討期間において、ベトナムのインフラの能力と品質は 95位／144 カ国（2011 年）から 79

位／137 カ国（2016 年）へと継続的に上昇しており、その中で道路インフラの品質指数は

92 位（28 位上昇）、海港は 82 位（31 位上昇）となっている。 

ベトナムの 2018 年の物流効率指数（LPI）は 39 位/160 カ国で、2016 年（2011 年）と比

較して 25 位上昇した（2011 年は 53 位/155 カ国）。東南アジア諸国連合（ASEAN）におい

ては、ベトナムはシンガポール（7 位）、タイ（32 位）に次いで 3 位となった。 

アジア開発銀行（ADB）は、ベトナムにおけるインフラ投資のニーズは2017年から2030

年にかけて約 4800 億ドルになると試算している。 

 

(2) 道路 

2020 年時点で 1,041km 以上の幹線道路が稼働している。さらに、160km 以上の幹線道路

の建設が投資されており、さらに南北東幹線道路を追加で 654km 建設することが 2017 年

の国会で採択された（No.52/2017 / QH14）。 また、ランソン市-ヒューギ国境ゲート（ド

ンダン）間の幹線道路の 40km、バンドン-モンカイ間の高速道路の 92km を建設する投資

も継続されている。 

 

(3) 航空 

近年、16％～18％の年平均成長率で伸びている航空輸送需要に対し、ノイバイ、タンソ

ンニャット、ダナン空港が機能拡充されたほか、フーコックとバンドンに新しい空港が建

設され、空港ネットワークの総容量を年間約 9,000 万人（2011 年の 2.5 倍）に引き上げら

れた。また、ロンタイン国際空港プロジェクトの実現可能性調査のフェイズ 1 が国会で承

認された。 
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(4) 水運 

13 万トンから 20 万トン（DWT）の大型船の受け入れが可能なカイメップ・ティヴァイ

港やラックフェンの国際ゲートウェイ港への投資が間もなく完了し、米国西海岸、カナダ、

ヨーロッパへの直行便の受け入れが可能となる。また、旅客港であるフーコックとハロン

は世界最大の旅客船の受け入れが可能となる。さらに、ギソン、ダナン、クイニョン、カ

インホア、カントー地区の主要港湾のアップグレードと改修が行われ、港湾の総容量を

2011 年の 4.2 億トン/年から約 5.8 億トン/年に引き上げられる。 

主な水路は、投資によるアップグレードが行われており、そのうち 1,082km の水路（メ

コン川デルタ）、462km の水路（北デルタ）へ改修と輸送能力向上のための投資がなされ

ている。 

 

(5) 鉄道 

ベトナム交通省はハノイ市人民委員会、ホーチミン市人民委員会と協力し、5 つの都市

鉄道プロジェクトの実施に注力している。トンネルなどインフラの強化および修復プロジ

ェクトが実施され、鉄道の安全性の向上や運行時間の短縮がなされた。また、南北を結ぶ

高速鉄道の予備実現可能性調査（プレ F/S）を 2020 年中に国会で承認を得ることを目指し

ている。 

 

(6) インフラ整備の課題 

活発なインフラ投資が行われているベトナムであるが、インフラ整備状況では課題が指

摘されている。ベトナム政府 HP 掲載の NGUYEN VAN 交通大臣の記事によれば、道路建

設においては、2020 年までに高速道路の稼働距離を 2000km にするという目標は達成され

なかった。また、鉄道の近代化が遅れており、高速鉄道への投資が開始されていないほか、

都市交通システムも最初の路線建設への投資がされた段階である。港湾システムは設計し

た容量を十分に活用できておらず、いくつかの空港では需要に対して過負荷となっている。

こうしたことから、国際的な基準と比較しても、近代的なインフラシステムがまだ確立さ

れていない。近代化が遅れている主な原因の 1 つは財源難で、投資と交通インフラの開発

が需要に対して遅れているほか、整備された交通インフラを維持することができず、利用

できる容量が限られている。また、交通インフラへの投資は依然としてリスクが高いにも

関わらず、法的文書の整備が追い付いていない。 

 

出典：https://mt.gov.vn/vn/tin-tuc/66850/phat-trien-ket-cau-ha-tang-giao-thong-“di-truoc-mot-buoc”-theo-huong- 

dong-bo--hien-dai.aspx 

https://ngkt.mofa.gov.vn/phat-trien-co-so-ha-tang-dong-vai-tro-then-chot-doi-voi-tang-truong-kinh-te/ 

https://nhatnamland.vn/tin-tuc/viet-nam-quoc-gia-dan-dau-cuoc-dua-co-so-ha-tang-tai-khu-vuc-dong-nam-a/ 
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(2) インフラの整備状況・将来計画 

クアンニン省交通局の情報によると、近年、クアンニン省は社会経済インフラシステム

の開発に投資するために財源を集中させている。国家の財源に加えて、社会が拡大してお

り、特に交通事業に関わる企業、工業団地、コンビナートなどへの投資が拡大している。 

2013 年から 2018 年までのクアンニン省の PPP プロジェクトの投資資本は 44 プロジェク

トに対し合計約 47 兆 VND である。そのうち、国家資本は約 4 兆 7000 億 VND を占め、残

りは民間からの出資となっている。 

 

 AMATA SMART CITY Ha long 開発予定地の土地利用及びインフラの状況 

(1) 土地利用現況 

開発予定地の土地利用現況図を以下に示す。土地利用の現況としては、水辺、養殖場、

農地が主となっている。 

 

 
出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-2：開発予定地における土地利用現況図 
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(2) インフラの整備状況 

開発予定地では、発電所、送電線、堤防道路が整備されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-3：開発予定地における現況のインフラ整備状況 
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(2) 建設計画 

クアンニン省は、地域の建設計画として以下のような指針を設定している。 

 4 つの衛星小地域（中国との国境ゲート経済区、バンドン県、コートー県、西部小

地域、北部小地域）と共同して、ハロン市中心部（ハロン、カムファ、ホアンボー）

を発展させる。 

 クアンニン省はまた、都市工業の発展、沿岸観光と景観の発展、森林と島嶼地帯の

発展に力を入れる。 

 2030 年までに、クアンニン省は現代的な産業化された省となり、国際観光センタ

ーといった、経済インフラシステム（都市中心部の同期的で現代的な技術インフラ）

を通じた、北部及び全国の経済的な推進力の 1 つとなることを目指す。 

 2050 年までに、クアンニン省は国際的な規模の大都市になり、現代性と持続可能

性の方向に観光と産業を発展させ、経済発展の国家的な原動力となり、国際的な歴

史文化遺産、世界遺産、自然の豊かな地域となる。 
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1.5 開発 M/P の条件等（ビジョン・目標・コンセプト）の整理 

後述するスマートシティの開発ビジョン・コンセプトの検討に際し、開発予定地のビジ

ョンや目標、コンセプトを把握し、検討に際しての基礎資料とした。  

具体的には、コンセプトビジョンについてはスマートシティの開発ビジョンやコンセプ

トの基礎資料として、土地利用計画、計画人口については具体のスマートインフラの検討

に際しての基礎資料として、容積率・延べ床面積・建物階数（土地利用計画の詳細）につ

いては、プレミアムゾーン検討の基礎資料として整理した。 

 

(1) コンセプトビジョン 

「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」より、AMATA スマート

シティハロン（開発予定地）のコンセプトビジョンを把握した。以下に示す。 

 

・ECO LIFE – NEW THERAPY – NEW GENERATION 

・THE HEART OF WESTERN QUANG NINH 

・CONTRIBUTES TO ANCHORING THE REPUTATION OF HA LONG BAY  

ON A GLOBAL SCALE 

・WORLDWIDE APPROACHES 

・A LOW CO2 FOOTPRINT CITY 

・BALANCE & INTEGRATION 

・A CITY ALIVE WITHIN NATURE 

 

 

出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-5：AMATA スマートシティハロンの CONCEPT VISION（一部抜粋）  
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(2) 土地利用計画 

開発予定地の土地利用計画及び土地利用別の面積と割合について把握した。 

 

出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-6：土地利用計画 

 

出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-7：土地利用別の面積と割合  
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(3) 計画人口 

開発予定地の計画人口について把握した。 

 
出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-8：計画人口 
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(4) 容積率・延べ床面積・建物階数（土地利用計画の詳細） 

開発予定地の小ゾーンごとの容積率・延べ床面積・建物階数について把握した。 

 

 
出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-9：容積率・延べ床面積・建物階数（土地利用計画の詳細） 

 

(5) まちづくりの重要プロジェクト 

上記のコンセプトおよび土地利用計画等を踏まえつつ、魅力あるまちづくりを進めるた

めに、横浜市のまちづくりの考え方を取り入れた 6 つの重点プロジェクトをマスタープラ

ンでは位置づけている。 

6 つのプロジェクトの選定は、本業務に先がけて実施された「CONSULTING SERVICES 

FOR THE PROJECT FOR ACCELERATING DEVELOPMENT OF SMART CITY IN “AMATA  

CITY CHONBURI” AND OTHER AMATA PROJECTS (Phase 2)」調査で作成したものを踏襲

している。 
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出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-10：6MAJOR PROJECT 

 

コンセプトマスタープランにおける 6 つの重点プロジェクトのまちづくりへの展開につ

いて以下に示す。 

 

① ゲートウェイ拠点形成  

 
出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-11：GATEWAY CORE FORMATION 
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② スマートリビングショーケース拠点形成 

 
出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-12：PUBLIC TRANSPORTATION DEVELOPMENT 

③ スポーツ・レクリエーション・防災拠点形成 

 
出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-13：PEDESTRIAN NETWORK 
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④ 公共交通ネットワーク、パブリックスペースの形成 

 
出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-14：SMART LIVING DEVELOPMENT 

⑤ 歩行者軸の形成 

 
出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-15：RECREATION & RESILIENCE CORE DEVELOPMENT 
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⑥ ウォーターフロント景観の形成 

 
出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-16：WATERFRONT LANDSCAPE DEVELOPMENT 
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(6) 土地利用計画等を踏まえた 6 大プロジェクトの配置イメージ 

以上を踏まえ、6 大プロジェクトの配置案を以下に示す。 

 

出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」に基づき調査団作成 

図 1-17：6 大プロジェクトまちづくり展開イメージ 

 

(7) まちづくり推進手法 

また、新たに整理する都市インフラを、良好な都市のストックとして適切な方向に導く

こと、また、機能性・必要性などの価値観と、美しさ、楽しさ、潤いなどの美的価値・人

間的価値をバランスさせ、特徴と魅力ある都市空間を形成することを目的に導入されてい

る、横浜市の都市デザイン手法を参考にまちづくりの推進を検討する。 

 

 都市デザインの 7 つの目標 

（１）歩行者を擁護し、安全で快適な歩行者空間を確保する。 

（２）人と人とのふれあえる場、コミュニケーションの場を増やす。 

（３）街の形態的、視覚的美しさを創る 

（４）地域の自然的特徴を大切にする 

（５）市街地内に、緑やオープンスペースを豊かにする 

（６）海、川、池など水辺空間を大切にする。 

（７）地域の歴史的、文化的資産を豊かにする。 
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 都市デザインの取り組み方 

（１）都市構想のデザイン 

新たな価値観に基づく魅力的な将来像と、実現プロセスを提示する。 

（２）企画的都市デザイン 

都市づくりの事業の企画・立案から行う。 

（３）調整的都市デザイン 

関係者の調整により、地域の特徴・魅力ある空間づくりを推進する。 

（４）誘導的都市デザイン 

まちづくりの質的向上を目指す誘導ルールを確立し、効果的に活用する。 

（５）地域のマネジメント主体の育成・支援 

事業のプロセスをデザインし、地域のマネジメントを推進する組織を育成・支

援する。 

（６）デザイン開発 

都市デザインの視点から公共施設などのデザインを開発する。 

（７）都市デザインに関する研究とＰＲ 

都市デザインをさらに充実させ、市民理解を深める。 

 

 具体的な取り組み 

都市軸の整備 

エリアごとの魅力づくり 

公共空間のデザイン 

歴史を生かしたまちづくり 

都市づくりの仕組みづくり（景観誘導など） 

都市デザインの交流・発信（コンペ、研究） 

クリエイティブシティを目指す取り組み など 
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1.6 プレミアムゾーン設定提案による事業化の推進 

スマートシティの実現に向けた実証を先行するエリアとして、プレミアムゾーンを設定

する。 

 プレミアムゾーンの位置付け・考え方 

プレミアムゾーンの位置付け・考え方を整理する。 

・タウンシップの価値向上・ブランド化を牽引するエリア 

・一定のまとまった事業収益が見込まれるエリア 

・スマートシティの実現に向けた実証を先導するエリア 

上記の位置付け・考え方に基づき、プレミアムゾーンを抽出する。 

 プレミアムゾーン候補地の抽出の視点 

以下に該当するエリアをプレミアムゾーンの候補地とする。 

(1) 広域的な土地利用が見込まれ、タウンシップの核となるエリア周辺 

（CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG（AMATA 社・

SJ 社）における広域的な交通結節点／6 大プロジェクト提案エリア周辺

（前掲）） 

(2) 商業的な土地利用が計画されているエリア（同、Commercial area）周辺 

(3) 研究開発施設や総合病院が計画されているエリア 

（同、R&D area/International general hospital area）周辺 

(4) 高所得者の居住が計画されているエリア（同、High income area）周辺 

(1) 土地利用の観点から高度な土地利用の需要が見込まれる拠点周辺 

 広域的な交通結節点 

 
出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 1-18：広域的な交通結節点 
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(2) 商業的な土地利用・研究開発施設・総合病院が計画されているエリア周辺 

（Commercial area・R&D area・International general hospital area） 

 

出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」を基に調査団

作成 

図 1-19：LAND USE PLAN 

(3) 高所得者の居住が計画されているエリア周辺（High income area） 

 
出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」を基に調査団

作成 

図 1-20：所得層でのゾーニング 
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 プレミアムゾーンの候補地 

前述のプレミアムゾーン候補地の抽出の視点に加え、開発フェイズを加味し、プレミア

ムゾーンを抽出する。抽出結果を以下に示す。1 のゾーンについては候補地の中でも優先

度が高いゾーンであることを表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」を基に調査団作成 

図 1-21：プレミアムゾーンの候補地 
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1.7 イメージパースの作成 

スマートインフラが具体的に実装されたまちの様子をわかりやすく示すため、土地利用

計画等を踏まえつつ、プレミアムゾーンを対象にイメージパースを作成した。 

 

出典：調査団作成 

図 1-22：イメージパース 
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2020 年のクアンニン省の商用電力は約 66 億 kWh、2025 年には 115 億 kWh に達すること

を想定し、中低電圧系統に対して総額 11200 億 VND に上る以下の投資を予定することを記

載している。 

 中電圧系統の新設 2021 km、改修 633km 

 低電圧系統の新設 2120km、改修 307km 

 22kV変電所の新設 1712MVA分、改修 164MVA分 

 35kV変電所の新設 134MVA分、改修 6MVAの分 

 

 電源開発計画 

最新の電源開発計画として、第 7 次電源開発計画改訂版（以下、PDP7 改訂版）と第 8 次

電源開発計画草案（以下、PDP8 草案）がある。PDP7 改定版の基本的な目標として、発電

のための再生可能エネルギー源の開発と利用を促進し、輸入石炭火力への依存度を減らす

ことで、国家のエネルギー安全保障、気候変動の緩和、環境保全、持続可能な社会経済開

発に貢献することを掲げている。また、割合の高い再生可能エネルギーを統合できるスマ

ートな電力システムを策定し促進するとしている。一方で 2030 年時点での石炭火力発電の

設備容量の割合は全体の 42.6%、発電量としては全体の 53.2%と依然として石炭火力発電へ

の依存度が高くなることが予想される。 

 

表 2-2：PDP7 改訂版における発電別の設備容量計画 

 

出典：ベトナム国「Decision 428/QD-TTg, 2016」を基に調査団作成 

 

  

容量(MW) 割合（％） 容量(MW) 割合（％） 容量(MW) 割合（％）

水力＋揚水 18,060.0 30.1 20,361.5 21.1 21,885.5 16.9

石炭火力 25,620.0 42.7 47,574.5 49.3 55,167.0 42.6

ガス火力（LNG含む） 8,940.0 14.9 15,054.0 15.6 19,036.5 14.7

再生可能エネルギー

（小水力、風力、太陽

光、バイオマスを含む）

5,940.0 9.9 12,062.5 12.5 27,195.0 21.0

原子力 - - - - 4,662.0 3.6

輸入電力 1,440.0 2.4 1,447.5 1.5 1,554.0 1.2

総容量 60,000.0 100.0 96,500.0 100.0 129,500.0 100.0

発電方法
2020年 2025年 2030年
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表 2-3：PDP7 改訂版における発電別の発電量計画 

 

出典：ベトナム国「Decision 428/QD-TTg, 2016」を基に調査団作成 

 

一方で、PDP8 草案では、2030 年までに、国内の電力源の総設備容量は 137.2 GW に達し、

電力源の割合を石炭火力発電から 27％、ガス火力発電から 21％、水力発電から 18％、再

生可能エネルギー（風力、太陽光等を含む）から 29％、輸入電力から 4％、その他貯蔵装

置から 1％と設定した。 

2045 年までに、総設備容量は 276.7 GW 近くに達し、電力源の割合を石炭火力発電から

18％、ガス火力発電から 24％、水力発電から 9％、再生可能エネルギー（風力、太陽光等

を含む）から 44％、輸入電力から 2％、その他貯蔵装置から 3％と設定すると発表してお

り、石炭火力発電と水力発電の割合を抑え、ガス火力発電と再生可能エネルギーによる電

力供給を主体とする計画に方向転換していることがわかる。特に再生可能エネルギーの設

備容量を 2030 年までに 30％、2045 年までに 44％を目標としていることから、積極的に再

生可能エネルギーを導入することが窺える。 

 

表 2-4：PDP7 改訂版と PDP8 草案の発電別の設備容量計画比較表 

 

出典：ベトナム国「Decision 428/QD-TTg, 2016、THE SOCIALIST REPUBLIC OF VIETNAM」を基に調査団

作成 

 

発電量(GWh) 割合（％） 発電量(GWh) 割合（％） 発電量(GWh) 割合（％）

水力＋揚水 15,120.0 25.2 16,791.0 17.4 16,058.0 12.4

石炭火力 29,580.0 49.3 53,075.0 55.0 68,894.0 53.2

ガス火力（LNG含む） 9,960.0 16.6 18,431.5 19.1 21,756.0 16.8

再生可能エネルギー

（小水力、風力、太陽

光、バイオマスを含む）

3,900.0 6.5 6,658.5 6.9 13,856.5 10.7

原子力 - - - - 7,381.5 5.7

輸入電力 1,440.0 2.4 1,544.0 1.6 1,554.0 1.2

総発電量 265,000.0 100.0 400,000.0 100.0 572,000.0 100.0

発電方法
2020年 2025年 2030年

容量(MW) 割合（％） 容量(MW) 割合（％） 容量(MW) 割合（％）

水力発電 21,885.5 16.9 37,044.0 27.0 49,806.0 18.0

石炭火力 55,167.0 42.6 28,812.0 21.0 66,408.0 24.0

ガス火力（LNG含む） 19,036.5 14.7 24,696.0 18.0 24,903.0 9.0

再生可能エネルギー

（小水力、風力、太陽

光、バイオマスを含む）

27,195.0 21.0 39,788.0 29.0 121,748.0 44.0

原子力 4,662.0 3.6 - - - -

輸入電力 1,554.0 1.2 5,488.0 4.0 5,534.0 2.0

その他 - - 1,372.0 1.0 8,301.0 3.0

総容量 129,500.0 100.0 137,200.0 100.0 276,700.0 100.0

発電方法
2030年(PDP7改訂版) 2030年(PDP8草案) 2045年(PDP8草案)
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 FIT 制度 

ベトナムでは再生可能エネルギーの固定価格買取制度である FIT（Feed-in Tariff）制度が

導入されている。政府による買取義務は 20 年間であり、エネルギー源の種別や設置方法等

によって FIT 価格が定められている。首相決定において定められている FIT 価格を、以下

に示す。 

 

表 2-5：ベトナムの FIT 制度における売電価格 

 

出典：各首相決定を基に調査団作成 

 

 電力事業におけるライセンス（電力法、各種関連通達） 

電力事業における以下の事業主体に対するライセンスの規定について整理する。 

 

(1) 発電 

発電所の規模に応じて、産業通商省（MOIT）、ベトナム電力規制庁（ERAV）、または

関連する省人民委員会（発電所がある場所）から発電許可を取得する必要がある

（CIRCULAR  No. 36/2018/TT-BCT）。事業は外資系含めて開放されており、BOT 方式に

て投資可能となっている（PDP7 改訂版）。 

 

(2) 送電 

送電事業を実施するには MOIT の送電許可を取得する必要があり、技術的・人的条件の

規定がある（CIRCULAR  No. 36/2018/TT-BCT）。事業は外資の参入は不可であり、現状

は EVN およびその関連企業によって独占状態であるが（PDP7 改訂版）、電力事業全般に

おいて参入規制が撤廃される見込みである（Resolution of the Politburo, Ref.55-NQ/TW）。 

VND/kWh UScent/kWh

水上設置型太陽光発電 1,783 7.69

地上設置型太陽光発電 1,644 7.09

屋根設置型太陽光発電 1,943 8.38

地上風力発電 1,928 8.5

洋上風力発電 2,223 9.8

熱電併給システム 1,634 7.03

熱電併給システム以外 1,968 8.47

廃棄物発電 2,114 10.05

埋立処理場からの燃焼
ガスによる発電

1,532 7.28

首相決定
31/2014/QD-TTg

廃棄物

根拠法 発電方法
FIT

太陽光

風力

首相決定
13/2020/QD-TTg

首相決定
08/2020/QD-TTg

バイオマス

首相決定
39/2018/QD-TTg
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送電料金はベトナム政府によって規制されている。年間平均の送電価格は、国家送電公

社（NPTC）の総送電収入と、NPTC が受電地点に配分する総電力量に基づいて決定される。

最新の送電価格は 86.4VND/kWh（約 0.38US セント）で、10％の付加価値税を除いた価格

となっている（2015 年 3 月 12 日付工業貿易省 Official Letter No.2103/BCT-DTDL）。 

 

(3) 配電 

配電事業を実施するには、ベトナム電力規制庁（ERAV）、または関連する省人民委員

会（発電所がある場所）から配電許可を取得する必要があり、技術的・人的条件の規定が

ある（CIRCULAR  No. 36/2018/TT-BCT）。 

配電料金やその決定条件はベトナム政府によって高度に規制されているが、発電者と購

入者は、産業貿易省大臣が決定する価格の範囲内で発電価格と電力卸価格を合意すること

ができる（2015 年 3 月 12 日付工業貿易省 Official Letter No.2103/BCT-DTDL）。 

 

(4) 卸売 

電力の卸売り事業を実施するためには、ベトナム電力規制庁（ERAV）から卸売許可を

取得する必要があり、技術的・人的条件の規定がある。卸売のライセンスは行政区域内で

有効である。（以上、CIRCULAR  No. 36/2018/TT-BCT）。 

 

(5) 小売 

電力小売事業を実施するためには、ベトナム電力規制庁（ERAV）、または関連する省

人民委員会（発電所がある場所）から小売許可を取得する必要があり、技術的・人的条件

の規定がある（CIRCULAR  No. 36/2018/TT-BCT）。 

電力小売事業者は、内閣総理大臣の定める平均的な電力小売価格の価格調整の仕組みや

電力小売価格表に基づき小売価格を設定することが義務付けられている（2015 年 3 月 12 日

付工業貿易省 Official Letter No.2103/BCT-DTDL）。小売のライセンスは行政区域内で有効

である（CIRCULAR  No. 36/2018/TT-BCT）。 

 

(6) コンサルティング 

ベトナム電力規制庁（ERAV）、または関連する省人民委員会（発電所がある場所）か

らコンサルティングの許可を取得する必要があり、技術的・人的条件の規定がある。コン

サルティングのライセンスは全国で有効である（CIRCULAR  No. 36/2018/TT-BCT）。 
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表 2-9：クアンニン省における 110kV 変電所の運転状況（2016 年） 

TT 変電所 MBA 容量(MVA) 定格電圧(kV) 負荷割合 (%) 

a KV Bãi Cháy     

 Giếng Đáy T1 40  115/38,5/23  99% 

  T2 40  115/38,5/23  44% 

 KCN Cái Lân T1 25  115/23  63%  

 Cái Dăm T1 40  115/38,5/23  30%  

b KV Hòn Gai     

 Hà Tu T1 25  115/38,5/23  - 

  T2 63  115/38,5/23  74% 

 Giáp Khẩu T1 40  115/38,5/23  

  T2 40  115/38,5/23  100% 

 Than Hà Lầm T1 12.5  115/6 60% 

  T 2  12.5  115/6  

出典：クアンニン省電源開発計画（QUY HOẠCH PHÁT TRIỂN ĐIỆN LỰC TỈNH QUẢNG NINH GIAI ĐOẠN 

2016-2025 CÓ XÉT ĐẾN 2035） 

 

 中低電圧送電網における容量と運転状況 

ハロン市には現在、中電圧として 35kV、22kV、6kV の 3 種類の電圧が存在する。主には

22kV グリッド（86％を占める）であり、35kV グリッドは主にホンガイ地域の石炭産業と

バイチャイ地域のいくつかの大口顧客である 6kV グリッドに電力を供給している。 

現在、22kVネットワークは35％が地下敷設であり、主にホンガイ地域に集中している。

また、低圧ネットワークのほとんどはシールドケーブルであり、一部の都市中心部は地下

敷設であり、その延長は約 135km である。しかし、依然として約 40km の架空電線があり、

今後ケーブルへの改修が必要とされている。 

 

表 2-10：中低電圧送電線の容量と運転状況 

 中電圧線(km) 低圧線(km) 

35kV 22kV 6kV 主幹 

ケーブル 

分岐 

ケーブル 

架空 地下 架空 地下 架空 架空
電線 

架空 地下 架空 地下 

Bãi 

Cháy 

PCQN 17.8  2.8  125. 4  59.3  4.9  40.0 508.0  76.4 132.2  6.0 

需要家 7.9  62,0 13,5 5,0      

Hòn  

Gai 

PCQN 55.7 1.0 213.6 77.0   842.3 58.8 139.7 27.2 

需要家   36.5 3.6      3.4 

合計 81 4 437 153 10 40 1350 135 272 37 

出典：クアンニン省電源開発計画（QUY HOẠCH PHÁT TRIỂN ĐIỆN LỰC TỈNH QUẢNG NINH GIAI ĐOẠN 

2016-2025 CÓ XÉT ĐẾN 2035） 
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出典：クアンニン省電源開発計画（QUY HOẠCH PHÁT TRIỂN ĐIỆN LỰC TỈNH QUẢNG NINH GIAI ĐOẠN 

2016-2025 CÓ XÉT ĐẾN 2035） 

図 2-1：バイチャイエリアの中電圧送電系統の敷設状況 
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出典：クアンニン省電源開発計画（QUY HOẠCH PHÁT TRIỂN ĐIỆN LỰC TỈNH QUẢNG NINH GIAI ĐOẠN 

2016-2025 CÓ XÉT ĐẾN 2035） 

図 2-2：バイチャイエリア（ハロン市）における中電圧系統の系統図 
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2.3 ベトナムにおけるエネルギー情勢 

 発電種別および発電量 

ベトナムでは、低コストである石炭火力発電が主力電源となっている。その発電量は

年々増加し、2018 年には全体の 47％と約半分の電力を賄っている。 

政府の計画では、現在の石炭火力発電の設備容量と比較し、2030 年までに再生可能エネ

ルギーを PDP７改訂版との比較で 1.5 倍、PDP8 草案との比較で 2.2 倍まで導入する計画と

なっている。 

 

出典：IEA「World Energy Outlook」 (2010, 2011, 2012 他)を基に調査団作成 

図 2-3：発電種類別 発電電力量構成（2018）（注：水力には小水力含む） 

 

 
出典：MINISTRY OF INDUSTRY AND TRADE「 Smart Grids in Viet Nam – Market Development Frameworks 

and Project Examples」（2019）を基に調査団作成 

図 2-4：発電種類別 設備容量構成（2018） 
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2010 年と 2018 年を比較すると電力消費量は約 2.5 倍、発電量は約 2.3 倍まで増加してお

り、発電量の増加以上のスピードで、消費電力量が増加していることがわかる。 

また、これまでの電力発電量の増加分のほとんどを水力発電と火力発電で賄われてきた

事がわかる。 

 

 
出典：IEA「World Energy Outlook」(2010, 2011, 2012 他)を基に調査団作成 

図 2-5：発電種類別 総発電量の推移（2010～2018） 

 

 
出典：IEA「World Energy Outlook」 (2010, 2011, 2012 他)を基に調査団作成 

図 2-6：総電力消費量の推移（2010～2018） 
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 再生可能エネルギーの導入割合 

2016 年に策定された PDP7 改訂版において、2030 年時点で再生可能エネルギー発電設備

導入量を 27,195MW に設定したのに対し、2018 年時点で再生可能エネルギー発電設備導入

量が 6,498MW である。つまり、PDP7 改訂版の計画では 2018 年と比較した場合、2030 年

までに設備容量が約 4 倍、PDP8 草案が正式に決定した場合、2030 年までに約 6 倍の

39,788MW まで設備容量が増加することになる。 

 

 

出典：IEA「World Energy Outlook」（2018）を基に調査団作成 

図 2-9：再生可能エネルギー発電電力量構成（2018） 

 

  

発電量(GWh)
風力発電 497
バイオマス発電 126
太陽光発電 23
合計 646
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 電力料金 

ベトナムでは商工省決定によって電力料金が定められている。商工省決定（648／QD-

BCT）において、2019 年 3 月 20 日、電力料金を平均 8.36％引き上げることが発表され、平

均電気料金は、VND1,864.44/kWh（税抜）である。 

 

表 2-11：ベトナムにおける電気料金の価格表（商工省決定より一部抜粋） 

 

出典：調査団作成 

 

2.4 計画条件・基本方針の整理 

 エネルギー供給先の計画 

AMATA スマートシティハロンにおいて実現するエネルギーシステムを検討するため、

コンセプト M/P において設定されている用途別の延べ床面積からエネルギーシステムの計

画条件となるエネルギー需要量等を試算した。本検討では、これらの計画条件に基づきに

提案するエネルギー供給システムや事業採算性を検討した。 

以下に計画されている用途別の延べ床面積を整理する。 

1 工業分野の電気料金 3 商業分野の電気料金

1.1 電圧が110kV以上 3.1 電圧が22kV以上

a) 通常時 1,536 a) 通常時 2,442

b) オフピーク時 970 b) オフピーク時 1,361

c) ピーク時 2,759 c) ピーク時 4,251

1.2 電圧が22kV～110kV未満 3.2 電圧が6kV～22kV未満

a) 通常時 1,555 a) 通常時 2,629

b) オフピーク時 1,007 b) オフピーク時 1,547

c) ピーク時 2,871 c) ピーク時 4,400

1.3 電圧が6kV～22kV未満 3.3 電圧が6kV未満

a) 通常時 1,611 a) 通常時 2,666

b) オフピーク時 1,044 b) オフピーク時 1,622

c) ピーク時 2,964 c) ピーク時 4,587

1.4 電圧が6kV未満 4 家庭分野の電気料金

a) 通常時 1,685 4.1 家庭で使用した電気料金

b) オフピーク時 1,100 レート1:0～50kWh 1,678

c) ピーク時 3,076 レート2:51～100kWh 1,734

2 行政機構の電気料金 レート3:101～200kWh 2,014

2.1 病院、保育園、幼稚園、学校 レート4:201～300kWh 2,536

2.1.1 電圧が6kV以上 1,659 レート5:301～400kWh 2,834

2.1.2 電圧が6kV未満 1,771 レート6:401kWh以上 2,927

2.2 公共照明、行政事業

2.2.1 電圧が6kV以上 1,827

2.2.2 電圧が6kV未満 1,902 以下、No.5～No.9は省略

No. 対象分野
電気料金

(VND/kWh)

4.2
家庭で使用した電気料金

（プリペイドカードメーター利用の場合）
2,461

電気料金

(VND/kWh)
対象分野No.
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出典：調査団作成 

 

 エネルギー需要量の試算 

本計画では、3 つの Phase に分かれる段階的な整備計画に加えて、開発エリアの北部、中

部、南部で 3 つのゾーンが設定されており、Phase１～３及びゾーン 1～3 の計画に合わせ

て各エネルギー需要を試算した。 

 

 
出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」を基に調査団作成 

図 2-10：開発フェイズとゾーンの整理 

PHASE

Land use
PHASE:1 PHASE:2 PHASE:3

Total Amount
(Land use)

Office 1,593,803 0 1,906,519 3,500,322
Hotel 0 0 310,801 310,801
Commercial 3,797,226 3,650,623 2,058,165 9,506,014
Residence 557,950 3,410,293 3,480,899 7,449,143
Building for Activity 368,630 206,345 595,676 1,170,651
School 118,832 1,079,040 0 1,197,873
Entertainment Area 230,203 167,935 1,495,342 1,893,480
Hall/Exhibition Hall 0 0 568,016 568,016
Data center 230,046 0 0 230,046
Hospital 0 250,366 0 250,366
Parking 32,431 16,329 16,073 64,833
Total Amount(PHASE) 6,929,121 8,780,933 10,431,491 26,141,545

表 2-12：開発フェイズと用途別延べ床面積(m2) 
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(1) 最大負荷 

フェイズ別、ゾーン別の最大負荷及び年間需要量を以下のとおり試算した。なお、

算定にあたっては、コンセプト M/P の計画条件に基づき用途別にモデル建物を設定

し、空調負荷、AC ファン・ポンプの空調用動力、照明・OA、換気動力、EV・

ESCL 等の搬送機器動力、給湯負荷、冷暖房負荷、厨房負荷等を考慮して原単位を

設定のうえ試算した。なおここでの温熱負荷は暖房と給湯を合算したもので、冷熱

負荷は冷房の負荷を意味する。 

表 2-13：ゾーン別の最大負荷 

 
フェイズ:1 

電力負荷(kW) 温熱負荷(MJ/h) 冷熱負荷(MJ/h) 

冬期 中間期 夏期 冬期 中間期 夏期 冬期 中間期 夏期 

ゾーン 1 107,234 107,234 107,277 27,531 25,177 19,379 515,358 571,401 826,669 

ゾーン 2 234,525 245,144 255,763 11,889 10,903 8,467 1,729,129 1,835,713 2,025,986 

ゾーン 3 130,075 130,075 129,641 45,813 41,260 29,956 602,771 669,259 979,637 

合計 471,835 482,454 492,680 85,233 77,340 57,802 2,847,259 3,076,373 3,832,292 

 
フェイズ:2 

電力負荷(kW) 温熱負荷(MJ/h) 冷熱負荷(MJ/h) 

冬期 中間期 夏期 冬期 中間期 夏期 冬期 中間期 夏期 

ゾーン 1 191,234 191,234 191,020 56,963 51,595 38,320 889,713 990,650 1,440,976 

ゾーン 2 66,026 66,026 66,440 87,018 76,859 51,332 355,059 379,059 605,745 

ゾーン 3 25,789 25,789 24,153 67,698 59,315 38,199 111,046 107,839 199,682 

合計 283,049 283,049 281,614 211,679 187,769 127,851 1,355,818 1,477,548 2,246,404 

 
フェイズ:3 

電力負荷(kW) 温熱負荷(MJ/h) 冷熱負荷(MJ/h) 

冬期 中間期 夏期 冬期 中間期 夏期 冬期 中間期 夏期 

ゾーン 1 206,639 206,639 206,868 201,198 182,781 137,343 1,092,490 1,209,063 1,760,428 

ゾーン 2 143,973 143,973 144,107 61,442 56,122 43,033 693,519 767,559 1,131,807 

ゾーン 3 48,970 48,970 46,680 97,668 85,691 55,537 215,235 218,121 377,534 

合計 399,582 399,582 397,655 360,309 324,594 235,913 2,001,244 2,194,743 3,269,769 

出典：調査団作成 
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表 2-14：ゾーン別の年間需要量 

 
フェイズ:1 

電力需要
(MWh/y) 

温熱需要
(GJ/y) 

冷熱需要
(GJ/y) 

給湯需要
(GJ/y) 

暖房需要
(GJ/y) 

ゾーン 1 477,456 187,789 1,547,053 163,279 24,510 

ゾーン 2 2,043,966 28,648 1,888,438 18,354 10,294 

ゾーン 3 588,922 322,686 2,030,653 293,832 28,854 

合計 3,110,344 539,123 5,466,144 475,465 63,658 

 
フェイズ:2 

電力需要
(MWh/y) 

温熱需要
(GJ/y) 

冷熱需要
(GJ/y) 

給湯需要
(GJ/y) 

暖房需要
(GJ/y) 

ゾーン 1 879,411 450,716 3,038,935 408,920 41,796 

ゾーン 2 263,466 299,383 712,289 276,958 22,425 

ゾーン 3 46,249 197,973 116,952 188,341 9,632 

合計 1,189,126 948,071 3,868,176 874,218 73,853 

 
フェイズ:3 

電力需要
(MWh/y) 

温熱需要
(GJ/y) 

冷熱需要
(GJ/y) 

給湯需要
(GJ/y) 

暖房需要
(GJ/y) 

ゾーン 1 670,913 477,773 2,142,318 436,212 41,561 

ゾーン 2 650,094 367,053 2,068,633 327,493 39,560 

ゾーン 3 125,764 305,374 374,668 289,095 16,279 

合計 1,446,770 1,150,199 4,585,619 1,052,799 97,400 

出典：調査団作成 

 

(2) 時刻別のデマンドカーブ 

フェイズごとの時刻別デマンドカーブを次に示す。
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出典：調査団作成 

図 2-11：フェイズごとの最大負荷カープ
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(3) 月別のデマンドカーブ 

フェイズ毎の月別デマンドカーブを以下に示す。 

 

  

  

  

出典：調査団作成 

図 2-12：フェイズごとの月別需要カープ 
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2.5 スマートエネルギーシステムのテーマ設定 

 スマートエネルギーの方向性 

(1) ベトナム政府のエネルギーに係る都市づくりの方向性・戦略 

ベトナム政府によるスマートシティ開発の方向性・戦略を示すものとして、首相決定

（No: 950 / QD-TTg）によるベトナムのスマートシティ戦略の宣言（2018 年 8 月）がある。 

スマートシティに関する同首相決定のうち、エネルギーに関係する内容を以下に抜粋

（下線部）する。エネルギーに関しては、持続可能な開発、環境配慮、気候変動への対応、

レジリエンスといった点について、記されている。 

 

【一般目標】 

ベトナムの持続可能なスマートシティ開発は、グリーン成長、持続可能な開発、可能性と

優位性の開拓と促進、資源利用の効率化、資源と人々の最適な利用、生活の質の向上に向

けて、同時に、組織、個人、人々が研究、建設、経営への投資に効果的に参加するための

条件を確保する。スマートな都市開発、潜在的なリスクとリスクの制限、国家管理と都市

サービスの効率化、経済競争力と国際統合の改善。 

【具体的な目標】 

 持続可能なスマートな都市開発に関する共通の法的枠組みである見直し、地域に適

用可能なメカニズムと政策を公表し、IoT を試験的に導入する 

 都市管理、照明、交通、上下水道、廃棄物処理、送電網、自然災害危険警報システ

ム、ICT インフラシステムを重点分野として、スマートシティのパイロット整備の

ための国家優先基準を公表 

【課題・解決策】 

 グループ 1:  

- スマートシティの計画、投資、建設、管理、監視、運営に関する制度と法的回廊を形成

し、グリーン成長、エネルギー効率化、削減汚染の最小化を目指す。気候変動への対応、

文明化された都市や持続可能な開発を実現する。 

- 都市技術基盤データベースの管理、建設発注管理、都市建設用地管理、上下水道管理、

廃棄物収集・処理、樹木緑地、地下空間等における ICT の適用を指導する。 

 グループ 5:スマートな都市インフラの整備 

a)スマートな都市技術インフラへの投資と開発、まず以下の分野への投資を優先する: 

- スマートな都市照明の開発 

- インテリジェント・トラフィックの開発、交通誘導、指揮、制御、緊急事態への対応の

ための制御システムの開発 

- インテリジェントな給排水システムを開発し、汚染を制御、処理し、水質を確保 

- スマートな都市廃棄物収集・処理システムの開発 

- スマートグリッドの開発 

- リスク・自然災害に対する警戒体制の整備 
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(2) エネルギーインフラにおけるテーマ設定 

前述したスマートシティ開発の方向性・戦略に関する首相決定（No: 950 / QD-TTg）に基

づきエネルギーインフラの整備にかかるテーマを以下のとおり設定した。 

 

I. 自立分散型エネルギーシステムの導入 

II. 防災性・レジリエンスの向上 

III. 優れた都市空間・環境の形成 

IV. 新たなエネルギービジネス創生 

 

(3) エネルギーインフラの施策メニュー 

前項において設定したテーマに対して、背景・課題、対応方針、メニュー及び効果を次

に整理する。 
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表 2-15：各テーマに対する背景・課題、対応方針およびインフラメニュー 

テーマ 背景・課題 対応方針 メニュー 

I.自立分散型エネル
ギーシステムの導入 

 高い経済成長率を背景に、今後エネルギー
需要の更なる増大の見込み 

 ベトナム全体では 724 分/年の停電が発生 

 石炭火力への依存 

 乾季と雨季で供給能力が変動する水力発電
への依存度の高さ 

 高効率機器の導入、地域冷暖房による
エネルギー供給の高効率化 

 EMS/スマートメータを活用し、需給
解析とエネルギー融通によるエネルギ
ー需給の最適化 

 再生可能エネルギーの導入による低炭
素化 

 スマートグリッドによる送配電の最適
化、高効率化 

 太陽光発電 

 地域冷暖房 

 EMS 

 スマートグリッド 

 マイクログリッド 

 EV 充電ステーション 

 オープンデータプラットフォ
ームとの連 

II.防災性・レジリエ
ンスの向上 

 竜巻、豪雨、台風の発生  大規模災害発生を見据えた電力インフ
ラのレジリエンス強化 

 スマートグリッドによる送配電の最適
化、高効率化 

 送配電早期復旧システム 

 共同溝 

 大規模蓄電池 

 スマートグリッド 

 マイクログリッド 

 EMS 

 オープンデータプラットフォ
ームとの連 

Ⅲ.優れた都市空間・
環境の形成 

 安心安全で快適性の高い都市づくりの必要
性 

 インフラ情報へのアクセス性向上の必要性 

 スマートライト、データ利活用、セキ
ュリティカメラ等による生活・安心安
全の向上 

 地域冷暖房の導入、共同溝の整備、電
線類の地中化による、都市景観の向上 

 グリーンインフラの推進による都市景
観の向上・ヒートアイランドの抑制 

 地域冷暖房 

 共同溝 

 スマートポール 

 オープンデータプラットフォ
ームとの連携 

Ⅳ.新たなエネルギー
ビジネス創生 

 国の高経済成長率を維持するための企業誘
致を推進できる環境の必要性 

 インフラの適切な維持管理、効率化による
インフラ機能の維持 

 オープンデータプラットフォームを活
用したビジネス創出機会の提供 

 IoT 活用技術によるスマートなインフ
ラ維持管理システムによる、産業、生
活の安定性の確保 

 スマートメータ 

 スマートポール 

 オープンデータプラットフォ
ームとの連携 

 EV 充電ステーション 

出典：調査団作成 
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 本調査にて検討するエネルギーインフラ及びサービス 

エネルギーインフラの施策メニューのうち、エネルギーインフラにおけるテーマを実現

するエネルギーサービスとその概要、対応するメニューを整理する。 

 

エネルギーサービス 

A) 環境配慮型安定電力供給サービス 

B) 停電バックアップサービス 

C) エネルギーシェアサービス 

D) 高効率な地域熱供給サービス 

 

表 2-17：各エネルギーサービスの概要と対応するテーマ、メニューの関係 

エネルギーサービ
ス 

概要 対応するテーマ 対応するメニュー 

A) 環境配慮型安
定電力供給サービ
ス 

太陽光発電の導入や地域
マイクログリッド化に対
応した、日本の電力供給
品質に近い送配電システ
ムで系統事故時の早期復
旧が可能。将来的には自
動送配電システムへのア
ップグレードも想定 

I.自立分散型エネ
ルギーシステム
の導入 

送配電インフラ 

スマートグリッド 

マイクログリッド 

太陽光発電 

送配電早期復旧シス
テム 

B) 停電バックア
ップサービス 

系統連系型大規模蓄電池
の導入 

系統事故や災害による停
電時に一定時間の電源供
給を実現することで電供
給信頼度を向上 

I.自立分散型エネ
ルギーシステム
の導入 

II.防災性・レジ
リエンスの向上 

大規模蓄電池等 

太陽光発電 

EMS 

C) エネルギーシ
ェアサービス 

EV や、域内の太陽光発電
等、大規模蓄電池などの
エネルギーリソースを活
用し、特定の公共施設や
商業施設などのニーズに
応じて地域エネルギーグ
リッドとして安心・安全
な再生可能エネルギーを
シェアできるサービス 

I.自立分散型エネ
ルギーシステム
の導入 

Ⅲ.新たなエネル
ギービジネス創
生 

太陽光発電 

EMS 

スマートメータ 

EV 充電ステーショ
ン 

スマートポール 

オープンデータプラ
ットフォームとの連
携 

D) 高効率な地域
熱供給サービス 

地域冷房システムを導入
し、熱供給プラントから
冷水・温水・蒸気などの
熱媒を、導管を通して複
数の建物等（主に商業系
施設）に供給し、冷房・
暖房・給湯などの高効率
化を実現 

I.自立分散型エネ
ルギーシステム
の導入 

Ⅳ.優れた都市空
間・環境の形成 

地域冷暖房 

共同溝 

EMS 

出典：調査団作成 
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2.6 スマートエネルギーインフラの整備検討 

 環境配慮型安定電力供給サービス 

ここでは、太陽光発電の導入を念頭においた配電システムにおける、供給信頼度を高め

るための設備・系統構成について検討する。 

 

(1) 事業の概要 

⑦ 220kV による一次受電及び二次変電所までの送電計画 

環境配慮型の安定電源供給サービスを検討するにあたり、AMATA ハロンスマートシテ

ィにおいて国営電力企業（EVN）から、220kV で受変電する一次変電所、一次変電所から

二次変電所までの 110kV の送電計画について現況の計画に基づき下図の通り設定した。本

前提条件に基づき、以降の二次変電所からの配電計画を検討した。 

 

 

出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」を基に調査団作成 

図 2-13：一次変電所及び二次変電所までの送電計画（参考） 

 

⑧ 22kV メッシュ状系統 

AMATA ハロンスマートシティに整備する送配電インフラは、配電系統として、22kV 系

統はメッシュ状の構成とし、事故や作業の際に、現地開閉器操作により、隣接する系統か
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らの負荷融通が可能となるよう構成する。将来的には、電力保安用通信線と配電自動化シ

ステムを導入し、停電時間の更なる短縮を図り、電力品質の更なる向上に寄与する。 

 

⑨ 22k/400V マルチトランスフォーマーシステム 

22k/400V 柱上変圧器は、小容量（200kVA 以下）のものを多数配置し（マルチトランス

フォーマーシステム）、事故や作業に伴う停電範囲を極小化するとともに、大電流が流れ

ることによるテクニカルロスの低減や、線路亘長が長くなることによる適正電圧逸脱の回

避を図る。 

 

 

出典：調査団作成 

図 2-14：マルチトランスフォーマーシステムの模式図（上段：導入前／下段：導入後） 

 

⑩ 絶縁アルミ電線・低風圧電線 

使用する電線については裸電線ではなく絶縁電線を採用し、盗電等のノンテクニカルロ

スを低減する。また導電体として、従来の銅ではなくアルミニウムを採用し、コスト低減

とともに（銅よりも軽量であることから）作業性の向上を図る。アルミニウムの導電性は

銅のそれよりも劣ることから、電線の太さは増大するが、絶縁被覆を低風圧化し、風圧荷

重の低減を図る。 

 

(2) 事故時の対処方法 

配電線事故（22kV 事故）時は、下図に示すとおり、時限順送方式により事故区間を特定

し、早期の普及を実現する。以下に時限順送方式の対応フローを示す。 

 

I. 事故発生後、変電所遮断器と全区分開閉器が開放し、系統全体が停電する。 

II. 事故発生から 1 分後、変電所の遮断器が自動再充電（再閉路）する。 

事故発生から 1 分以内に事故点が除去されていれば配電線全体に送電する。 

III. 事故発生から 1 分以内に事故点が除去されていない場合、事故区間が充電する。 





 

2-30 

(3) 配電系統に求められる仕様の検討 

① 負荷想定 

不等率:df＝1.15 力率:pf＝0.98 とし、負荷を表 2-18 のように算出した。 

 

表 2-18：負荷容量の算定と必要設備の検討 

負荷合成

箇所 
負荷容量 必要設備 

中圧・低

圧 

引込線 

負荷の単純合計 

ΣLD≒1,012 MW÷pf 

   ≒1,032 MVA 

個別負荷見合いで選定 

配電線 

送電端 

配電線合成負荷の合計 

ΣLF＝1/df
1/3×ΣLD 

     ≒985 MVA 

一配電線あたりの供給力 

前提 ・線路容量 400A 

    ・事故時融通のため常時 335A で運用 

SF＝√3×V×I 

   ＝√3×22kV×335A≒12.765MVA 

必要配電線数 

ΣLF÷SF ≒77.2 ＜ 85 本 

配電用 

変電所 

受電端 

配電用変電所での合成

負荷の合計 

ΣLDS＝1/df
2/3×ΣLD 

       ≒940 MVA 

1 変圧器事故時の供給力 

前提 ・健全な変圧器で供給継続（2/3 運用） 

   ・過負荷運転時の変圧器容量は常時の 110% 

必要設備容量 

ΣSDS＝ΣLDS÷（過負荷率）÷（2/3） 

      ＝855MVA÷（2/3）≒1,281.8MVA 

 ＜  1,410 MVA 

   ＝（100MVA×3 台）×2 変電所 

+（60MVA×3 台）×4 変電所 

     +（30MVA×3 台）×1 変電所 

常時の設備利用率 

ΣLDS÷ΣSDS≒66.7% 

送電用変

電所 

受電端 

送電用変電所での合成

負荷の合計 

ΣLSS＝1/df×(ΣLD+LDD) 

      ≒1,086 MVA 

データセンター負荷 

 LDD＝212 MW÷pf 

左記の負荷容量に応じて選定 

出典：調査団作成 
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なお、不等率考慮の有無による送電／配電別の需要想定と、契約口数の想定は表 2-19～

表 2-21 のとおりである。 

 

表 2-19：需要想定（不等率考慮なし、単位：MW） 

配電負荷 

 地域 フェイズ 1 フェイズ 2 フェイズ 3 合計 

 ゾーン 1 109 194 216 519 

 ゾーン 2 43 83 150 276 

 ゾーン 3 132 30 55 217 

 合計 285 307 420 1,012 

送電負荷 

 地域 フェイズ 1 フェイズ 2 フェイズ 3 合計 

 ゾーン 1 - - - - 

 ゾーン 2 212 - - 212 

 ゾーン 3 - - - - 

 合計 212 - - 212 

総負荷 

 地域 フェイズ 1 フェイズ 2 フェイズ 3 合計 

 ゾーン 1 109 194 216 519 

 ゾーン 2 256 83 150 488 

 ゾーン 3 132 30 55 217 

 合計 497 307 420 1,224 

出典：調査団作成 
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表 2-20：需要想定（不等率考慮あり、単位：MW） 

配電負荷 
 

地域 フェイズ 1 フェイズ 2 フェイズ 3 合計 

ゾーン 1 106 189 210 506 

ゾーン 2 42 81 146 269 

ゾーン 3 129 29 53 211 

合計 277 299 409 985 

送電負荷 
 

地域 フェイズ 1 フェイズ 2 フェイズ 3 合計 

ゾーン 1 101 181 201 483 

ゾーン 2 40 77 139 257 

ゾーン 3 123 27 51 201 

合計 265 285 390 940 

総負荷 
 

地域 フェイズ 1 フェイズ 2 フェイズ 3 合計 

ゾーン 1 97 172 191 461 

ゾーン 2 227 74 133 433 

ゾーン 3 118 26 48 192 

合計 441 272 373 1,086 

出典：調査団作成 
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表 2-21：契約口数想定（単位：口） 

戸建住宅 

 地域 フェイズ 1 フェイズ 2 フェイズ 3 合計 

 ゾーン 1 - 753 891 1,644 

 ゾーン 2 - - - - 

 ゾーン 3 901 - - 901 

 合計 901 753 891 2,545 

集合住宅 

 地域 フェイズ 1 フェイズ 2 フェイズ 3 合計 

 ゾーン 1 366 - 1,101 1,467 

 ゾーン 2 - 3,591 1,167 4,758 

 ゾーン 3 - 3,332 4,733 8,065 

 合計 366 6,923 7,001 14,290 

商業他 

 地域 フェイズ 1 フェイズ 2 フェイズ 3 合計 

 ゾーン 1 41 39 59 139 

 ゾーン 2 28 25 37 90 

 ゾーン 3 20 6 7 33 

 合計 89 70 103 262 

出典：調査団作成 

 

② 開発フェイズと開発エリア 

フェイズ別の開発エリアと 110/22kV 変電所位置候補について検討する。開発エリア全体

のゾーン割、フェイズ別の開発エリアと、110/22kV 変電所位置候補を次に示す。 
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③ 配電線数と負荷容量の推移 

前項までに検討した配電系統の仕様と、フェイズごとの開発ゾーン割りに基づき、配電

線数と負荷容量は下表のとおり推移する。 

表 2-22：配電設備の建設費のフェイズ別内訳 

ゾー

ン 
配電用変電所 項目 

フェイ

ズ 1 

フェイ

ズ 2 

フェイ

ズ 3 

1 

A 
300MVA 

（100MVA×3 台） 

配電線数 7 16 16 

負荷 MVA 76 197 197 

B 
180MVA 

（60MVA×3 台） 

配電線数 7 8 8 

負荷 MVA 30 98 98 

C 
180MVA 

（60MVA×3 台） 

配電線数 - - 13 

負荷 MVA - - 140 

D 
90MVA 

（30MVA×3 台） 

配電線数 - - 6 

負荷 MVA - - 70 

A + B + C + D 
配電線数 14 24 43 

負荷 MVA 106 295 506 

2 

E 
180MVA 

（60MVA×3 台） 

配電線数 5 7 11 

負荷 MVA 42 61 134 

F 
180MVA 

（60MVA×3 台） 

配電線数 - 7 11 

負荷 MVA - 62 135 

D + E 
配電線数 5 14 22 

負荷 MVA 42 123 269 

3 G 
300MVA 

（100MVA×3 台） 

配電線数 12 14 20 

MVA 129 158 211 

開発エリア合計 
配電線数 31 52 85 

負荷 MVA 277 576 985 

出典：調査団作成 

 

(4) 概算事業費の検討 

前述したエネルギー需要の試算結果に基づき、二次変電所の二次側以降の配電設備の建

設費を試算した。 
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 停電バックアップサービス 

(1) 事業の概要 

後述する太陽光発電に加えて系統連系型の大規模蓄電池システムを導入することによっ

て、電力系統の安定化と停電時のバックアップによる供給信頼性の向上を図る。 

平常時は屋根置きや遊休地を利用して太陽光発電の利用を促進するとともに、大規模蓄

電池からの充放電によって、太陽光発電などの変動制電源の出力平滑化やデマンドの平準

化を図ることで、バックアップ電源としてだけでなく、蓄電池の資産価値を十分に引き出

す運用により蓄電池の導入効果の最大化を図る。これらの蓄電池からの充放電を実現する

ためには、蓄電池をコントロールする EMS との組み合わせを想定する。 

太陽光発電と大規模蓄電池が連系するエネルギーシステムフローを以下に示す。 

 

出典：調査団作成 

図 2-31：停電バックアップサービスの概念とシステムフロー 

 

域内に大規模蓄電池を導入することで、域内外の系統障害時の電力供給が可能となる。 

域内の送配電システムにおいて系統障害が発生した場合、前項において検討した時限順送

方式の送配電システムによって、事故区間を早期に特定できるため、停電からの早期復旧

が可能である。しかし、域外の系統障害が発生した場合、大規模蓄電池がない場合は系統

障害が解消されるまで停電が発生してしまうところ、大規模蓄電池を域内に導入すること

によって、一定時間のバックアップ供給が可能となる。 
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(2) 概算事業費の検討 

大規模蓄電池によるバックアップ容量は、本サービスの提供先として想定するプレミア

ムゾーンにおける電力需要の最大負荷のうち 30%に対して 1 時間の電源供給を可能とする

設備容量と仮定した。このバックアップ時間 1 時間の根拠は、ハロンを含むベトナム北部

地域の平均停電時間から設定した。 

また、EMS は次項で示すエネルギーシェアサービスでも活用するが、共通の設備として

本サービスで事業費を算定した。以下に本停電バックアップサービスのインフラ整備に必

要となる概算費用を整理した。 

表 2-29：停電バックアップサービスにおける概算費用（CAPEX） 

設備 フェイズ 1 フェイズ 2 合計 

大規模蓄電池 

物量(kWh) 8,442  13,987  22,429  

小計(千 JPY) 513,572 850,880 1,364,451 

小計(千 VND) 114,127,039 189,084,372 303,211,411 

EMS 開発 

物量(kWh) 8,442  13,987  22,429 

小計(千 JPY) 189,951 314,709 504,660 

小計(千 VND) 42,211,370 69,935,316 112,146,686 

合計（千 JPY） 703,523 1,165,589 1,869,111 

合計(千 VND) 156,338,410 259,019,687 415,358,098 

出典：調査団作成 

表 2-30：停電バックアップサービスにおける概算費用（OPEX） 

設備 フェイズ 1 フェイズ 2 合計 

大規模蓄電池 

物量(kWh) 8,442  13,987  22,429  

小計(千 JPY) 42,211 69,935 112,147 

小計(千 VND) 9,380,305 15,541,181 24,921,486 

EMS ライセンス 

物量(kWh) 8,442  13,987  22,429 

小計(千 JPY) 39,866 66,050 105,916 

小計(千 VND) 8,859,177 14,677,782 23,536,959 

運用支援 

物量(kWh) 8,442  13,987  22,429 

小計(千 JPY) 70,352 116,559 186,911 

小計(千 VND) 15,633,841 25,901,969 41,535,810 

合計（千 JPY） 152,430 252,544 404,974 

合計(千 VND) 33,873,322 56,120,932 89,994,254 

出典：調査団作成 
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 エネルギーシェアサービス 

(1) 事業の概要 

スマートシティ内で走行する EV や、域内の太陽光発電等、大規模蓄電池などのエネル

ギーリソースを活用し、特定の公共施設や商業施設などのニーズに応じて地域エネルギー

グリッドとして安心・安全な再生可能エネルギー（RE）をシェアできるサービスエリアを

将来的に設ける。この地域エネルギーグリッドでは、スマートメータや気象・電力モニタ

リングシステム（EMS）等と組み合わせることでエコフレンドリーはエネルギーシェアサ

ービスを実現する。 

 

 

出典：調査団作成 

図 2-33：安心安全な RE エリアで実現するエネルギーシェアサービスの概念 

 

(2) エネルギーマネジメントシステム（EMS） 

このエネルギーシェアサービスを成立させる仕組みとして、核となる EMS の役割を以下

に整理する。 

 スマートシティ内でニーズに応じた多様なエネルギー利用により、エネルギー

消費の仕組みを効率的かつ最適化する。 

 再エネの比率を最大化し、エコフレンドリーゾーンとして、RE100 など需要に

対応するエリアを実現する。 
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 EV や大規模定置型蓄電池などのエネルギーアセットの資産価値を最大化する。 

スマートなエネルギーマネジメントを実現する上では、供給側、需要側を含む多様なエ

ネルギーの見える化をリアルタイムで実現する仕組みや、再生可能エネルギーと蓄電池・

自家発電機などのエネルギーリソースの運転などエネルギーデータの多段階分析と最適解

を実現する制御システムを実現するための適合性の検討が必要となる。 

EMS の詳細設計を実施する上では、制御・分析側（EMS）および被制御・分析側（発電

設備、照明、空調等）の必要機能要件、適合数、効果測定手法なども含めて、今後詳細な

検討が必要となる。 

 

(3) エネルギーデータの管理と利活用 

スマートなエネルギーマネジメントを実現する上では、直接的なエネルギーデータに限

らず、多分野にわたるデータを収集し、活用する仕組みが必要である。収集するデータの

種類を、以下に例示する。システムの詳細設計を実施する上では、各データに対して、利

用要件やデータ形式、プロトコル、情報保護要件等について整理する必要である。 

表 2-31：収集データと検証事項 

 
出典：調査団作成 

 

利用要件 データ形式 データ価値 管理責任 OPEN可否 個人情報適合 セキュリティ要件

エネルギー天気

発電量

使用電力量

蓄電量

ガス使用量

水道使用量

地域
インフラ状態（道

路・公園・施設）

環境（水・空気・

音）

廃棄物

交通量

人流量

防災関連

社会 交通状態

行政情報

イベント

事業形態

防犯

事業者 店舗情報

事業情報

サービス情報

人 予防ヘルスケア関連

個別公開情報
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(4) AI の活用 

エネルギーシェアサービス及びスマートエネルギマネジメントを実現する上で、さまざ

まなエネルギーリソースの運用をEMSで最適化するには、AIツールの活用が考えられる。

以下に想定される AI の活用シーンについて整理する。 

 

表 2-32：AI 活用シーンの整理 

エネルギーインフラ  発電容量を認識し過剰発電を制御 

 蓄電容量を認識し EV へ給電 

 発電容量、設備使用量、蓄電容量を認識し

電力の適正供給 

 需要予測・制御（天候、イベント対応） 

 全体エネルギー利用最適制御 

エネルギーインフラ＋モビリティ  障害発生・蓄電池容量不足時の EV 車両に

よる再エネ配電 

 インフラメンテナンスデータ収集 

 エネルギー利用状況予測に対応したサービ

スモビリティ配車（バス・タクシー等） 

 防災対応時の緊急避難支援 

出典：調査団作成 
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(5) 概算事業費の検討 

ここではエネルギーシェアを実現する上で重要な機器の一つである、太陽光発電の導入

に係る概算費用を検討する。 

太陽光発電の設置にあたり、プレミアムゾーンでは全建物の屋根上、その他ゾーンには、

遊休地を活用することを前提としてエリア面積の 1%に野立てとして、太陽光発電を導入す

るものとした。以下に概算費用を示す。 

 

表 2-33：エネルギーシェアサービスにおける概算費用（CAPEX） 

設備 フェイズ 1 フェイズ 2 フェイズ 3 合計 

屋根上型太陽
光発電 

設備規模(kW) 18,241 18,880 N/A 36,991,907 

小計(千 JPY) 3,427,918 3,547,856 N/A 6,975,774 

小計(千 VND) 761,759,574 788,412,425 N/A 1,550,171,999 

遊休地活用型
太陽光発電 

設備規模(kW) 3,915 5,620 7,640 17,176 

小計(千 JPY) 765,403 1,098,692 1,493,518 3,357,614 

小計(千 VND) 170,089,663 244,153,827 331,892,994 746,136,485 

合計（千 JPY） 931,849,237 1,032,566,253 331,892,994 10,333,388 

合計（千 VND） 4,193,322 4,646,548 1,493,518 2,296,308,484 

出典：調査団作成 

表 2-34：エネルギーシェアサービスにおける概算費用（OPEX） 

設備 フェイズ 1 フェイズ 2 フェイズ 3 合計 

屋根上型太陽
光発電 

設備規模(kW) 18,241 18,880 N/A 36,991,907 

小計(千 JPY) 57,460 59,471 N/A 116,931 

小計(千 VND) 12,768,958 13,215,726 N/A 25,984,684 

遊休地活用型
太陽光発電 

設備規模(kW) 3,915 5,620 7,640 17,176 

小計(千 JPY) 12,333 17,704 24,066 54,103 

小計(千 VND) 2,740,754 3,934,193 5,347,985 12,022,932 

合計（千 JPY） 69,794 77,175 24,066 171,034 

合計（千 VND） 15,509,712 17,149,918 5,347,985 38,007,616 

出典：調査団作成 
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 高効率な地域熱供給サービス 

ここでは、熱供給プラントから冷水・温水・蒸気などの熱媒を、導管を通して複数の建

物等（主に商業系施設）に供給し、冷房・暖房・給湯などの高効率化を実現する地域冷熱

供給の概略を検討する。 

本スマートシティでは土地の高度利用により商業施設を中心とする高層かつ規模の大き

な施設が建設され、一定のエネルギー需要密度が将来的に発生する開発エリアが見込まれ

ている。そのため、このようなエネルギー需要密度が高いエリアにおいて効率的にエネル

ギーを利用することができる地域冷房システムの導入可能性を検討した。 

 

(1) 導入の目的 

本スマートシティでは CO2 の削減やヒートアイランド現象の回避を目的とし、省エネル

ギーや緑地面積の増加に貢献できる熱源設備の構築が求められている。そのような背景の

中で、熱需要が密集するエリアにおいて、環境性・経済性・都市景観への寄与などの面に

おいて、地域冷熱供給システムの優位性を調査した。 

 

(2) 実施エリア 

フェイズ 3 にて建設予定の下左図に示す商業・事務所エリアにおいては、冷房エネルギ

ー密度が高く、年間を通して冷房需要がある。さらに、当該エリアの中においても、より

エネルギー密度が高く、建屋間の距離が近接している下右図に示すエリアにおいて、全７

建物への地域冷熱供給案と熱源設備分散設置案を比較検討することで導入効果を評価した。 

 

  

選定エリア 地域冷熱供給検討エリア 

出典：調査団作成 

図 2-34：実施エリア（フェイズ 3 の開発エリア）  
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(3) 導入システム 

前項に示すエリアにおいて、エリア全体の冷房需要に適したターボ冷凍機 2,000USRT×

10 台・冷却塔および冷水を供給するためのポンプ類を冷熱供給プラントに集中設置し、７

箇所ある商業施設それぞれに配管を通して冷水を供給する。冷水配管については、地中へ

の直接埋設を想定し試算した。分散設置する案については、各建物の冷房需要に適した容

量の冷凍機をそれぞれ設置し、さらに冗長性も考慮して各建物に予備機を１台ずつ設置す

ることとした。 

 

 
 

分散設置イメージ 地域冷熱供給イメージ 

出典：調査団作成 

図 2-35：導入システムのイメージ 

 

(4) 地域冷熱供給を実施するメリット 

① 環境性 

本プロジェクトで導入するターボ冷凍機は、空冷式の冷凍機やスクリュー式の冷凍機に

比べて定格運転時の機器効率（COP）が高く、設備管理を一元化しメンテナンスを実施す

ることで、高効率を維持した運用が可能となるため、CO2 削減において優れている。 

以上より、地域冷熱供給案の採用により、分散設置の案と比較して電気使用量 53,280 

MWh/20 年、CO2 排出量について1は 48,645t-CO2/20 年程度の削減が見込める。 

 

② 経済性 

設備管理の簡素化等が見込めるため、管理費も分散設置に比べて低減することが見込め

る。設備を一元管理できるため、長期にわたって熱供給を実施する場合に、効率劣化を最

小限にすることが可能である。さらに、エリア全体の冷房需要に適した熱源容量を選定す

るため、設備容量の最適化によるイニシャルコストの低減も可能となる。 

これらを考慮し、分散設置案および地域冷熱供給案について、20 年間のライフサイクル

コストを比較したところ、地域冷熱供給案の方が▲1,664 百万円/20 年の経済的メリットが

想定できる。 

                                                        
1 CO2排出原単位 0.913t/MWh (令和２年度 JCM 設備補助事業 電力 CO2排出係数一覧表より抜粋)を使用 
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表 2-35：総括表 

 
分散設置案 地域冷熱供給案 

設備 ・ターボ冷凍機 

・冷水ポンプ 

・冷却水ポンプ 

・冷却塔 

・ターボ冷凍機 

・冷水ポンプ 

・冷却水ポンプ 

・冷却塔 

・冷水供給用配管 

能力 USRT 26,460 20,000 

配管長さ m - 1,350 

イニシャルコスト MJPY(MVND) 2,845  (632,218) 3,379  (750,797) 

エネルギーコスト MJPY(MVND)/20y 14,575 (3,238,916) 13,817 (3,070,411) 

運用コスト MJPY(MVND)/20y 5,886 (1,307,972) 4,449  (988,641) 

ライフサイクルコスト MJPY(MVND)/20y 23,306 (5,179,105) 21,644 (4,809,849) 

差額 MJPY(MVND)/20y - 1,664 (▲369,257) 

出典：調査団作成 

 

③ 建物・景観 

各建物に冷水供給設備の設置が不要であるため、機械スペースおよび屋上スペースの有

効活用が可能となり、建物景観の向上にも寄与できる。また、各建屋において、冷水供給

設備分の電気容量が削減できるため、受電設備の容量や付属設備（熱源機械室の換気装置

や消火装置等）を削減できる可能性がある。 

 

(5) 地域熱供給の実現課題 

集中設置した冷水供給プラントから配管を通じて各建物に供給するため、分散設置案に

比べて冷水配管の敷設費用がかかり、イニシャルコストが高くなる。地域冷暖房の事例と

しては、共同溝に冷水配管や蒸気配管・電力ケーブル等を設置することでイニシャルコス

ト低減を実現した事例もあることから本エリアについても検討すべき事項である。 

 

  



 

2-56 

2.7 スマートエネルギー事業の実施に向けた課題 

2045年を見据えた 2030 年国家電源開発計画に関する政府決議（Resolution of the Politburo, 

Ref.55-NQ/TW、2020年）によると、電力事業における独占状態や不当な競争の撤廃をベト

ナム政府として推進することとしている。一方、電力事業のライセンス取得にあたっては、

電力事業ライセンスに関する通達（CIRCULAR  No. 36/2018/TT-BCT）に記載の条件をク

リアする必要がある。しかしこうした条件は、新規参入事業者にとってハードルが高く、

結果として電力事業への新規参入は進まず、特定事業者による独占状態が続いているとい

う現状がある。新規参入を検討する事業者に対する一層の支援が望まれる。 

 

 

 

 

 

 







 

3-3 

 

出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」を基に調査団作成 

図 3-2：マスタープラン 上水道の主要施設概要図 
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出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」を基に調査団作成 

図 3-3：マスタープラン 下水道の主要施設概要図 
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 上水道に関する基準 

(1) ベトナム国の上水道設計基準 

上水道に関する設計基準は建設省（MOC）が監督しており、下記の基準が整備されて

いる。 

- 給水施設設計基準 

TCXD33：2006；Design standards of water supply for pipe networks and constructions 

 

(2) ベトナム国の水道水質基準 

水道水質基準は保健省（MOH）が管理しており、下記の基準が整備されている。 

- 飲料水の水質に関する基準 

QCVN 012009/BYT；National technical regulation on drinking water quality  

- 生活用水の水質に関する基準 

QCVN 02：2009/BYT；National technical regulation on domestic water quality 

 

表 3-11 に、ベトナム国の飲料水基準、日本国の水質基準、WHO の飲料水水質ガイドラ

インの項目一覧を示す。 

ベトナム国の飲料水基準では 43 項目の水質基準を設けている。一方、日本では 51 項目、

WHOでは30項目を設けている。ベトナム国とWHOを比較すると、トリクロロエチレン、

臭素酸など一部の項目でベトナム国の方が WHO よりも緩い値が設定されているものの、

それ以外の項目はすべて WHO に準拠している。 

日本国とベトナム国を比較すると、ベトナム国の方が日本よりも緩く設定されている基

準はあるが、一方でホウ素及びその化合物やフェノール類はベトナム国の方が厳しく設定

されている。ベトナム国の飲料水基準は全体を通して、日本国の水質基準及び WHO の飲

料水水質ガイドラインとの間に大きな差はないといえる。 
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 下水道に関する基準 

(1) ベトナム国のセプティックタンク設置義務 

2014 年 8 月付の政令第 38 号「Decree No. 80/2014 / ND-CP」では、「家庭や工業団地から

都市下水システムに排水される下水は建設省が定める国家技術基準を満たさなければなら

ない」とあり、処理方式を指定して義務付けてはいないが、家庭などから排出される生活

排水に対してはセプティックタンク（腐敗槽）の設置が一般的となっている。 

 

(2) ベトナム国の下水道設計基準 

下水道に関する設計基準は建設省（MOC）が監督しており、下記の基準が整備されてい

る。 

 

- 排水ネットワーク設計基準 

TCVN 7957：2008；Drainage and sewerage -External Networks and Facilities- Design Standard 

 

(3) ベトナム国の排水基準 

排水基準は天然資源環境省（MONRE）が監督しており、下記の基準が整備されている。

本基準は環境へ排出する生活排水中に存在する汚染物質の最大許容濃度を定めている。な

お、排水処理施設へ放流する生活排水には適用されない。 

 

- 生活排水に関する国家技術基準 

QCVN 14：2008/BTNMT；National technical regulation on domestic wastewater 
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 上水道の現状 

ベトナム国及び AMATA スマートシティハロン周辺における上水道の整備状況を示す。 

 日本貿易振興機構の報告書3によると、2012 年時点においてベトナム国の都市エリアで

は管路給水率 79.5%、無収水率 27％となっている。Quang Ninh 省にある浄水場のうち、

AMATA スマートシティハロンと同じく Yen Lap 湖を水源とする浄水場は 3 か所ある。そ

れら浄水場の位置を図 3-5 に、それぞれの浄水場の水道水質を表 3-13 に示す。 

 

 
出典：OpenStreetMap より調査団作成 

図 3-5：Yen Lap 湖を水源とする浄水場位置図 

  

                                                        
3 日本貿易振興機構 ASEAN 水関連計画（タイ・ベトナム・インドネシア・マレーシア）市場動向調査

(2017) 
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出典：Quang Ninh 「ENVIRONMENTAL PLANNING OF QUANG NINH PROVINCE TO 2020 VISION TO 

2030」 (2014)を基に調査団作成 

図 3-6：Quang Ninh 省の下水処理場 位置図 
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 水道スマートメータの導入 

全戸に水道スマートメータを導入し、検針等の自動化による業務効率化、水道使用状況

の見える化、時間帯別料金（TOU)による需要量平準化を行う。これらにより事業収支の健

全化を目指す。これは AMATA スマートシティハロンの SPC（特別目的会社）が導入する

ことを検討している。 

電力スマートメータと同時に導入することで効果が高まり、導入の簡易化を図ることが

できるため、プレミアムゾーンでは開発初期から、それ以外のエリアでは 2035 年以降に電

力スマートメータと同時に導入する。 

 

 
出典：調査団作成 

図 3-7：水道スマートメータ導入とその効果 

 

(1) 導入意義およびシステム概要 

検針の自動化による業務効率化 

水道スマートメータから自動検針されたデータがリアルタイムでデータセンターに送

信・蓄積される。これにより検針員による各戸への巡回が不要となり検針員の人件費が削

減できる。 

 

スマートフォンアプリによる水道使用状況の見える化 

水道利用者に対して、水道使用状況がリアルタイムで確認できるスマートフォン用アプ

リを提供し、水道の使用状況を見える化する。これにより、利用者の節水意識の向上を図

ることができる他、後段で述べる時間帯別料金（TOU）の補助的役割を果たす。 

 

時間帯別料金（TOU）による需要量の平準化 

全戸の水道スマートメータから得られる使用量データから、年間を通した需要量を予測

し、季節や時間帯に応じて異なる料金を課す時間帯別料金（Time of Use： TOU）を導入す

る。 
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利用者はスマートフォン用アプリで自身の使用量と現在の水道料金をリアルタイムで確

認する。 

例えば、需要量が最大となる昼間時間帯の料金を高額に設定し、使用量が極端に少ない

深夜時間帯の料金を大幅に割り引くことにより、使用量を昼間時間帯から深夜時間帯に誘

導する。家事用水の 2 割を占めている洗濯用水は、容易にシフトが可能な水であり、深夜

の電気料金の割引との相乗効果により、使用者は効率的に公共料金を抑えることができる。 

日本では 2016 年に電力の小売全面自由化後に一般家庭に対する料金メニューの選択肢が

拡がり、電気料金に対する TOU の導入が進んだ。一方、水道料金に対する TOU の導入は

日本を含めて世界でも進んでおらず、今後水道スマートメータの導入と並行して普及する

と予想される。 

 

(2) 課題 

各戸の水道使用量データは個人情報に該当するため、データを取り扱う事業体は既存の

法令に基づいて適切に取り扱う必要がある。 

水道スマートメータの設置により、検針員等の人件費の削減が見込まれる。他のインフ

ラ（電気・ガス等）に対してもスマートメータを導入し一括で料金徴収が実施できれば、

検針員の人件費が大幅に削減できる可能性がある。 

日本においては、現在各地で導入に向けて実証実験が行われており、それらの動向も見

据えていく必要がある。 

 

(3) 導入の流れ 

- 全戸に水道スマートメータを導入する 

- データ管理システムとデータ提供プラットフォームを構築 

- 使用状況をリアルタイムで確認できるスマートフォン用アプリを開発・配布する 

- 時間帯別料金を設定する 

- 水道スマートメータから得られる使用量データを用いて需要予測を行い、時間帯別料

金の最適化を定期的に行う 

 

(4) 本邦技術の導入の可能性 

水道スマートメータを製造している本邦企業は複数存在する。2016 年時点では 3 社が確

認さてれており、日本の技術を AMATA スマートシティハロンに導入することが可能であ

る。 

また、海外では 2016 年時点で表 3-16 に示した水道スマートメータの存在が確認されて

いる。 
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表 3-16：世界の水道スマートメータ一覧 

 

出典：(公財)水道技術研究センター「スマート水道メーターの最近の動向について」 (2019 年) 
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 健全な配水管網の構築 

日本と同程度の質の高い配水管網を構築することで、漏水率を低く抑えて料金徴収の対

象となる有収水量を高く維持し、事業体収入を確保する。また、管路破損による水道水の

汚染を防止し、水質の高い水道水を全戸に提供する。 

 

(1) 導入意義 

漏水の抑制による事業体収入の確保 

配管が適切に施工されていないと、管路の接続部分に亀裂が生じて水道水が漏れ出し漏

水が発生する。漏水した水は水道料金の徴収対象ではないため漏水分の料金収入が失われ

る。 

本スマートシティでは健全な配水管網を構築することで、水道料金の徴収対象となる有

収水量を高く維持し、料金収入を確実に確保する。 

 

連続給水の達成と水質の高い水道水の提供 

配水管が適切に施工されていないと、水道水が漏れ出すと同時に地下水が配水管内に流

入して水道水が汚染される。さらに、配水管内の圧力が低下して断水が発生する可能性も

ある。 

ベトナム国の浄水場で浄水された水は、ベトナム国の飲用水基準を満たしており直接飲

用できる水質を達成している（表 3-13）。 

しかし、各戸へ配水される間に配水管内で汚染されている可能性が高く、水系感染症を

引き起こす場合があるため蛇口から直接飲む事は推奨されていない。 

AMATA スマートシティハロンでは健全な配水管網を構築することで、管路破損による

断水の発生と水道水の汚染を防止し、水質の高い水道水を連続給水する。 

 

(2) システム概要 

ベトナム国の水道事業者及び建設業者に対して日本の配管網構築技術を移転し、一定の

技術条件を満たす建設業者が配水管網の施工管理を行い、水道事業者が施工管理を行う。

配水管網が完成後も長期にわたって健全な状態を維持できるよう、水道事業者はアセット

マネジメントの仕組みを構築する。 

 

(3) 課題 

健全な配水管網を長期にわたり建設・維持管理していくためには、水道事業者の管路敷

設に関する技術力向上が欠かせない。水道事業者自らが、現地建設業者に技術移転・指導

できるようによるまで、日本と連携して技術研修を行うことが必要である。 
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(4) 導入の流れ 

- ベトナム国水道事業者に対する日本技術の移転 

- 水道事業者から建設業者への技術移転 

- AMATA スマートシティハロンの配水管網を施工する建設業者の選定 

- AMATA スマートシティハロンの配水管網の構築 

- 水道事業者による厳格な施工管理 

- ベトナム国水道事業者によるアセットマネジメントの仕組みの構築 

 

(5) 本邦技術の導入の可能性 

配水管網構築の技術を持つ本邦企業は多数存在し、日本の技術を AMATA スマートシテ

ィハロンに導入することが可能である。 
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 ビルトイン式全館浄水器の導入 

プレミアムゾーンの住民に対して清潔な生活環境を提供するために、プレミアムゾーン

の各家庭にビルトイン式全館浄水器を導入し、すべての蛇口から飲用可能な水道水を提供

する。本設備はエリア開発者が導入・維持管理を行うことを検討している。 

 

(1) 導入意義 

水道水の用途は、料理に使う水、製氷水、食器の洗浄水、シャワーの水、口をゆすぐ水

など、直接口に触れる水として多岐にわたる。家庭の蛇口すべてから浄水された水を提供

し、水道水を安心して使用できる生活環境を提供する。 

 

(2) システム概要 

各家庭の水道メーター直後の水道管に、ビルドイン式全館浄水器を設置する（図 3-8）。 

浄水器の処理能力は、居住人数に合わせて選択する。 

 

 

出典：調査団作成 

図 3-8：ビルドイン式全館浄水器の設置位置 
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(3) 導入の流れ 

- 各戸にビルドイン式全館浄水器を設置 

- 定期的に浄水器内部のろ過材を交換（メンテナンス） 

- 定期的にメンテナンス費を徴収 

 

(4) 課題 

浄水器は適切に維持管理を行わないと所定の水質を確保できない。そのためプレミアム

ゾーンのすべての家庭に対して、ろ過材の交換など定期的にメンテナンスを行う事が必須

となる。また、メンテナンス費用はマンションの維持管理費に含まれるものとして設定す

る。 

 

(5) 本邦技術の導入の可能性 

ビルドイン式全館浄水器を製造している本邦企業は複数存在し、日本の技術を AMATA

スマートシティハロンへ導入することが可能である。ベトナム国に現地法人を持ち、現地

で販売・維持管理を行っている企業も存在する。 
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 セプティックタンクの廃止 

全戸にセプティックタンクを設置せず、直接下水道に接続し下水道普及率 100%を達成す

る。これにより生活環境の汚染を防止し、住民の公衆衛生を確保する。 

 

(1) 導入意義 

ベトナム国では、下水道が整備されていないエリアにはセプティックタンクを設置する

義務があり、下水道が整備されているエリアではセプティックタンクの設置は不要として

いる。 

現地へのヒアリング結果によれば、新たに下水道を整備する際に既存のセプティックタ

ンクを撤去せず、セプティックタンクと下水道の両方が存在する事例が多く見受けられる。 

セプティックタンクが設置されている事の問題点として、セプティックタンクから浸出

した汚水が地下水を汚染する、セプティックタンクから発生した汚泥の不法投棄などが挙

げられる。 

ベトナム国では特に、汚泥処理施設の数や受け入れ容量の不足、汚泥処理場へ支払う料

金の節約等の要因のために、汚泥回収業者が回収した汚泥を河川や湖に不法投棄して周辺

環境を汚染する事例が多く発生している。2013年に発刊された世界銀行の報告書5によると、

ベトナム国においてセプティックタンクから発生した汚泥は 4％のみが適切に処理場で処

理されている。 

AMATA 社のマスタープランでは、下水処理場を整備した上で全戸にセプティックタン

クを設置する計画となっているが、AMATA スマートシティハロンは新規に住宅を建設し

下水道を整備するため、セプティックタンクの設置は不要であると考える。 

本提案では、全戸にセプティックタンクを設けずすべての下水を 15 か所の下水処理場に

集約して処理する事を提案する。 

これにより下水道普及率 100％を達成し、住民の公衆衛生を確保して快適な生活環境を

創造する。 

 

(2) システム概要 

全戸にセプティックタンクを設置せず直接下水管に接続し、下水を 15 か所の下水処理場

に集約して処理する。 

  

                                                        
5 East Asia and the Pacific Region - Urban Sanitation Review: A Call for Action, The World Bank(2013) 
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 ディスポーザーの導入 

プレミアムゾーンの住民に対して、清潔で利便性の高い生活環境を提供するために、各

戸のキッチンに生物処理式ディスポーザーを導入する。 

これにより、各家庭で発生する生ごみの処理が簡易化されごみ集積所を含めた住宅エリ

アの衛生環境を清潔に保つ。ディスポーザーはエリア開発者が導入・維持管理を行うこと

を検討している。 

 

(1) 導入意義 

生物処理式ディスポーザーを導入することで、生ごみをキッチンに溜め置く必要性が無

くなる。これによりキッチンを清潔に保ち、家庭内での悪臭・害虫の発生を防ぐ。また、

ごみ出しの負担や頻度が減ると同時に、ごみ集積所を含めた住宅エリア全体の衛生環境を

清潔に保つことができる。 

 

(2) システム概要 

シンク下に設置されているディスポーザーが生ごみを破砕し、宅内下水管を通って敷地

内の生物処理槽に貯留され、生物分解されてから下水管へ流入する。システムの概略図を

図 3-9 に示す。 

 

 

図 3-9：ディスポーザーのシステム概略 

出典：調査団作成 
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(3) 導入の流れ 

- 各戸へのディスポーザー設置および共有スペースへの生物処理槽の設置 

- 生物処理槽から発生する汚泥の回収業者の選定 

- 指定業者による定期的な汚泥回収 

- ディスポーザーと生物処理槽の定期的なメンテナンス 

 

(4) 課題 

生物処理槽から発生する汚泥の引き抜きを定期的に行う必要がある。それらの引き抜き

と、生物処理槽やディスポーザーのメンテナンスを行う業者を手配する必要がある。 

ディスポーザーが破砕できない物を投入すると、詰まりや故障、下流側の下水処理場の

処理に支障をきたす場合がある。そのような事態を防ぐために、利用者に対して適切な使

用方法を十分に説明する必要がある。 

 

(5) 本邦技術の導入の可能性 

ディスポーザー技術を持つ本邦企業は多数存在し、日本の技術を AMATA スマートシテ

ィハロンに導入することが可能である。一方、海外製品も多く存在し、価格は本邦製品よ

りも安価な場合が多い。 
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3.5 段階的な整備計画の検討 

 全体の段階的な整備計画  

AMATA 社のマスタープランにおいて、図 3-10 のとおり AMATA スマートシティハロン

を 3 つのエリアに分割し、フェイズ 1 からフェイズ 3 までを段階的に整備する事を計画し

ている。 

 

 

図 3-10：AMATA スマートシティハロンの段階的な整備計画 

出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」を基に調査団作成 

  

 

  





 

3-37 

3.6 その他の提案 

今後、更なるスマート化を進めるに当たって導入を推奨する技術を下記に示す。 

 

 上水道 

(1) 他インフラのスマートメータとの協働 

水道スマートメータは電気やガスのスマートメータと協働することで、データを送信す

る通信設備や料金徴収システム等を共有することができる。これにより更なる業務効率化

およびコスト削減が可能となる。 

 

(2) 配水コントロールシステム（水質自動モニタリング含む） 

各戸に設置された水道スマートメータから時間ごとの水道使用量データが得られるため、

それらのデータを用いてエリア及び時間ごとの需要予測ができる。 

浄水場に配水コントロールシステムを導入して需要予測を活用することで、エリア・時

間帯・季節ごとに最適な配水を行う。これにより、より効率的な水道サービスの提供が可

能となる。 

また、水質自動モニタリングを導入し配水コントロールシステムで結果を一括して監視

することで水質を容易に管理できる。 

 

(3) 浄水場のスマート化 

浄水場に対して、高効率ポンプ（VVVF ポンプ等）の導入、省エネルギー型の機器（散

気装置、送風機、撹拌機、汚泥濃縮機、汚泥脱水機など）の導入等を行うことで浄水場の

スマート化が可能となる。 

 

(4) シームレスな水質モニタリング 

水源である Yen Lap 湖の水及び浄水場の流入原水に対して、バイオアッセイ等の手法を

用いて水質を連続的にモニタリングする。これにより水道への有害物質の混入を防ぎ、水

道水の安全性を確保する。 
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 下水道 

(1) 下水処理場の統廃合の提案 

AMATA 社のマスタープランでは、下水処理場を 15 か所建設することを計画しており、

それぞれの計画処理水量は、2,400m3/日~8,900 m3/日と小規模となっている。これは段階的

な整備計画を考慮して計画されていると推測される。将来、下水処理場を改築更新する際

には 1 か所の下水処理場に統廃合することで、下水処理場の維持管理費を削減できると考

える。 

 

(2) 閉鎖性水域の水質浄化（中水利用） 

下水処理場からの処理水は AMATA スマートシティハロンの内部及び周辺を流れる河川

に放流される計画となっている。対象河川は閉鎖性水域であり、ハロン湾に流入している。 

そこで下水処理場に高度処理を導入し、高度処理水を河川に放流することで、放流水域

の水質浄化に再利用することができる。 

横浜市では、高度下水処理水を用いて河川の浄化やせせらぎの水としての利用が行われ

ている。 

 

(3) 汚泥の再利用化（消化ガス発電） 

AMATA スマートシティハロンで発生する余剰汚泥（4,340 t/年）を消化ガス発電に再利

用した場合、1 日あたり 9,980kwh の電力を発電する。（国土交通省下水汚泥のエネルギー

化技術導入簡易検討ツールを用いて算出） 発生する余剰汚泥量が少なく発電量も少ない

ため、消化ガス発電を導入した場合は初期投資費用を回収できないと予想される。よって、

AMATA スマートシティハロンに対して消化ガス発電の導入は提案しない事とする。汚泥

処理方法としては、一般廃棄物と共に混焼するのが望ましい。 
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 6.8.3 

コスト

予測 

 

出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」より抜粋 
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 廃棄物の法的区分 

「環境保護法」第 3 条では、廃棄物を「生産、経営、サービス、生活、その他の活動か

ら排出された物質で」と定義し、同条では、有害廃棄物を「毒性、放射性、感染性、可燃

性、爆発性、腐食性、中毒性等の危険性を含む物質」と定義しており、以降、通常固形廃

棄物と有害廃棄物に二分され記載されている。 

「クアンニン省通常固形廃棄物管理規則」では、通常固形廃棄物とは、有害固形廃棄物

のリストに含まれていない廃棄物であるとして、家庭固形廃棄物、建設固形廃棄物、産業

固形廃棄物があり、家庭固形廃棄物の中には、有機性家庭形固形廃棄物、無機系家庭固形

廃棄物（金属、ガラス、プラスチック）が分類されている。また、無害な医療系廃棄物も

ここに分類されている。 

 

以上を踏まえ、対象地域における廃棄物である、『国内 CTR』『公共 CTR』は通常固形

廃棄物、『医療 CTR』は有害性に該当しなければ通常固形廃棄物に該当すること考えられ

る。 

 

 廃棄物の処理責任 

(1) 通常固形廃棄物の処理責任 

「環境保護法」において、「廃棄物の処理責任は、廃棄物を発生させる組織及び個人が

有する。」と規定され、排出者責任の原則が示されている。 

他方、「環境保護法」第 88 条より、地方の人民委員会が当該地域の通常固形廃棄物処理

施設の策定、承認、計画を実施する責任を負うことになっている。また、「固形廃棄物の

管理に関する政府議定」第 25 条により、通常固形廃棄物の処理費用は地方政府による財政

負担が規定されている。 

 

(2) 有害廃棄物の処理責任 

「有害廃棄物管理規則」において、「有害廃棄物の排出者は、有害廃棄物の収集者、運

搬者、処理者、処分者と契約を結ばなければならない」と規定されており、有害廃棄物の

排出者による費用負担となっている。以降は、マスタープランで想定される通常固形廃棄

物について整理する。 

 

 民間投資の可能性 

「固形廃棄物の管理に関する政府議定」第 26 条では、省の予算以外から投資された固形

廃棄物処理施設の場合、投資家は価格計画を提出し、省の人民委員会の承認を得る必要が

ある、とされており、民間投資の可能性も規定されている。また、「クアンニン省通常固

形廃棄物管理規則」第 5 条 2 項では、投資家は、政令の要件に適合すれば、自ら固形廃棄

物を収集し、輸送することができる、ともされている。 
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(1) 通常固形廃棄物処理施設の管理責任 

「固形廃棄物の管理に関する政府議定」第 22 条では、固体廃棄物処理施設の所有者は、

固体廃棄物処理施設の管理・運営の責任を有する、とされている。 

 

 通常固形廃棄物の処理方法 

「固形廃棄物の管理に関する政府議定」第 19 条では、通常固形廃棄物処理技術として、

堆肥化、焼却、衛生埋立、リサイクル、エネルギー回収、その他が規定されている。 

また、「クアンニン省の廃棄物管理のマスタープラン 2030 年」（Master plan of waste 

management in Quang Ninh province up to 2030）では、衛生埋立、堆肥化、焼却（廃棄物発電）

が規定されている。 

これらの規定より、通常固形廃棄物の処理については、焼却施設等の中間処理施設は導

入可能である。 

 

 通常固形廃棄物処理施設における公害防止関連法規制 

廃棄物処理設備の運営に関する公害防止に関する法令としは下記のものがある。 

- No.38/2015/ND-CP（2014 年 4 月 24 日付）：固形廃棄物の管理に関する政府議定 

- No.80/2014/ND-CP（2014 年 8 月 6 日付）：排水と排水の処理に関する法令 

- QCVN 09:2008/BTNMT:地下水質に関する国家技術規制。 

- QCVN 08-MT:2015:表面水質に関する国家技術規制。 

- QCVN 40:2011/BTNMT:産業排水に関する国家技術規制; 

- QCVN 14:2008/BTNMT:国内排水に関する国家技術規制; 

- QCVN 25-2009-BTNMT:固形廃棄物埋立地の排水に関する国家技術規則 

- QCVN 05-2013-BTNMT:周囲の空気質に関する国家技術規則; 

- QCVN 61:2016/BTNMT:国内固体廃棄物焼却炉に関する国家技術規則; 

- №07-9: 2016/BXD:技術インフラ工事と固形廃棄物処理と公衆トイレに関する国家技術規則 

 

 通常固形廃棄物処理施設を整備する上で必要な法手続 

新しい廃棄物処理施設を建設するために必要な法的手続きは次のとおりとされている。 

- 建設投資方針の確立と承認 

- 建設用地の契約を締結と承認(建設省、天然資源環境省、計画建築省)  

- 環境影響評価報告書(天然資源環境省)の作成と承認 

- 廃棄物処理施設建設のための投資プロジェクトの設立、評価、承認 

(建設省、天然資源環境省、科学技術省) 

- 建築許可の承認 
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(1) 通常固形廃棄物処理施設に関する環境影響評価 

環境影響評価制度（Environmental Impact Assessment : EIA）の対象事業は、「環境保護法」

第 18 条及び「環境保護法施行細則に関する政令」の付表において規定され、廃棄物の処

理・リサイクルに関する事業や通常固形廃棄物の最終処分場の建設事業も対象となる。  

 

(2) 通常固形廃棄物処理施設の許認可 

「固形廃棄物の管理に関する政府議定」第 28 条によると、クアンニン省人民委員会は対

象地域の廃棄物処理施設の設計と建設のための許認可権者になることが想定される。 
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4.3 廃棄物・資源循環分野における国内・海外のスマート技術導入事例 

 国内のスマート技術導入事例 

廃棄物・資源循環分野の国内でのスマート技術について、廃棄物処理のプロセスごとに

導入事例を調査した。 

廃棄物処理の最初の工程である廃棄物の排出段階においては、排出抑制や分別徹底を促

進するための分別アプリや AI 技術を用いたチャットボットサービスによる分別案内サービ

ス等が導入されている。横浜市では、住民の分別促進のために活用していたごみ分別辞書

「MIctionary」で蓄積されたビッグデータと AI を搭載したチャットボットサービスを活用

し、民間企業と連携して「イーオのごみ分別案内」サービスを開発・導入している他、粗

大ごみを写真で撮影することで、いつでもごみの種類・捨て方・手数料等を確認できる

「SODAI Vision API（ソダイ）」を導入し、住民の分別促進を図っている。 

廃棄物の収集運搬工程の段階においては、収集運搬の効率化を目的とした収集運搬ルー

トの最適化検討等が進められている他、収集運搬車両に搭載したドライブレコーダーや

IoT 装置を活用し、収集作業の効率化や環境モニタリング等について検討が進められてい

る。京都府と京都府舞鶴市では、産業廃棄物・小型家電・プラスチック包装類の収集運搬

業務の効率化を目的とした実証実験において、廃棄物保管量測定センサーから定期的に廃

棄物データプラットフォームに収集・蓄積されるデータの分析結果・予測結果を活用して、

収集運搬業務の効率化（収集出動回数・走行距離削減）を実現している。また、行政と収

集運搬業者間で情報共有できる共通のアプリを導入し、不法投棄への迅速な対応に役立て

ている他、収集運搬車両の AI が搭載されたドライブレコーダーの映像からごみの排出特性

を把握するだけでなく、市内の道路損傷状況の把握等も行っている事例もある。 

廃棄物の処理工程においては、選別精度の向上や選別作業の効率化等を目的に選別施設

で画像認識技術を用いた自動選別技術が導入されている他、焼却施設では高度な現場管理

を行うための遠隔監視・支援技術が導入されていたり、安定燃焼や発電効率の安定化等を

目的に AI 技術・ビッグデータを用いた電力需給調整や運転制御が行われたりしている等、

効率的な施設運転のための技術が複数施設で導入されている。 
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(3) 本プロジェクトにおける廃棄物・資源循環分野のテーマ 

ベトナム国における将来の都市開発に係る取り組みの方向性と廃棄物情勢に係る課題を

踏まえ、本プロジェクトにおける廃棄物・資源循環分野のテーマを設定し、このテーマに

基づき、廃棄物処理フローの目標像や適応可能な技術・サービスについて検討した。 

 適正な分別排出による汚染の最小化・美観維持 

 都市居住者へのスマート機器導入による生活の質の向上 

 廃棄物輸送（収集運搬）システムの効率化・スマート化 

 廃棄物エネルギーと資源の最大限の活用 

 PPP 等民間投資資金を活用した運用の効率化 
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 廃棄物処理フロー 

廃棄物管理は、製品の生産・消費、廃棄物の発生・排出から収集･運搬、中間処理及び

再利用、 最終処分といった一連の流れに沿って実施されるものである。したがって、本

節では、廃棄物処理フローの目標像について検討する。検討にあたり、適正管理の事例と

して日本における一般的な廃棄物処理フローを図 4-2 に示した。図 4-1 に示すとおり、一

連の流れを大きく４つの段階（発生・収集・処理・処分）に分類したうえで、公衆衛生の

改善、環境負荷の低減と汚染防止及び循環型社会の構築の観点から必要と考えられる取り

組みのオプションを併記した。また、これらのオプションのうち、本プロジェクトにて提

案したい取り組みについては、点線枠で示した。 

まず、発生段階では、処理段階での適正処理を促進するため、排出源における適切な分

別が求められる。また、循環型社会を構築するうえでリデュース・リユースの推進が肝要

である。次に、収集段階において、高い回収率を維持することで公衆衛生の改善が期待さ

れる。そのため、効率的な収集方法の検討が求められるが、これについては短期的計画の

詳細として後述する。第三に、処理段階では、リサイクルや熱回収が資源の有効活用の点

で効果的な手法だと考えられる。最後に、処分段階では、環境負荷の低減・汚染防止のた

め、処分場における浸出水や嫌気性ガス等の適切な管理を含む衛生埋立が求められる。 

以上から、図 4-1 のフローを基本としつつ、段階的に廃棄物の適正処理のシステムを確

立することが重要である。したがって、次節より本プロジェクトにおける発生・収集段階

のスマート化に寄与する技術導入の提案及び処理・処分段階における質の高い循環型社会

構築に向けた提案について示す。 

 

 

出典：調査団作成 

図 4-1：廃棄物管理のフロー 
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 適応可能な技術及びサービス 

(1) 適応可能な技術及びサービスの検討 

マスタープランでは、対象地域で排出される廃棄物の収集及び積替施設までの運搬につ

いて計画されているが、汚水・土壌汚染、臭気、騒音・粉塵、景観、住民負担等の課題が

想定され、スマートシティを実現するためには必要な対策を講じる必要がある。 

対象地域でのスマートシティ開発にあたり、住民にとっての“住みやすさ”や来訪者・

利用者にとっての“快適さ”を実現・維持していくためには、対象地域での公衆衛生の確

保・生活環境の保全は必須であり、廃棄物の定期的な収集運搬・適正処理が求められる。

また、廃棄物の飛散・流出等に伴う環境影響の負荷低減や、循環型社会の形成の観点から

も、廃棄物の定期的な収集運搬・適正処理は必要であるため、排出段階での廃棄物の分別

徹底が必要となるが、廃棄物の分別排出は住民負担となる他、分別に馴染みがない場合は

浸透するまでも一定の期間を要することが想定される。 

他方、廃棄物・資源循環分野では 4.3 で整理したとおり、国内及び海外問わず、廃棄物

処理の各工程（排出・収集運搬・中間処理・最終処分）で AI・ビッグデータ等のスマート

技術の導入事例があり、住民にとっての利便性向上、廃棄物行政への負荷低減、安定的・

効率的な廃棄物処理の実現・維持に寄与している。 

そこで、マスタープランにおける計画を踏まえ、対象地域の美観を維持し公衆衛生を確

保すること、住民にとっての利便性を向上させることを目的として、下記の技術・サービ

スの導入を提案する。 

 排出段階での住民による廃棄物の分別排出を促進するためのスマート技術・サービ

スの導入 

 廃棄物の効率的な収集運搬を実現・維持するためのスマート技術・サービスの導入 

 

(2) 分別促進に係るスマート技術・サービスの概要 

ごみの分別排出は、住民への周知・啓発・広報により広く普及に努めることが必要であ

るが、分別意識が定着するまでには時間を要し、排出する廃棄物によっては分別区分に迷

う品目もあることから、分別排出を促進するためのスマート技術・サービスの導入は有効

である。 

分別促進に係る技術・サービスは、AI 技術を用いたチャットボットサービスによる分別

案内、画像認識技術を用いたごみ出し方法や手数料等の案内・申込受付サービス等が挙げ

られ、分別案内サービスは 4.3 で整理したとおり、国内の多くの自治体で導入されており、

本邦企業の技術・ノウハウは蓄積されていることが想定される。AI 技術を用いたチャット

ボットサービスによる分別案内と画像認識技術を用いたごみ出し方法や手数料等の案内・

申込受付サービスの技術・サービスの概要を表 4-9 に示す。 

なお、分別促進に係る技術・サービスの開発・提供に当たっては、多種多様な廃棄物の

分別区分に係る基礎情報の作成・整理が必須であり、想定されるさまざまな問合せに対す

る回答シナリオをその土地の言語で構築する必要があることから、導入に際して時間を要

することに留意する必要がある。 
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 追加提案 

廃棄物管理のシステム構築は、対象地域の現状を踏まえたうえで、段階的に実施すべき

である。4.4.3 では、マスタープランを前提に、住宅街である対象地域の廃棄物回収システ

ム構築のためスマート技術の導入を提案した。しかし、対象地域全体の更なるバリューア

ップに向け、隣接する工業団地も含めた廃棄物回収・処理システムについての検討が望ま

しいと考える。したがって、本節では対象地域における持続可能な資源の利活用を促進す

るための循環型社会モデルを示したうえで、処理・処分技術の導入ついて検討する。 

 

(1) 循環型社会モデルの提案 

資源の有効活用による対象地域全体のバリューアップ実現に向け、MRF（Material 

Recovery Facility）によるリサイクル及び WtE（Waste to Energy）による熱回収を軸とした

対象地域及び工業団地全体での循環型社会モデルを図 4-2 に示した。これらの施設を安定

的に稼働させるためには、住宅街である対象地域のみならず工業団地から排出される廃棄

物を対象とすることが効果的である。図 4-2 のような循環型社会の構築は、工業団地にお

けるテナントの企業価値向上やテナントへの安価な原料・燃料・電気・熱の供給にも寄与

すると考えられる。また、住宅街のブランドイメージ・資産価値の向上や工業団地同様の

安価な電気・熱の供給の実現も可能性を有する。 

以上を踏まえ、MRF 及び WtE の詳細について、以下に示す。 

 

 
出典：調査団作成。なお，WtE の写真については，横浜市 HP

（https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/sumai-kurashi/gomi-recycle/shokai/shokyaku/kojo-

ka/kanazawak html）より引用。 

図 4-2：対象地域における循環型社会モデル 
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① MRF 

本プロジェクトでは、図 4-3 に示すとおり、2 種類の MRF を提案する。 

MRF①の処理フローを図 4-3 に示した。MRF①では、廃棄物の選別を行い、後述の WtE

や MRF②におけるリサイクル・資源の有効活用を促す。住宅街である対象地域から排出さ

れた廃棄物を対象とし、基本的には無機物のみを回収するが、有機物が混入していた場合

は選別しWtEに運搬する。また、プラスチック類はMRF②へと運搬したのち、その他の有

価物については、圧縮加工等適切に処理を行い、再利用可能な形で市場での活用を促す。 

MRF②の処理フローを図 4-4 に示した。前述の MRF①にて選別された住宅街のプラスチ

ック類に加え、事業系廃棄物におけるプラスチック類を処理する。処理生成物を燃料とし

てセメント会社等へ売り渡すことで、効果的な資源活用が可能となる。また、工業団地に

おける可燃物は、WtE へ直接運搬し、熱回収を行う。 

 
出典：調査団作成 

図 4-3：MRF①の処理フロー（概要） 
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出典：調査団作成 

図 4-4：MRF②の処理フロー（概要） 
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② WtE 

WtE とは、廃棄物発電とも呼ばれ、廃棄物を焼却する際の熱を回収し蒸気を作り、その

蒸気でタービンを回すことにより発電を行う方法である。MRF にて記載したとおり、住宅

街及び工業団地における可燃物を回収し、熱回収を行う。施設全体の処理フローについて、

図 4-5 に示した。これにより、図 4-5 に示すような工業団地や住宅への安価な電気・熱の

供給が可能となると考えられる。 

 
出典：調査団作成 

 

図 4-5：WtE の処理フロー 
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(2) 循環型社会を支える処分技術の提案 

④ CS 処分場（クローズド型処分場） 

循環型社会モデルを支えるクリーンな処分場として、被覆施設である CS 処分場を提案

する。 

近年のベトナムにおける人口増加による土地不足や、廃棄物の運搬距離を憂慮すると、

住宅街近郊への処分場建設の検討が必要となる可能性は否めない。その際、公衆衛生や周

辺環境への影響は無視できない課題である。また、ウェストピッカーによる処分場での社

会的課題や、特に雨季における浸出水コントロール等の環境影響課題は、現在進行形で拡

大しつつある。 

CS 処分場のイメージ図を図 4-6 に示した。CS 処分場とは屋根付きの被覆施設を持つ処

分場を指し、特徴として廃棄物の飛散・臭気の拡散抑制、景観の悪化抑制、害虫等の発生

抑制また雨水等天候による影響抑制等が挙げられる。したがって、前述のベトナムの処分

場にける公衆衛生課題、社会的課題また環境影響課題等の解決の一助となることが期待さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：調査団作成 

図 4-6：CS 処分場イメージ図 
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第5章 スマートインフラの開発計画（交通・物流システム） 

5.1 導入アイテムの選定 

 交通分野の現状 

(1) 道路交通 

近年の国家経済の急成長に伴うモータリゼーションの加速化により、自動車保有率が急

増している。既存の調査6によれば、2011 年から 2016 年にかけてベトナム全国のバイク台

数と自動車台数の年間平均増加率はそれぞれ 6.7%、10.2%である。ベトナムの道路交通の

特徴の一つはモーターバイクが多いことである。別の資料7によれば、首都ハノイ市におけ

る交通手段別の分担率はバイクが全体の 64.4%と最も高い。また、バイク利用も多い。こ

のため、ハノイやホーチミンのみならず、都市部では激しい渋滞が慢性化している。 

 

(2) 公共交通 

前述のハノイの例 7ではバイクの分担率が最も高いが、その次が自転車 18.5%であり、公

共交通は、バス 12.2%、自家用乗用車 2.2%、タクシー2.1%、その他（都市鉄道、BRT、徒

歩）0.6%の順になっており、ハノイ市における公共交通分担率は約 17%にすぎず、他の国

の大都市に比べて低いレベルである。大都市でのこのような公共交通分担率から、公共交

通がそれほど発達していない中小都市や地方部ではさらに低いものと推測される。 

ベトナムで公共交通分担率が低い理由としては、公共交通インフラが不十分であること、

バイク保有率が極めて高いこと、効率的でないバス運行などが挙げられる。 

 

(3) 高度道路交通システム（Intelligent Transport Systems, ITS） 

高度道路交通システムは、ICT 技術を用いて安全・円滑な道路交通を実現するものであ

り、このシステムを最新の技術でさらに進化させたシステムはスマートシティにおける基

本コンポーネントの一つとなっている。ところが、ベトナムではまだ ITS があまり普及し

ておらず、近年、ハノイ市やホーチミン市のような大都市では ITS 導入の検討が進められ

ているが、ハノイ市における ITS も高速道路が優先されている。しかし、前述のように深

刻化している都市部の渋滞を緩和するためには、時々刻々と変動する交通需要に応じて動

的に信号制御を行い、特定の道路のみならず地域の交通流を面的に最適化するシステムの

導入が必要である。 

                                                        
6 「ベトナム国ハノイ市公共交通事業経営・オペレーション改善調査（PPP インフラ事業）予備調査業務

完了報告書」、独立行政法人国際開発機構（JICA）、2020 年 12 月 
7  「ベトナム国ハノイ市バス 経営・運営ノウハウ普及促進事業業務完了報告書」、独立行政法人国際開

発機構（JICA）、2019 年 9 月 
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 地域の現状・既存計画 

現在、AMATA スマートシティハロンの開発予定地の周辺には小都市規模の町が位置し

ているが、開発予定地には道路が数本ある程度の未開発地域である（図 5-1）。周辺には

ハノイ～ハイフォン～ハロン～モンカイ間高速道路、国道 18 号、国鉄路線があるが、

AMATA スマートシティハロンは通過しない（図 5-2）。約 60km 離れた場所にバンドン国

際空港があり、ハイフォン市にカットビ国際空港があるが、就航路線数・便数が少ないた

め、多くの国際線旅客はハノイ国際空港を利用していると考えられる。 

AMATA スマートシティハロンは AMATA Industrial Park と一緒に開発されるため、その

工業団地関係者が多く居住すると予想される。また、AMATA スマートシティハロンは、

ハノイ市、ホーチミン市と並ぶ中央直轄市であると同時にクアンニン省の最大都市である

ハイフォン市に近く、他にもハロンベイで有名でクアンニン省の省都であるハロン市、そ

の他、ウォンビ市のような町にも近いため、ハノイ市を含め、地域間交通としてはこれら

の地域から（へ）の需要が多いものと推測する。 

AMATA スマートシティハロンの周辺には AMATA Industrial Park の他に Dam Nha Mac 

Industry & Service、Tien Phong Port Industry & Service、Green Ha Long Complex Area、

Residence Dam Nha Mac、Na Hoa Residence – Quang Yen Administration Area、Center for Sports 

and Ethnicities のような開発計画がある。しかし、AMATA スマートシティハロンの開発予

定地およびその周辺地域に、現時点では、道路、鉄道、空港、港湾を含む交通インフラ関

連の計画はない。 

 

 

出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 5-1：AMATA スマートシティハロン開発予定地の現状 
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 留意事項 

前述で提案したアイテムは「スマートシティ戦略の宣言」と同国における交通状況を踏

まえたものであり、スマートシティ開発当初から人口 20 万人（2034 年推定）の小都市に

すべて必要とは限らない。開発後の発展状況を精査しながら実際の導入を検討すべきであ

る。ただし、交通結節点は地域開発とも密接に関係しており、TOD の概念による都市開発

は周辺地域への波及効果が大きいことから、AMATA スマートシティハロン事業の開発当

初から計画に入れることが事業全体において有効と考える。 

 

 

5.2 導入アイテム①：交通管制・マネジメントシステム 

 

 概要 

交通管制・マネジメントシステムは、交通状況に応じて動的に信号制御を行い、対象道

路・地域における交通状況を最適化すると共に、渋滞や交通事故のような交通状況を実時

間に監視・対応することで、道路交通の円滑性、安全性を向上する高度道路交通システム

（Intelligent Transport System, ITS）の一つである。日本の警察庁が推進する新交通管理シス

テム（Universal Traffic Management Systems, UTMS）のうち、高度交通管制システム

（Integrated Traffic Control Systems, ITCS）に該当するものであり、警視庁をはじめとする各

県警が導入している。 

 

出典：調査団撮影 

図 5-5：交通管制センター 

交通管制・マネジメントシステムには、路側機器、管制センター機器、これらをつなぐ

通信システムで構成される。通信システムとしては光ファイバーケーブル通信ネットワー
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◆事業費   

I. 建設費 323 百万円 プノンペン都の 40% 

II. 機材調達費 294 百万円 プノンペン都の 40% 

III. 設計監理費 75 百万円 プノンペン都の 40% 

合計 692 百万円  

◆年間維持管理費   

I. 運営費 3 百万円 プノンペン都の 40% 

II. 維持管理費 3 百万円 プノンペン都の 40% 

合計 6 百万円  

出典：調査団作成 

 

 事業計画 

交通管制センターを含む交通管制システム・マネジメントシステムは、「先進的技術の

活用により、都市や地域の機能やサービスを効率化・高度化し、各種の課題の解決を図る

と共に、快適性や利便性を含めた新たな価値を創出」するスマートシティの実現のために、

交通分野において最も基本となるコンポーネントといえる。そのため、交通管制システ

ム・マネジメントシステムはスマートシティ開発開始時から検討・導入することが望まし

い。 

ところが、本業務の対象地域のように既存の街を対象にしない場合は、交通需要を含め

て今後の状況の変化が予測しにくく、交通管制システムはある程度の交通量があるときに

その機能を発揮するもののため、フェイズ 2 でプレミアムゾーンを対象に導入することを

提案する。その後、フェイズ 3 の最終年次には AMATA スマートシティハロンの人口が 20

万人と推定されるため、プレミアムゾーン内での対象エリアの拡大と同時に、対象地域全

域を対象に導入を実施する。 

交通管制・マネジメントシステムは一般的に交通管理者が導入・運用・管理するもので

あり、公共性が高いため、運営主体は自治体や交通警察のような公共部門セクターを想定

する。 
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5.3 導入アイテム②：公共交通・緊急車両優先信号システム 

 概要 

本業務でいう公共交通優先信号システムと緊急車両優先信号システムは、日本の警察庁

が推進する新交通管理システム（Universal Traffic Management Systems, UTMS）のうち、公

共車両優先システム（Public Transportation Priority Systems, PTPS）と現場急行支援システム

（emergency vehicle preemption systems, 通称 FAST）である。PTPS はバスのような公共車両

が信号交差点に接近すると、その進行方向の交通信号を赤から青に切り替え、または青時

間を延長し、公共車両の信号交差点通過時間を短縮することで公共車両を優先するシステ

ムである。FAST は、パトカー、消防車、救急車のような緊急車両が現場に急行する際、

PTPS と同様に交通信号を緊急車両の進行方向に優先することで、現場への到着時間を短縮

するシステムである。緊急車両が緊急走行する際は交通信号によらずに他の車両に優先し

て交差点を通過することが可能であるが、FAST は進行方向の青時間を長くすることでそ

の方向の交通流全体の走行速度を上げることにより、さらに早く信号交差点に到達・通過

することが可能である。PTPS と FAST で使用するシステムの仕組みは同様だが、PTPS は

青信号を±10 秒の範囲で、FAST は±60 秒の範囲で調整するため、FAST の方がより強力

な優先信号システムである。 

AMATA スマートシティハロンにこれらのシステムを導入すれば、バスのような公共交

通の運行速度が上がり、その結果、公共交通サービスのレベルが向上し、公共交通利用促

進にも繋がる。また、緊急車両の現場急行を支援することで、住民の安全・安心が守られ、

また、緊急車両の走行時における交通事故の軽減も期待できる。 

 

 AMATA スマートシティハロンへの導入 

日本では 20 年以上前に導入が始まった PTPS と FAST は、車両側に設置された専用車載

器と道路上に設置された光ビーコンが双方向通信をすることで公共車両または緊急車両の

交差点接近を検知し、交通信号を調整する仕組みである。特に PTPS は多くの県警に普及

しているものの、車載器と光ビーコンは途上国に展開するにはコストが高く、古い方式の

ため、そのシステムを AMATA スマートシティハロンに導入することは望ましくない。一

方、近年、海外では RFID（Radio Frequency Identifier）を利用した近距離無線通信を活用し

た事例が多く、低コストのため、自動通行料金徴収システム（日本では ETC が普及）にも

活用されている。2013 年に独立行政法人国際協力機構（JICA）が実施した「フィリピン国

メガマニラ圏 ITS による高規格道路ネットワーク強化プロジェクト（Mega Manila Region 

Highway Network Intelligent Transport System (ITS) Integration Project）」でも、RFID を利用し

た緊急車両優先信号システムが検討された。したがって、AMATA スマートシティハロン

への公共交通優先信号システムおよび緊急車両優先信号システムの導入は RFID を利用し

たシステムの導入を提案する。 

RFID リーダーは交差点の各流入部に設置する。また、公共車両・緊急車両を優先して信

号制御を行うため、対象交差点は 5.2 節で述べた交通管制システムの対象交差点であるこ
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5.4 導入アイテム③：バス高速輸送サービス（BRT） 

 概要 

バス高速輸送サービス（Bus Rapid Transit、以下、BRT）とは、道路上に専用の車線と駅

を設置し、バスを利用して高速で一定以上の輸送力を有する都市公共交通手段の一つであ

る。大都市において代表的な大量輸送都市交通である地下鉄・鉄道に比べて事業費・維持

管理費の両面で低コストのため、途上国や中小都市では新しい都市公共交通手段として

LRT（Light Rapid Transit）と一緒に比較・検討され、導入される例が多い。LRT はいわゆ

る路面電車のように道路上に専用レールを有し、複数の車両を連結して運行するもので、

一般的に BRT に比べて事業費・維持管理費は高いが、輸送力は BRT より高い。本事業で

は、AMATA からの要請により LRT は検討対象から除外されたため、AMATA スマートシ

ティハロンにおける都市公共交通手段としては BRT のみを検討する。 

 

 AMATA スマートシティハロンへの導入 

AMATA スマートシティハロンへの導入計画は、対象路線および延長、駅、横断面（駅

間および駅部）、車両について検討する。 

(1) 対象路線・延長 

対象路線の候補とその延長を図 5-7 に示す。需要が多く、高速輸送が望ましい路線に BRT

を導入することが有効であるため、AMATA スマートシティハロンでは最も重要な 2 本の

幹線道路上への路線を想定する。また、その一つの路線は、AMATA 工業団地（AMATA 

Industrial Park）まで延長し、工業団地内にも支線を設けることも想定する。BRT 駅は、一

定以上の高速輸送を可能とするため、AMATA スマートシティハロン内では一般的な駅間

隔といわれている 500m を目安とし、主要道路との交差点を考慮して配置する。候補の路

線と延長、駅数を表 5-6 にまとめて示す。 

 

出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」を基に調査団作成 

図 5-7： BRT 路線と駅の候補 
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 事業計画 

前述の導入費用は、提案する全路線に専用車線と BRT 駅の整備を想定したものである。

ところが、将来の交通需要や交通状況（渋滞発生）を精査し、専用車線の整備区間を縮小

することで導入費用を軽減することは可能と考える。例えば、AMATA スマートシティハ

ロン圏域外の Line A 区間、Line C の全区間の専用車線および駅を整備せず、駅は従来型の

バス停として整備する計画が考えられる。 

運営主体としては、道路上に BRT 関連インフラが必要であり、多額の初期費用が必要で

あることから、事業費のすべてを民間が負担して事業化することは困難と考える。したが

って、自治体や AMATA の投資の下、SPC や既存バス事業者による BRT 運営を提案する。 
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5.6 導入アイテム⑤：EV 無人運転車両を利用する宅配サービス 

 

 概要 

本提案アイテムは無人運転車両を宅配サービスに活用し、無人宅配サービスを提供する

ものである。また、電気自動車（EV）を利用することで環境にも優しいサービスである。

新型コロナウィルスの感染拡大の影響で多くの国では通信販売等による宅配サービスの利

用が急増しており、これをきっかけに今後も宅配サービスはさらに拡大すると予想されて

いる。特に先進国を中心とする労働力の不足する国ではこのような無人宅配サービスが注

目を浴びている。ベトナムで無人運転車両を利用した宅配サービスは時期尚早かも知れな

いが、これらの実証実験や本格導入は AMATA スマートシティハロンのバリューアップに

大きく貢献すると考えられ、将来の導入アイテムとして提案する。また、宅配サービスで

はなく、地域内の物流拠点間において無人運転車両を利用して荷物を運ぶために活用する

ことも考えられる。 

 

 導入においての課題 

近年、国内外では無人宅配サービスに関するさまざまな実証実験が行われており、公道

での実証実験も少なくない。しかし、公道を利用して商用化した事例は見当たらず、

AMATA スマートシティハロンに導入するためには一般的に言われている同サービスの課

題を解決しなければならない。ここでは公道を利用した無人運転車両による無人宅配サー

ビスの実現のための課題について整理する。 

 

(1) 自動運転技術 

世界の基準に合わせて修正された「官民 ITS 構想・ロードマップ 2017」では、自動運転

技術のレベルをレベル 1～レベル 5 に分けている11。そのうち、ドライバーなしでシステム

による監視により無人運転を可能とするためにはレベル 4（特定条件下における完全自動

運転）以上の技術が必要と考える。ただし、ヒトではなくモノだけを運ぶために、また、

車道を一般車両と一緒に走行しないようなケースでは、必ずしもレベル 4 以上の自動運転

技術が必要ではない。国内で実施された無人宅配サービスの実証実験のように、車両とい

うよりはロボットといえる超小型自動運転車両を利用して歩道等を低速で走行するような

ものであれば、高い自動運転技術までは要求されない。 

(2) 走行空間 

前述のように低速で歩道を走行する方法は技術的にはすぐ導入可能であるが、歩行者の

安全性確保や走行速度等の課題が残る。一方、車道を走行する場合は、前述のようにレベ

ル４以上の自動運転技術により通常の車両と同様に走行できなければ、交通流への影響が

                                                        
11 国土交通省資料「運転支援技術・自動運転技術の進化と普及」 

 https://www mlit.go.jp/common/001213451.pdf 
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課題になる。一つは、低速走行による渋滞の発生である。もう一つは、この低速走行車両

を追い越す際の交通事故リスクである。一つの案として、超小型無人運転車両を利用する

場合は、車道の外側に一定幅の専用車線を設けることが考えられる。交差点では、日本国

内で原動機付自転車（通称「原付」）のように 2 段階左折（ベトナムは道路右側を走行）

で対応可能である。 

 

(3) 関連法令 

ドライバーのない完全無人運転車両が公道、特に車道を走行するためには、関連法律の

整備が必要である。車両本体に関する規定、走行方法に関する規定、走行可能な道路に関

する規定、事故発生時の責任等に関する規定などが考えられる。 

 

(4) その他の課題 

事故発生時に備えた無人運転関連の自動車保険の整備、サイバー攻撃等による運転停止

や異常作動等の防止策、犯罪対象対策などが必要と考えられる。 

 

 事業費・維持管理費の試算 

EV無人運転車両をはまだ商用化されておらず、特に無人宅配サービスはどの場合も実証

実験の段階であり、現時点で事業費・維持管理費を試算することは困難であるため、EV無

人運転車両を利用する宅配サービスの事業費・維持管理費の試算は割愛する。 

 

 事業計画 

無人運転車両を公道、特に車道に走らせるためには、まださまざまな課題が残されてお

り、他国におけるどの事例も実証実験レベルである。また、将来はさらに進歩した無人運

転技術やシステムが普及される可能性もある。したがって、本アイテムの導入は、これか

ら約 10 年後であるフェイズ 3 の 4 年目に実証実験を実施し、その結果を踏まえて 2035 年

以降に徐々に導入することを提案する。基本的に、本アイテムは宅配業者が行うものと考

える。 
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5.7 導入アイテム⑥：交通結節点 

 概要 

公共交通の結節点を中心とした都市開発（Transit-Oriented Development, TOD）は、公共

交通の利用を促進するだけではなく、都市開発の観点から、自然に人が集まる箇所を中心

に周辺地域を開発し、地域活性化が図れる利点がある。AMATA スマートシティハロンに

鉄道ネットワークは計画されていないが、中長距離バスの発着地点となるバスターミナル

を BRT や一般路線バスを含む他の公共交通の拠点と合わせて効率的に計画し、TOD の中

心として開発することが考えられる。本業務では AMATA スマートシティハロンから半径

約 100km 圏内にあるハノイ市、ハイフォン市、ハロン市、ウォンビ市へのバス需要が高い

と判断し、これらのバス需要からバスターミナルの規模を算出すると共に、バスターミナ

ルの概略開発計画について検討する。 

 

 AMATA スマートシティハロンへの導入 

(1) 中長距離バス需要の試算 

AMATA スマートシティハロンバスターミナルを発着する中長距離バスの需要は、以下

に示す簡易的な方法で算出する。 

𝑇12 = α ×
𝑃1 × 𝑃2
𝑑12

 

ここで、 

T12：中長距離バス利用トリップ／日（往復） 

P1、P2：それぞれ都市１、都市２の人口（千人） 

d12：都市１と都市２間の直線距離（km） 

α：パラメータ（中長距離バス需要） 

2008 年に実施された調査12では、ハノイ市～ハイフォン市間のバス需要は 21,751 トリッ

プ／日（往復）である。当時のハノイ市とハイフォン市の人口はそれぞれ 2,530,000 人、

821,000 人であり13、両都市間の直線距離は 91km（Google Earth で計測）であるため、ハノ

イ～ハイフォン間のバス需要におけるパラメータαは 0.953 である。都市間距離が長くな

ると一般的に鉄道や航空需要の分担率は高くなるため、パラメータαは減少する。しかし、

AMATA スマートシティハロンを中心に周辺地域を結ぶ中長距離バスの路線には上記の値

が適用できると仮定する。ハノイから千 km 以上離れたホーチミン市までは航空交通の方

                                                        
12 The Comprehensive Study on the Sustainable Development of Transport System in Vietnam (VITRANSS 2) Final 

Report: Main Text. Japan International Cooperation Agency (JICA), 2010.5. 
13 Population Stat ホームページ https://populationstat.com/ 
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 事業計画 

交通結節点はTODの概念で開発を進めるべきであり、これは AMATA スマートシティハ

ロンの開発、特に、プレミアムゾーンの開発に大きく影響することから、AMATA スマー

トシティハロン開発事業の初期から計画・開発することを提案する。開発は、AMATA が

設立する SPC や他の民間企業による PPP 方式が考えられる。 
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5.8 導入アイテム⑦：モビリティ・アズ・ア・サービス（MaaS） 

 概要 

MaaS は、ICT を活用して交通をクラウド化し、公共交通か否か、またその運営主体に関

わらず、マイカー以外のすべての交通手段によるモビリティ（移動）を一つのサービスと

してとらえ、シームレスにつなぐ新たな「移動」の概念である14。代表的な MaaS のイメー

ジとして、利用者はスマートフォンのアプリを用いて、出発地から目的地までの乗り換え

を含めた交通手段やルートを検索し、利用し、運賃等の決済を行うことが挙げられる。

2015 年にフランス・ボルドーで開催された ITS 世界会議（ITS World Congress）で議論され

た最新の公共交通サービスに関する概念であり、その具体的な導入事例としては、フィン

ランドの運輸通信省の支援のもと、2017 年に同国ヘルシンキで実用化されたマース・グロ

ーバル社（MaaS Global）の MaaS システムが挙げられ、同社はイギリスのウェストミッド

ランドでも MaaS サービスを 2018 年より提供しており、現在は国内を含めさまざまな国で

その導入を検討している。 

同サービスは AI による最も効率的なルートを含むさまざまなルートの検索結果を提示す

るため、利用者は自分に最も適するルートが選びやすくなる。また、運賃もそのシステム

で一括払いが可能なため、公共交通利用の利便性は向上する。 

 

 AMATA スマートシティハロンへの導入 

導入のために検討すべき要素として以下のようなものが挙げられる。 

 

(1) 対象地域、交通事業者の参画 

どの地域で、どの公共交通手段を対象にするかについては、タクシーを含めて対象地域

におけるすべての公共交通手段を対象にすることが望ましい。対象地域は基本的に

AMATA スマートシティハロン全域とし、徐々に AMATA 工業団地、ハイフォン市、ハロ

ン市等の周辺地域まで拡大していくことが考えられる。このためには、各交通事業者との

交渉が必要である。 

 

(2) 公共交通機関の運行情報等 

バスのような定期運行事業者の場合は運行スケジュールの提供、Grab や Uber のような

ライドシェアの場合は実時間運行状況の共有、タクシーの場合は通信手段を含む配車シス

テムが必要にある。 

                                                        
14 「MaaS（モビリティ・アズ・ア・サービス）について」、国土交通政策研究所報第 69 号（2018 年夏

季）https://www mlit.go.jp/pri/kikanshi/pdf/2018/69_1.pdf 
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(3) 運賃・料金の設定、決済 

MaaS の運賃・料金支払は MaaS のサービス統合程度にもよるが、欧米ではキャッシュレ

ス決済されている例が多く、運賃・料金の体系も利用都度の決済の他に定期券のように月

単位の定額料金制プランを設定しているサービスもある 14。 

 

(4) システム開発 

交通手段及びルートの検索システム、運行スケジュールを含む実時間運行情報システム、

予約システム、決済システム等が必要である。また、Maas アプリで運賃を一括払いするシ

ステムを導入する際は、各交通手段を利用時に利用実績を確認するシステムも必要と考え

る。このイメージとしては、各交通機関の車内にタブレットのような端末機を設置し、利

用者のスマートフォンとの通信等によるものが考えられる。 

 

 事業費・維持管理費の試算 

MaaS は最新のサービスのため、導入事例がまだ多くなく、現時点で AMATA スマート

シティハロンへの導入費用、年間維持管理費用を試算することは困難である。 

 

 事業計画 

MaaSは、既存の公共交通を一つのサービスとして捉えてシームレスな公共交通サービス

を提供する概念のため、基本的に MaaS のための新規公共交通機関の導入は考慮しない。

しかし、AMATA スマートシティハロン開発初期には人口が少ないため、需要は不十分で

あり、公共交通機関もあまり整備されていない可能性が高く、オンデマンド公共交通と同

様に、フェイズ 3 での導入を提案する。 

MaaSはその事業の規模から大きな利益が期待できるものではない。しかし、現在、世界

中に検討が進められている最新の公共交通サービスを AMATA スマートシティハロンに導

入することはバリューアップに貢献すると考えられ、AMATA が設立する SPC による事業

の展開を提案する。 
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5.9 導入アイテム⑧：その他の最先端公共交通サービス 

 概要 

MaaSの他に最先端公共交通サービスとして提案するのは、バス位置情報システム、交通

系 IC カードの導入、車内無料 Wi-Fi 提供サービスである。バス位置情報システムと交通系

IC カードはすでに多くの国や都市に導入されており、先進国においては導入を提案する上

記の 3 点が最先端とはいえないが、途上国においてはまだ導入された事例が少ない。特に

ベトナムはバイクの利用が非常に多く、バイクの利用が日常的なベトナムでバスを含む公

共交通の利用を拡大するためには、公共交通手段の拡充のみならず利便性向上が必須であ

り、かつ公共交通利用のメリットを増やし、モーダルシフトを導くことが重要である。 

バス位置情報システムは、リアルタイムでのバス位置情報をバス利用者に提供すること

で、バス利用の利便性を向上する。また、バス事業者にとっては運行管理にも非常に役立

ち、効率的なバス運行管理の実現と、より高いバスサービスの提供が可能になる。 

交通系 IC カードのような自動運賃徴収システムは、運賃の支払いを楽にするだけでなく、

バスドライバーの負担軽減により、より安全なバス運行が期待できる。さらに、バス事業

者にとっては効率的な運賃収入管理が可能になる。日本国内のように、交通系 IC カードは

バスだけではなく、タクシー運賃、飲食代等の他の支払い手段としても使用可能である。 

車内無料 Wi-Fi サービスは、バス利用のメリットを与える手段として提案するものであ

る。ベトナムのような途上国でもスマートフォンの利用は普及しているため、無料 Wi-Fi

の提供は利用者拡大に貢献できるものと期待される。 

 

 AMATA スマートシティハロンへの導入 

(1) バス位置情報システム 

バス位置情報システムは、各車両の走行位置を運行システムの方で収集し、運行管理に

利用するだけでなく、インターネットや携帯の専用アプリに情報を提供するものである。

国内の事例では、バス停に設置されたセンサーがバスの到着を検知してシステムにその情

報を転送する方式がある。一方、最近、カンボジア・プノンペンに導入されたシステムは、

各車両に搭載された GPS 受信機から取得される走行位置をリアルタイムでセンターに送信

する方式を採択している。また、2013 年に独立行政法人国際協力機構（JICA）が実施した

「フィリピン国メガマニラ圏 ITS による高規格道路ネットワーク強化プロジェクト（Mega 

Manila Region Highway Network Intelligent Transport System (ITS) Integration Project）」のよう

に、RFID をバス位置情報提供システムに利用することも可能である。 

GPS を利用する方式はリアルタイムで走行位置がわかるメリットがあり、また、無線通

信技術の進歩により各車両に設置する無線通信機器類の調達費用、維持管理費用は、路側

機器を設置する他の方式に比べて経済的になる可能性が高い。ただし、高層ビル等の GPS

電波の障害物の多い都心部では位置情報がただしく受信できない場合があり、走行位置を
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 チケット販売などの収入管理 

 統計情報管理 

4 事業者サーバー 
 上位・下位へのデータ連携 

 事業者向けの収入レポート出力等 

3 線区サーバー 
 上位・下位へのデータ連携 

 路線単位の収入レポート出力等 

2 
駅サーバー、 

バス営業所サーバー 

 上位・下位へのデータ連携 

 駅、バス事業所単位の収入レポート出力等 

1 機器 
 IC カードとの通信、カード情報の更新 

 上位サーバー向けのデータの作成・送信 

0 IC カード 
 カード ID、利用情報等を保持 

 AFC 機器との通信 

出典：独立行政法人国際開発機構（JICA）「ベトナム国電子マネー・交通系 IC カード情報収集・確認調

査報告書」、2014 年 7 月 

 

一方、近年、ベトナム国ではキャッシュレス決済市場は急成長している。日本貿易振興

機構（JETRO）の記事によれば16、2019 年第 1 四半期（1～3 月）のインターネットバンキ

ングとモバイルバンキングの取引件数は、前年同期比、それぞれ 65.8％増、97.7％増であ

り、取引額は、前年同期比、それぞれ 13.4％増、232.3%増である。モバイルバンキングの

主要決済手段となるのが電子ウォレットアプリである。ベトナムで最も人気なのは MoMo、

ZaloPay、ViettelPay の三つであり、他にも複数のサービスが展開しているが、小売店や飲

食店、カフェ、映画館、ガソリンスタンドでの支払のみならず、タクシー代、公共料金

（水道・電気）、携帯電話料金、鉄道・航空券代などもアプリ上で決済可能にするなど、

市場競争は激化している。このような状況では、交通系 IC カードでなく、スマートフォン

の電子ウォレットアプリを運賃の支払いに利用することも考えられ、利用者・事業者の両

者の利便性を考慮して方式を導入することが必要と考える。 

 

(3) 車内無料 Wi-Fi サービス 

このサービスを実現するためには、無線インターネットプロバイダーとの契約、車内へ

の送受信機の搭載が必要である。また、単にインターネットアクセスを提供するだけでは

なく、このシステムを利用して乗車中の車両の運行状況、バス利用情報を合わせて提供す

るサービスを提供する場合はシステム開発も必要になる。このような車内無料 Wi-Fi サー

ビスのためには機器類の調達・設置・維持管理の費用のみならず、無線インターネットプ

ロバイダーへの利用料金の定期的な支払いが必要のため、バス事業者の経営状況とバス利

用者拡大戦略等を合わせて検討の上、導入を決定する必要がある。 

 

                                                        
16 「ベトナムのキャッシュレス決済最前線」、日本貿易振興機構（JETRO）記事、2020 年 1 月 20 日 

 https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2020/b3c53f5f49d262ad.html 
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 事業計画 

バス位置情報システムは、各車両に設置する車載器の調達・設置、システムの開発等は

必要であるものの、大規模のインフラ整備は不要のため、今すぐでも導入可能なものと考

える。ところが、現在造成中の対象地域において、いつから一般路線バスが運行を開始す

るかは不明である。本業務ではフェイズ 2 から一般路線バスが運行開始すると仮定し、バ

ス位置情報システムの導入時期をフェイズ 2 とする。 

車内無料 Wi-Fi は、インターネットプロバイダーとの契約、車載器の設置だけですぐに

サービス開始可能なものである。しかし、上記と同様に、いつから一般路線バスの運行が

開始するかが不明のため、バス位置情報システムの導入と同時に、またはその後に導入す

ることを提案する。 

交通系 IC カードについても、可能であればフェイズ 2 でバス位置情報システム等と一

緒に導入することが考えるが、別方式による AFC（Automatic Fare Collection、自動運賃収

受）システムの導入の可能性もあるため、フェイズ 3 での導入を提案する。 

以上の 3 点は、公共交通事業者が実施するものと考える。 
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5.10 導入アイテム⑨：スマートモビリティを見据えた道路空間 

 

 概要 

第 5 章節ではスマートモビリティを実現するために、今ある先進技術から検討が進めら

れている将来型技術を含め、さまざまな交通・物流セクターの施策を検討・提案した。と

ころが、本業務の対象地域である AMATA スマートシティハロンは現在造成中のため、そ

の多くの施策は今後の状況に応じて導入を検討すべきである。 

ただし、将来の導入のために、現時点で考慮すべきものがある。その一つは、スマート

シティの実現のために必要な道路空間の確保である。例えば、BRT の整備のためには専用

車線と駅が必要であり、現時点でその道路空間を確保しないと不十分な道路幅員のため事

業の推進が難しくなるか、高コストになる可能性が高く、また、最適ルートの検討が困難

になる可能性がある。もう一つは、安全・安心で暮らせるエコフレンドリーなスマートシ

ティを実現するために、道路整備時に推奨する事項である。これらの検討事項として、本

節では以下のものについて記述する。 

 BRT 整備のための道路空間 

 道路建設における軟弱地盤対策 

 ヒートアイランド現象を抑制する道路舗装 

 

 AMATA スマートシティハロンへの導入 

(1) BRT 整備のための道路空間 

5.4 節で記述したように、道路中央部の BRT 専用空間の整備のために必要な幅員は、駅

間で 12m、駅部で 15m である（図 5-8 参照）。BRT 車線の上下線の分離、BRT 車線と一

般車線の分離にどのような工作物を使用するか、駅のプラットフォームはどうするかによ

ってこれらの幅員は変わるが、標準的なものとして以上の幅員を確保すれば BRT の整備に

支障はないと考える。 

この確保した空間を道路中央部の BRT 専用空間整備箇所に設けるか、道路外側に設ける

かの検討も必要であるが、BRT 導入までのこの空間の活用、交差点運用（円滑性、安全性）

を考慮すると、確保した空間は道路外側の方が望ましい。確保した空間は BRT を導入する

まで植樹帯、歩行者スペース、自転車走行スペース等に活用することが考えられる。 

 

(2) 道路建設における軟弱地盤対策 

本業務の対象地域はハロン湾に立地し、そのほとんどは田んぼ、湿地であるため（図 

5-10）、軟弱地盤が広く分布していると予想される。道路建設のためにも軟弱地盤対策が

必要であるが、一つの対策として考えられるのが国内で開発された D・Box 工法である。 
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出典：AMATA 社「CONCEPT MASTER PLAN-AMATA SMART CITY HA LONG」 

図 5-10： 現在の土地利用状況 

D・Box 工法はメトリー技術研究所株式会社が開発販売する軟弱地盤対策工法である。

D・Box はポリプロピレン素材の袋に砕石（現場で発生した残土も利用可能）を詰めた透

水性の優れたものであり、軟弱地盤補強対策、液状化対策、振動対策の工法として道路や

小規模の建築現場等に利用可能であり、すでに国内外の道路・鉄道の建設、戸建住宅基礎、

擁壁・カルバートの基礎等に使用実績を有する。D・Box 工法の概要を表 5-20 にまとめて

示す。 

   

出典：「D・Box 工法」、国土交通省北海道開発局資料（令和元年度北海道開発技術研究発表会「新技術

セッション」（令和 2 年 2 月 19 日）開催報告） 

（https://www hkd mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/splaat000001su5n-att/splaat000001sug4.pdf） 

図 5-11： D・Box 工法の道路への適用事例 
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(3) ヒートアイランド現象を抑制する道路舗装 

ヒートアイランドは、都市部の気温がその周辺に比べて高温になる現象である。都市化

が進むほどその現象も強まり、高温の長時間化や高温域の拡大が起こるが、この現象は巨

大都市に限ったものではなく、人口数千人から数万人と規模の小さな都市でも小規模なが

ら発生するといわれている。その形成要因としては地表面被覆の人工化（建物やアスファ

ルト舗装等）、人工排熱の増加、気象条件の三つが挙げられ17、道路整備におけるヒート

アイランド現象の抑制策として、遮熱性舗装が考えられる。 

遮熱性舗装は、舗装の表面に遮熱コート層を設けた舗装である18。太陽光のうち赤外線

域を「熱反射性特殊顔料」が高反射、「中空セラミック微粒子」が再帰性反射することで、

昼間の路面温度の上昇が抑制されることでヒートアイランド現象の抑制に寄与するもので

あり、轍掘れが生じにくく舗装の耐久性も向上する。遮熱性舗装は、AMATA スマートシ

ティハロンの都心部の方に適用することが考えられる。 

 

 事業費・維持管理費の試算 

表 5-8 で使用した土地価格（663 円／m2）を利用して、追加で確保すべき道路用地の面

積から用地買収費用を算出する。駅部の場合は駅間に比べて 3m 幅の追加確保が必要であ

る。その長さは、現時点では、 

 バス 2 台が同時に停車できるプラットフォームの長さ（通常の大型バスの長さ約

12m、駅施設設置等を考慮）：35m 

 車椅子利用者のためのスロープ等の設置（横断歩道での駅アクセス、プラットフォ

ームの高さ 25cm を想定）：5m 

 横断歩道の設置：4m 

 駅部拡幅のためのすり付け区間の長さ：駅部前後それぞれ 40m ※ただし、面積計

算に使用するため、すり付け区間の形（三角形）から、40/2=20m を適用 

を考慮し、35 + 5 + 4 + 20*2≒84m とする。以上により算出した結果を表 5-21 に示す。

ただし、確保したスペースの活用に関する費用は含まない。 

 

 

 

 

 

                                                        
17 「平成１２年度ヒートアイランド現象の実態解析と対策のあり方について 報告書（増補版）」、環境

省、2001 年 10 月 https://www.env.go.jp/air/report/h14-01/index html 
18  「遮熱性舗装  パーフェクトクール」、株式会社 NIPPO ホームページ https://www nippo-

c.co.jp/tech_info/general/SG02044_g html 
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これらの事業に参加した国内企業は、現地に適したシステムの提案、開発、計画・設計、

及び施工が可能であり、導入地域の交通渋滞の緩和、安全性の向上に寄与している。特に、

現示状況に合わせて技術の提案は重要であるが、国内企業がカンボジア・プノンペンに導

入した交通管制システム19ではバイク交通の多い現示状況を考慮し、多少は高額になるが、

通常の車両感知器ではなく画像式車両感知器を提案・計画・導入している。したがって、

AMATA スマートシティハロンの交通管制・マネジメントシステム、公共交通・緊急車両

優先信号システムの整備においても、国内企業の参加は十分可能であると判断する。 

 

 BRT 

BRT に必要な機材・システムは鉄道と類似するものであり、国内の技術は十分適用可能

なものと考える。以下に、BRT 導入の要素別に記述する。 

 

(1) BRT 施設、車両整備施設 

専用車線、駅部のような BRT 施設と、車庫のような車両整備施設の計画・設計・施工は、

日本の技術協力の下で現地でも十分実施可能なものと考える。 

 

(2) 車両 

国内では外国製の連節バスを使用する場合も多いが、国内自動車メーカーの一部は連節

バスのモデルを保有しており、一般の大型車両であれば、国内自動車メーカーによる車両

の提供は可能と考える。ただし、国内で製造する車両は AMATA スマートシティハロンに

導入するには単価が高いと考えられ、独立行政法人国際開発機構（JICA）がカンボジア・

プノンペン公共バス運営改善計画 19で無償供与してバス 80 台のように、シャシー（車台）

とエンジンは国内で製造し、残る工程はタイのような海外拠点で行って完成した車両を提

供することで車両単価を下げることは可能と考える。 

 

(3) 運行管理システム・料金徴収システム 

運行管理システム・料金徴収システムは鉄道や地下鉄のシステムと類似するため、国内

の技術を利用した計画・設計・実装は可能と考える。実際の事例として、インド国アーメ

ダバード市に導入されたバスシステムが挙げられる。この事業では既存のバスシステムを

シームレスで安全かつ信頼性のある高度交通運用管理システムにアップグレードしており、

同市では、IoT とビッグデータ分析の高度な応用により、利用者の増加に応じて柔軟に計

画、統合、拡張できるスマートバスシステムの構築を実現している。また、実装されたこ

                                                        
19 「プノンペン公共バス交通改善計画」、独立行政法人国際開発機構（JICA） 

 https://www.jica.go.jp/oda/project/1660370/index.html 
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の高度交通運用管理システムには、自動料金収受システム、バス位置情報管理システム、

乗客向け情報提供システム、車両運行計画システム、営業所管理システムが含まれている。 

 

 最先端公共交通サービス 

(1) オンデマンド公共交通システム 

需要の少ない地方部を対象にするものがほとんどではあるが、国内にも多くの導入事例

があり、国土交通省はその検討の手引き20を発行している。システムの開発では、MaaS の

一部として位置付けてオンデマンド交通サービスシステムを検討・開発する大手企業もあ

り、以上の知見を活かすことで AMATA スマートシティハロンへのオンデマンド公共交通

に適するシステムの開発・提供は可能と考える。 

 

(2) バス位置情報システム 

5.9.2 節で既述のとおり、国内にもバス位置情報システムの導入事例があり、ネット上に、

またはバス停に設置したディスプレイ装置に運行状況を提供するサービスの事例がある

（東京都交通局（都バス）、京都市営バス等）。また、独立行政法人国際開発機構（JICA）

のプロジェクトを通じて、GPSを利用する方式、RFID を利用する方式、スマートフォンを

利用する方法の導入（または検討）を海外で展開した事例もある。したがって、国内の技

術を利用して AMATA スマートシティハロンにバス位置情報システムを導入することは十

分可能と考える。 

 

(3) 交通系 IC カード 

国内では非接触 IC カード技術が幅広く使用され、電車、地下鉄、バス、タクシーのよう

な公共交通の運賃支払いのみならず、飲食店や小売店での支払いにも使えるケースが増加

しており、非接触 IC カード技術を利用した交通系 IC カードの使用は、国内ではキャッシ

ュレス決済の主流といえるほど定着している。また、料金の支払いのみならず、身分証に

も使用されるなど、その使い道は幅広い。この非接触 IC カード方式は海外にも展開されて

おり、したがって、AMATA スマートシティハロンへの導入は十分可能と考える。 

 

 交通結節点 

バスターミナルや鉄道・地下鉄駅を商業施設と一体化して開発した事例は国内でも多く、

5.7.3 節でも例を挙げた博多バスターミナルのみならず、東京都で運営中のバスタ新宿は交

通結節点対策の代表的な例である。したがって、バスターミナルの整備・運用・維持管理

                                                        
20 「デマンド型交通の手引き」、国土交通省中部運輸局、2013 年 3 月 

 https://wwwtb mlit.go.jp/hokushin/content/000104104.pdf 
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のみならず、商業施設との一体開発のノウハウを含め、国内技術の AMATA スマートシテ

ィハロンへの適用は十分可能と考える。 

 

 無人運転技術 

国内でも無人運転車両（ロボット）を利用した宅配サービスの実証実験を実施しており、

自動走行ロボットの公道走行に関する議論が行われている21。このような自動走行ロボッ

ト技術は AMATA スマートシティハロンに十分適用可能である。 

 

 道路整備 

5.10.2 節で既述のとおり、軟弱地盤対策としては国内で開発された D・Box が提供可能と

考える。多くの事例を通じてその有効性は確認されており、施工が速く、経済的であるた

め、軟弱地盤が多いと予想される AMATA スマートシティハロンへの導入可能性は高いと

考える。その工法に特別な機材や技術が必要ではなく、D・Box というポリプロピレン素

材の袋に砕石を詰めて敷設するだけである。 

遮熱性舗装も同様に国内では多数の事例がある（2002 年～2018 年の累計施工面積は約

248 万 m2、累計施工件数は 1,745 件）22。遮熱性舗装は通常のアスファルト表層に赤外線を

反射させる遮熱性樹脂を塗布するか、遮熱モルタルを充填するだけのため、特別な技術は

不要であり、AMATA スマートシティハロンへの導入に技術的な課題は特にないと考える。

遮熱性舗装により少し施工費用は増加するが、轍掘れが生じにくく舗装の耐久性も向上す

るため、長期的には高コストでない可能性も高い。 

 

 

 

                                                        
21 「自動車走行ロボットの社会実装に向けて」、経済産業省資料、2019 年 3 月 https://www kantei.go.jp/jp

/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/sankankyougikai/mobility/dai3/siryou5.pdf 
22 「遮熱性舗装の概要」、国土交通省資料 https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/utilization/pdf/04-1.pdf 
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第6章 スマートインフラ開発マスタープランの策定（防災） 

6.1 防災システムの計画策定 

防災システムの計画策定にあたっては、防災面における「ベトナムの課題・戦略」「ス

マートシティの潮流」「対象地の災害リスク」の 3 項目に留意する。 

ここで「ベトナムの課題・戦略」とは、ベトナム国における国家防災戦略の中での開発

の位置付けやスマートシティに関する戦略の中での防災での位置付けを指す。またスマー

トシティの事例としては、ベトナム国外、東南アジアの周辺国、日本のスマートシティの

中で防災に係るコンポーネントを有するものを調査する。これらを踏まえ、対象地の災害

リスクを考慮した適用可能な防災システムを検討する。 

 

 
出典：調査団作成 

 

図 6-1：防災システム計画にあたっての留意項目 

 

なお、一般的には防災システム（ハード対策・ソフト対策）の整備は公共による基礎イ

ンフラとして整備されることが多く、防災システムに係る民間投資・整備は開発の付加価

値として導入することを期待される。 
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 ベトナム政府の防災に係る都市づくりの方向性・戦略 

ベトナム政府による防災に係る都市づくりの方向性・戦略を示すものとしては、国家防

災戦略（2007-2020）及び首相決定（No: 950 / QD-TTg）によるベトナムのスマートシティ

戦略の宣言（2018 年 8 月）がある。 

 

(1) 国家防災戦略（2007-2020） 

国家防災戦略はベトナム国の防災法に則り策定された防災に関する方針であり、最新版

の国家防災戦略（2007-2020）では、一般事項にて、防災を社会経済マスタープランにて考

慮することや、個別目標として、≪予警報能力・情報伝達の向上≫ ≪設計および地域計

画への防災の考慮≫≪堤防システムの強化（海岸地域）≫等が掲げられている。 

 

【一般事項】 

 災害の管理には、災害に対する予防および対応、災害被害の復旧が含まれており、

これにより持続可能な社会経済成長および国家の安全・国防を図るものである。 

 国の機関、社会経済組織、軍、市民、海外組織およびベトナム国内に居住する個人

は、災害の予防・対応・被害復旧に対して責務を有する。 

 災害の予防・対応・被害復旧は政府と市民の共同行動であり、国家およびコミュニ

ティ、国内・国外機関および個人のリソースを最大限に活用する。 

 災害の予防・対応・被害復旧はすべての地域、セクターおよび国家レベルでの社会

経済マスタープランで考慮される必要がある。 

 

【目標】 

 人命と財産の損失、天然資源と文化遺産の被害、環境の悪化を最小限に抑えるため

に、今から 2020 年までの防災、対応、軽減を効果的に実施するためにすべてのリ

ソースを動員し、国家の持続可能な開発、国防および安全保障を図る。 

 

【個別目標】 

≪予警報能力・情報伝達の向上≫ ≪設計および地域計画への防災の考慮≫ 

≪公務員の能力強化および住民の啓蒙≫ ≪災害リスクのある土地の住民移転≫ 

≪救助活動の強化（組織・施設）≫ ≪堤防システムの強化（海岸地域）≫ 

≪ダムの安全性強化（重点地域対象）≫ ≪船舶のための台風時のシェルターの建設≫ 

≪漁業通信システムの完成≫ 
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また、同戦略の付録 II においては、本戦略の背景として、「ベトナムにおける自然災害

は、規模・頻度共に悪化しており、これは、技術導入・都市化・人口増加・環境及び自然

資源の劣化を伴う社会経済成長の過程における人為活動によるものである。」「近年、国

土全体が自然災害による被害を受けており、人命、資産よび社会経済/文化インフラへの甚

大な損失をもたらしている。 

 

(2) 首相決定（No: 950 / QD-TTg）によるベトナムのスマートシティ戦略の宣言（2018

年 8 月） 

スマートシティに関する同首相決定のうち、防災に関係する箇所を以下に抜粋・強調す

る。防災に関しては、危険情報及び予警報に関する情報システムについて、記されている。 

 

【一般目標】 

 ベトナムの持続可能なスマートシティ開発は、グリーン成長、持続可能な開発、可

能性と優位性の開拓と促進、資源利用の効率化、資源と人々の最適な利用、生活の

質の向上に向けて、同時に、組織、個人、人々が研究、建設、経営への投資に効果

的に参加するための条件を確保する。スマートな都市開発、潜在的なリスクとリス

クの制限、国家管理と都市サービスの効率化、経済競争力と国際統合の改善。 

【具体的な目標】 

 都市管理、照明、交通、上下水道、廃棄物処理、送電網、自然災害危険警報システ

ム、ICT インフラシステムを重点分野として、スマートシティのパイロット整備の

ための国家優先基準を公表（2025 年までのスマートシティの開発の第１フェイズ） 

【課題・解決策】 

 リスク・自然災害に対する警戒体制の整備（グループ５：スマートな都市インフラ

の整備） 

 リスク・自然災害、疫病、その他大きな影響力を持つ問題について人々に警告する

装置を開発する（グループ６：都市居住者のためのスマート機器の開発） 
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 スマートシティ開発における防災の考慮事例（ベトナム国内） 

(1) ASCN（ASEAN Smart City Network） 

ベトナム国の都市づくり・スマートシティ開発の防災面での潮流を示すものとして、

ASCN（ASEAN Smart City Network）による各国加盟都市の SMART CITY ACTION PLANS

（2018 年 7 月 8 日）がある。この中で、ベトナムの加盟都市のうち、ホーチミン市は、

“Focus Area”の一つとして、“Flood Control（洪水制御）”を掲げており、さらに“Flood 

Control（洪水制御）”の下に、“洪水モニタリングセンサーシステム”及び“リアルタイ

ム局所気象予報システム”を示している。またダナン市は、“Focus Area”の一つとして、

“Disaster Prevention（防災）”を掲げている。 

 

 スマートシティ開発における防災の考慮事例（東南アジア周辺国） 

(1) ASCN（ASEAN Smart City Network） 

ASCN（ASEAN Smart City Network）加盟都市の SMART CITY ACTION PLANS のうち、

東南アジア周辺国の中で防災に関する内容を考慮した事例として、以下のものがある。 

 

【Siem Riap（カンボジア）】 

“Strategic Targets”の一つとして、排水・洪水制御センサー（drainage/flood control 

sensors）を 2021 年までに導入する。 

 

【Vientiane（ラオス）】 

“Focus Area”の一つである“Quality Environment”の中で、防災が重要であることが記

されており、具体的には火災及び洪水による浸水被害に対して、街が準備できていること

が重要としている。 

また、具体的な内容として、効果的な排水システムで洪水被害の軽減を図るとしている。 

 

【Kuching（マレーシア）】 

“Focus Area”の一つである“Urban Resilience”の中で、クチンにおける雨期の深刻な洪

水被害に対応するために、洪水の海への流下能力の向上を目指した複数の洪水被害軽減プ

ロジェクトを実施している。 

また“Strategic Targets”の一つとして、洪水管理システムにスマートテクノロジーを導

入することを掲げている。これは災害対応チーム及び防災委員会の予警報発令能力の向上

に係るものであり、効率的なモニタリング及びレスポンスシステムである。 

 

Kuching（マレーシア）の事例に含まれる具体内容を以下に示す。Kuching はもともと洪

水リスクの高い地域にあり、ICT を活用した洪水対策（予警報システム）の導入をスマー

トシティ開発の一環として位置付けている。 

 



 

6-5 

 

 スマートシティ開発における防災の考慮事例（日本の事例） 

(1) エキサイト横浜 22 

「エキサイト横浜 22」は横浜駅周辺地区の開発を駅及び周辺を含めて一体的に開発する

ための取り組みであり、インフラ整備を含めた計画の段階で、防災・減災が考慮されてい

る。具体的には、「まちづくりビジョン」「基盤整備の基本方針」及び「インフラ基本計

画」において、下記のとおり位置付けている（防災面）。 

 

【まちづくりビジョン】 

 安全安心戦略 ～誰もが安心して集える場へ～ 

 ■民間と行政が連携・協力しながら都市防災希望を強化します。 

 ■まちの力を活かし、まち全体で「安全・安心」な体制をつくります。 

 

【基盤整備の基本方針】 

 防災・情報インフラ 

 ■災害時における滞留スペースの確保 

 ■帰宅支援の仕組みづくりや避難経路の確保 

 ■ユニバーサルデザインに配慮した災害時・緊急時情報伝達システムの構築 

 

【インフラ基本計画】 

「国際社会が認める災害安全性」として、防災インフラ整備の推進、地域防災機能の強

化、帰宅困難者等支援の強化が掲げられている。これらは以下の個別課題・リスクを解決

することにより、「災害に強いまち」を実現するためのものである。 

 高潮堤防高より地盤面の低い横浜駅周辺 

 河川の洪水に対する治水安全度が低い 

 最大クラスの津波に対する避難動線および避難場所が不十分 

 滞留者・帰宅困難者への情報伝達システムが不十分、滞留空間が不足 

 

取り組みの具体例を次のページに示す。 
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撮影位置①：タウンシップエリア 海岸部（Yen Lac 川左岸） 

 

撮影位置②：タウンシップエリア 低平地（内陸部） 

 

撮影位置③：タウンシップエリア 低平地（東部：丘陵地ふもと） 

出典：調査団作成 

図 6-4：現地写真 
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撮影位置④：タウンシップエリア 海岸部 

 

撮影位置⑤：Industrial Area 

 

撮影位置⑥：Industrial Area 

出典：調査団作成 

図 6-5：現地写真 
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 マスタープラン（SJ）に基づく開発後の災害リスク 

SJ 社によるマスタープランでは対象地区全体で嵩上げ（+3.00～+4.70）が計画されてお

り、これは気候変動による海面上昇も考慮し、浸水リスクのない高さとして設定されたと

されている。このため、計画どおりに嵩上げが実施されれば、AMATA スマートシティハ

ロンの対象地内においては、高潮や洪水による浸水のリスクは低いと判断される。また、

開発後では内水（雨水）による浸水が懸念されるが、SJ のマスタープランにより、ブロッ

クごとに雨水排水対策が計画されている。また、別事業による河川堤防（+6.00m）も計画

されているとのことである。 

以上より、AMATA スマートシティハロンの対象地での災害リスクは限定的であると判

断される。一方で周辺地域については、主要河川沿いに位置するため、嵩上げが十分でな

い場合には、河川洪水による浸水リスクがある。 
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6.3 防災インフラ整備に係るビジョン及び事例 

 防災インフラ整備におけるビジョン及びコンセプト 

前述の「ベトナムの課題・戦略」「スマートシティの潮流」及び「対象地の災害リスク」

の整理結果より、ハロンに適用可能なビジョン、コンセプト、個別目標は以下のとおり抽

出される。 

 

【ビジョン】 

■人命と財産の損失、天然資源と文化遺産の被害、環境の悪化を最小限 

■グリーン成長、持続可能な開発、可能性と優位性の開拓と促進、資源利用の効率化、資

源と人々の最適な利用、生活の質の向上 

 

【コンセプト】 

■安全安心の確保 

 

【個別目標（対象地の災害に適用可のもの）】 

■予警報能力・情報伝達の向上、防災情報インフラ（ソフト面） 

■設計及び地域計画への防災の考慮（計画） 

■堤防システムの強化、地盤の嵩上げ等（ハード面） 
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 防災の主流化 

上記表の計画面の項目とも関連するが、個別の基幹インフラ整備においても、防災・減

災の観点で計画されることが重要である。既存のマスタープランにおいても、基幹道路に

おける嵩上げ等、防災・減災を考慮した計画となっている。また、電力インフラにおける

リダンダンシーの確保等、スマートシティにて提案する個別インフラについても、防災の

主流化を観点に取り入れることが重要である。 
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6.4 防災インフラ整備の提案 

前述で整理した防災施策のうち、堤防システムの強化、地盤の嵩上げ等といったハード

対策は既存のマスタープラン（SJ）において、考慮・計画されている。これらのハード対

策が整備されるという前提のもとで、ソフト面での防災インフラ（予警報能力・情報伝達

の向上、防災情報インフラ）を提案する。 

 

 ICT 技術を活用した予警報情報・防災情報の提供（安心・安全なまちづくり） 

スマートシティの住民及び訪問者の安心及び安全の確保のためには、予警報情報・防災

情報の適切な提供が重要である。ここで予警報情報としては、風や高潮・洪水に関する予

警報や気象情報であり、国家水文気象局より公表される情報を主とする。また防災情報と

しては、洪水等の発生状況や道路の通行情報、避難施設・避難路の情報等、ハロンのタウ

ンシップ及び周辺の Industrial Area において取得される情報を主とする。ハロンのタウンシ

ップエリアは地盤の嵩上げ等の対策により、洪水リスクは抑えられているものの、

Industrial Area を含めた周辺地域においては洪水リスクの高いと考えられる地域もあり、住

民・利用者の安全のためには周辺地域も含めた情報の取得及び提供が必要である。 

 

 
出典：調査団作成 

図 6-6：防災情報提供の概念図 

 

① 施策概要 

【予警報情報の提供】 

情報受伝達施設・システムの整備（情報端末、デジタルサイネージ、防災無線等）によ

り、国家水文気象局等の行政機関より公表された予警報情報を①スマートシティの運営者

や行政、及び、②スマートシティの利用者・住民へ提供する。 

【防災情報の提供】 
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防災カメラや IOT センサーによる取得した情報を、情報受伝達施設・システムの整備

（情報端末、デジタルサイネージ、防災無線等）により、①スマートシティの運営者や行

政、及び、②スマートシティの利用者・住民へ提供する。 

 

② サービス提供者・利用者 

本サービスはタウンシップエリアの居住者や利用者の安心・安全の向上を目的としてお

り、すでにマスタープランにて考慮・計画されているハード対策（公共により整備される

ものを含む）に加えて、スマートシティとしての付加価値向上を図るものである。このた

め、情報受伝達施設・システムの整備（情報端末、デジタルサイネージ、防災無線等）や

情報取得システム（防災カメラや IoT センサー）については、一般的にスマートシティの

デベロッパーにより整備される必要がある。ただし予警報情報については国家水文気象局

より情報提供を受けるものである。 

 

③ デジタル要素・非デジタル要素 

本システムは情報取得・提供を主体としたものであるが、情報の有効な活用のためには、

避難経路や避難施設の指定等の非デジタル要素との連携が重要であり、このためには行政

機関との調整も必要となる。 

 

デジタル要素： 

情報受伝達施設・システム（情報端末、デジタルサイネージ、防災無線等）、情報取得

システム（防災カメラや IOT センサー（気温、降水量、水位、騒音、大気汚染等） 

 

非デジタル要素： 

避難経路・避難施設の指定、（予警報情報の伝達・通知に係る国との取り決め（必要に

応じて）） 

 

活用データ： 

浸水/水位データ、もしくは浸水等の被害報告データ、（交通データ、人流データ）、道

路や避難施設の状況に関するデータ、予警報データ（気象・高潮・洪水の予報及び警報、

気象情報、その他災害に関する警報） 

 

④ 事業化への考察 

本事業への投資は一般にスマートシティのデベロッパーにより実施される必要があるが、

本システムの整備に対して、利用者収入を期待することはできない。また防災に係る情報

取得及び情報の配信は、タウンシップの所得区分に応じてサービスを提供することは困難

であることを考慮し、防災インフラの整備はロードマップには含めずに、将来のサービス

提案の参考とする。 
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 移動系デジタル防災行政無線システム(参考事例) 

ICT 技術を活用した予警報情報・防災情報の提供に関連した本邦技術として、移動系デジ

タル防災行政無線システムがある。無線を使ったサービスとしては「移動系」のものと

「同報系」のものがある。ここで「移動系」は車載型や携帯型の移動局と役所や防災セン

ター等との通信を行うものであり、「同報系」は屋外拡声器や戸別受信機（いわゆる日本

の市町村の（防災無線）のようなもの）を介して、役所や防災センターの情報を住民等へ

伝える形式である。 

ハロンのタウンシップエリアの域内は地盤の嵩上げにより洪水等のリスクの低い地域であ

るということであるが、たとえば周辺の河川の上流域等に水位計等を設置し、その情報を

担当部局で集約・発信すること等は可能である。ただし、一般には行政向けのサービスで

あるため行政と民間の棲み分けを考慮する必要がある。 

また、静止画の伝送も可能であり、河川や道路等に設置したカメラの画像を、一定間隔ご

とに、もしくは、必要と判断したときに、無線で伝送することも可能である。 

なお、無線方式は日本と海外で異なるため、ベトナムにて使用される無線方式に対応する

ものとする必要がある。 

 

 

図 6-7：移動系デジタル防災無線の国内事例 

出典：株式会社 JVC ケンウッド ホームページ 

（https://www.kenwood.com/jp/newsrelease/2017/20170310.html） 
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 軟弱地盤対策（D-Box）（参考事例） 

対象地域はハロン湾に面した低平地にあり、開発地の造成にあたっては軟弱地盤対策が

必要となるが、適用可能性のある本邦技術として、軟弱地盤対策として土のう型の補強土

である D・Box 工法があり、以下の使用実績がある。 

 

1) 軟弱地盤上の道路トラフィカビリティの改善 

2) 軟弱地盤の浅い基礎としての地盤補強 

3) 振動対策（道路振動、鉄道振動、建設重機振動） 

4) 液状化低減対策（一般道路等） 

5) 噴砂対策（鉄道） 

 

本工法は、中詰め材（砂，砕石）の調達性や特殊な重機が不要であり、施工性に優れるこ

とからミャンマー等、海外における施工実績もあり、軟弱地盤上の補強による道路の施工

（トラフィカビリティの改善）等、導入可能性があるものと考える。 

 

 

出典：国土交通省ホームページ 

（https://www hkd mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/splaat000001su5n-att/splaat000001sug4.pdf） 

図 6-8：D-Box 工法の概要(一般的な土のうとの比較) 

 

出典：国土交通省ホームページ 

（https://www hkd mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/splaat000001su5n-att/splaat000001sug4.pdf） 

図 6-9：D-Box 工法敷設例（日本における軟弱地盤路床への適用） 
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第7章 スマートインフラのデータ利活用（分野横断型のイノベー

ション創出） 

スマートシティ実現のため、スマートインフラから収集するデータの種類を整理し、そ

れらデータを活用したインフラの全体最適化の方策について、データ利活用を可能とする

都市 OS の構築を前提に、スマートシティサービスの検討、利活用するデータの種類を整

理し、インフラ以外の分野でのデータ活用についての価値創出コンセプトを立案する。 

 

7.1 データ利活用検討における前提条件の整理 

 ベトナムにおけるデータ利活用戦略 

ベトナムでは、スマートシティ及びデータ利活用の戦略として、「2018 年から 2025 年

までのベトナムの持続可能なスマートシティ開発計画及び 2030 年までの方針（2018.8、首

相決定 950/QD-TTg）」が打ち出されており、ICT を活用することで、都市行政の効率的な

管理、土地やエネルギーなど資源の効率的な活用、生活の質の向上、社会経済の発展を目

指し、同時に、いかなる社会階級の人々も恩恵を受け、環境に配慮した持続可能な開発を

促進するという方針にも貢献することが基本的な方針となっている。（図 7-1） 

 

出典：2018 年 8 月 1 日付のベトナム国首相による決定（No.950 / QD-TTg）を基に調査団作成 

図 7-1：ベトナムにおけるデータ利活用戦略 

 データ利活用に関する日本の事例：Society5.0 というコンセプト 

Society5.0 とは、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合

させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会
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（Society）として、狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 

3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を指し、第５期科学技術基本計画にお

いて我が国が目指すべき未来社会の姿として初めて提唱されたコンセプトである。これま

での情報社会（Society 4.0）では、人がサイバー空間に存在するクラウドサービス（データ

ベース）にインターネットを経由してアクセスして、情報やデータを入手し、分析を行っ

てきたが、Society 5.0 では、フィジカル空間のセンサーからの膨大な情報がサイバー空間

に集積される。サイバー空間では、このビッグデータを人工知能（AI）が解析し、その解

析結果がロボットなどを通じてフィジカル空間の人間にさまざまな形でフィードバックさ

れることで、これまでにはできなかった新たな価値が産業や社会にもたらされることが期

待されている。また、我が国のみならず世界のさまざまな課題の解決にも通じ、国連の

「持続可能な開発目標」(Sustainable Development Goals：SDGs)の達成にも通じる考え方で

ある。（図 7-2）本コンセプトは、ベトナムにおけるデータ利活用の方針とも整合してい

る。 

 

出典：内閣府の資料を参考に調査団作成 

図 7-2：Society5.0 の概念 

 スマートシティとスーパーシティの定義 

データ利活用を前提としたスマートシティの構築を検討する上で、スマートシティ及び

スーパーシティの定義について整理する。スマートシティは、交通、エネルギー、医療・

福祉、防災、観光、教育、資源循環などの分野において、AI、IoT、ビックデータ等の先

進技術を活用し、都市の課題解決や地域格差を解消することが期待された都市である。ス

マートシティに包含される形で、さらに高度化したものがスーパーシティと定義されてい

る。複数の分野（5 つ以上）にまたがり、国家戦略特区制度の活用を前提とし、データ連

携基盤を整備が求められる。（図 7-3） 
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出典：内閣府の資料を参考に調査団作成 

図 7-3：スマートシティとスーパーシティの定義 

スーパーシティの定義として、図 7-4 に例示するとおり、生活全般に関係する領域のうち

少なくとも 5 つ以上の領域をカバーすることが求められている。本調査での対象都市であ

る AMATA スマートシティハロンでも、5 つ以上の領域をカバーする都市計画がなされて

いることから、スーパーシティに該当するといえる。 

 

出典：内閣府の資料を参考に調査団作成 

図 7-4：スーパーシティがカバーする領域（例示） 

 スマートシティリファレンスアーキテクチャ 

以上を踏まえ、スマートシティ・スーパーシティ実現のため、スマートインフラから収

集するデータを活用したインフラの全体最適化の方策を検討し、さらに他分野でのデータ

活用による価値創出コンセプトを立案するにあたり、内閣府が提言するスマートシティリ

ファレンスアーキテクチャーを参考とする。 
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スマートシティリファレンスアーキテクチャとは、スマートシティ構築を検討する上で

参照する設計図のことで、参照することで、スマートシティの推進を目指す地域が各々の

地域の特性に合ったスマートシティの設計図（スマートシティアーキテクチャ）をつくる

ことを可能とする。本章では、スマートシティリファレンスアーキテクチャを参考に、デ

ータ利活用のコンセプトについて検討していく。 

 
出典：戦略的イノベーション創造プログラム、スマートシティ

リファレンスアーキテクチャ White paperP.5 

図 7-5：Society5.0 リファレンスアーキテクチャ 

スマートシティリファレンスアーキテクチャでは、スマートシティを構築する上で重要

な 4 つのコンセプトを示している。 

1. 利用者中心の原則 

すべてのスマートシティに関与する者は、常にスマートシティサービスの利用者を意識

してスマートシティの取り組みを進める必要があること 

2. 都市マネジメントの役割 

スマートシティが持続的に運営され続けるためには、地域全体をマネジメントする機能

が必要であること 

3. 都市 OS の役割 

都市 OS を通じてスマートシティサービスを提供することで、データやサービスが自由

かつ効率的に連携されること 

4. 相互運用の重要性 

日本全体で効率よくスマートシティ化を推進するためには、他地域や他システムとの相

互運用を効率よく行える必要があること 

 

スマートシティリファレンスアーキテクチャの構成要素は、図 7-6 のとおりである。ス

マートシティリファレンスアーキテクチャに基づき AMATA スマートシティハロンのスマ
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ートシティとしてのデータ利活用方針の前提条件及びスマートシティサービスを整理する。 

 

出典：戦略的イノベーション創造プログラム、スマートシティリファレンスアーキテクチャ White 

paper P.13 

図 7-6：リファレンスアーキテクチャの構成要素 

 

 利活用データの整理について 

利活用するデータの内容・種類の整理については、提案されるサービスからデジタル要

素のあるものを抽出し（＝スマートシティサービス）、次の視点で整理することとする。

①個別の各インフラでのデータ利活用、②複数のインフラが連携してのデータ利活用とい

う視点でデータの種類を整理し、③インフラ以外の分野でのデータ活用による価値創出コ

ンセプトを立案する。（図 7-7） 
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出典：調査団作成 

図 7-7：3 つの視点でのデータ利活用方針の検討イメージ 

 

7.2 データ利活用による価値創出コンセプトの検討 

7.1 を踏まえ、データ利活用による価値創出コンセプトの検討のために、スマートシティ

リファレンスアーキテクチャに基づき、都市 OS 構築を前提に、データ利活用方針の前提

条件、スマートシティサービス及び利活用データ、都市 OS における利活用データについ

て整理する。 

 

 スマートシティにおけるデータ利活用方針の前提条件の検討 

Step1：スマートシティ戦略 

当該地域の課題・背景を洗い出し、地域の課題の全体像を把握する。これに併せ、その

地域が保有し、活用しうるアセット（教育・研究機関、主要産業、歴史・文化・食・自然

等）を理解する。これらを踏まえ、集中と選択も考慮しつつ、スマートシティで解決した

い中心課題を大目標として選択する。大目標を達成するために必要な小目標をブレークダ

ウンするように検討し、施策を据える。本調査の対象地域は、新しく開発するエリアのた

め、ベトナム国全体における課題・背景を中心に、それを解決するための目標、目標を実

現するための施策を検討した。（図 7-8） 
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出典：調査団作成 

図 7-8： AMATA ハロンにおけるスマートシティ戦略案 

Step2：AMATA ハロンにおけるスマートシティルールの整理 

スマートシティの計画を実施・運営、サービス提供を実施するにあたり、①国等の定め

る関連法令を順守し、また利用者目線に立ったサービス提供を行うための②スマートシテ

ィ組織の運営やサービス提供に関する適切なルール策定が必要となる。さらに、社会的な

要請に対応した新たなサービスを提供するために、③規制緩和等を活用することも想定さ

れる。これらの観点も踏まえ、AMATA ハロンスマートシティの計画を実施・運営、サー

ビス提供を実施するにあたり、関連法令や地域ルール・ガイドライン、サービス利用規約

等について整理する。（図 7-9）現在、ベトナムでデータ利活用に関連する法令は、サー

バー情報保護法及びサイバーセキュリティ法がある。表 7-1 にその概要を示す。 
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サイバー 

セキュリティ

法 

(No. 24/ 

2018/QH14) 

2019 年 

1 月 

ベトナムにおいてテレコムネットワーク

やインターネット上のサービス、サイバー

空間上におけるサービス等を提供し、個人

情報等を取り扱う企業（「インターネット

企業」）は、(i) 内国企業か外国企業である

かを問わず、一定期間、ベトナム国内のサ

ーバーに当該情報を保存しなければなら

ず、また、(ii) 外国企業については、ベトナ

ム国内に支店又は駐在員事務所を設置する

ことが義務付けられている。 

AMATA(タイ企業)や日系

企業によるスマートシテ

ィ開発ということで、デ

ータの越境移転が発生す

る可能性があると考える

場合、左記の対応が求め

られる。ただし情報保

存・設置義務を負う対象

企業の要件があり、義務

の履行においては猶予期

間が設けられているな

ど、現状の法制度ではそ

こまで厳しいものではな

い。 

出典：調査団作成 

 

Step3：都市マネジメント 

都市マネジメントとは、その地域のスマートシティ事業に係る推進組織やステークホル

ダーを整理し、ビジネスモデルを描くためのフレームワークであり、これにより、持続的

なまちづくりを実現することができる。都市マネジメントは大きく分けて、「スマートシ

ティ推進組織」と「スマートシティビジネス」の要素からなる。 

 

Step3-1：スマートシティ推進組織 

スマートシティにおけるステークホルダー（サービス提供者や利用者）や現地のプレー

ヤーを整理し、どのような主体が「スマートシティ推進組織」として、どのような機能を

持っていくのかを検討する。AMATA ハロンにおけるスマートシティ推進組織がスマート

シティのステークホルダーや現地プレーヤーの中でどのように位置付けられ、どのような

機能を持つのかについて以下のとおり整理した。（図 7-10） 
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出典：調査団作成 

図 7-10：AMATA ハロンにおけるスマートシティ推進組織案 

Step3-2：スマートシティビジネス 

スマートシティビジネスは「ビジネスモデル」及び「体験デザイン」で構成されている。 

 ビジネスモデル： 

スマートシティ関係者について役割・機能を整理した上で、それらの関係性（主にサ

ービスと対価・財源）について検討し、明らかにする。 

 体験デザイン： 

「スマートシティ戦略」で検討した施策を達成するための具体的サービスについて、

デジタル・非デジタル要素を考慮して検討する。複数サービスに共通機能が存在する

場合、都市 OS の共通サービスとして装備する。 

 

AMATA ハロンにおけるスマートシティビジネスモデル案として、将来像のイメージと

して以下のとおり整理した。（図 7-11） 
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出典：調査団作成 

図 7-11：AMATA ハロンにおけるスマートシティビジネスモデル案 

 

Step4: スマートシティサービス： 

スマートシティサービスは、都市 OS 上で管理され利用者に提供される、デジタルな形

式をとる施策であり、各対象地域に合わせ検討・定義される。 

AMATA スマートシティハロンにおける具体的サービスについて、各分野での提案内容

に基づき、デジタル・非デジタル要素を考慮し、以下のとおり整理した。赤字で示してあ

るものを、デジタル要素を含むスマートシティサービスとする。（図 7-12） 
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出典：調査団作成 

図 7-12： AMATA ハロンにおける体験デザイン検討 
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 スマートシティサービスにおけるデータの整理 

前述で整理したスマートシティサービスにおいて、関連する利活用データについて検討

する。7.1.5 で示した、①個別の各インフラでのデータ利活用、②複数のインフラが連携し

てのデータ利活用、③インフラ以外の分野でのデータ活用による価値創出コンセプトの立

案という視点でデータを整理する。（図 7-13） 

①については、図 7-12でデジタル要素を含むスマートシティサービスとして抽出したも

のを対象とするサービスとし、その関連するデータについて各分野での検討に基づき整理

する。②については、①の検討を踏まえると共に、他のスマートシティでのデータ利活用

事例に基づき整理し、③について提案する。 

 

 
出典：調査団作成 

図 7-13：3 つの視点でのデータ利活用方針の検討イメージ（再掲） 

 個別の各インフラでのデータ利活用 

各スマートシティサービスにおいて、各スマートインフラ単独で効率化を図るデータ利

活用のためのサービス及び活用するデータについて下表で整理する。 

【エネルギー】 
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【上下水】 

 

【防災】 

 

【交通・物流】 

 

【資源循環】 

 

 複数のインフラが連携してのデータ利活用 

①で整理したデータをもとに、他のスマートシティにおけるデータ利活用事例
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回程度クアンニン省を直撃している。1961 年から 2008 年の間に、44 回もの豪雨がクアン

ニン省を襲った。） 

サービス概要： 

大規模災害発生を見据え、各種インフラをスマート化することによって、緊急時のイン

フラの被害情報データを取得し、二次災害の防止など住民の安全のために活用できるよう

整備を整える。また、スマートカメラやセキュリティカメラなどの設置も検討し、それら

からのリアルタイム情報も防災及び災害被害の抑制に活用する。 

サービス内容及び活用するデータについては、下表のとおり整理した。また、①個別の

各インフラでのデータ利活用、②複数のインフラが連携してのデータ利活用、のデータに

ついて、体系的に図で整理すると図 7-15 のとおりである。 
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出典：調査団作成 

図 7-15：AMATA ハロンにおける活用データの整理（イメージ） 
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 都市 OS におけるスマートシティサービスの利活用データの整理 

前述で整理した内容をもと、都市 OS におけるスマートシティサービスに関連するデー

タについてさらに細分化して整理していく。

出典：戦略的イノベーション創造プログラム、スマートシティリファレンスアーキテクチャ White paper 

P.13 

図 7-16：リファレンスアーキテクチャの構成要素（再掲） 

(1) データ種別 

データの種別を下表に則り整理する。 

表 7-3：データ種別の整理 

 

出典：戦略的イノベーション創造プログラム、スマートシティリファレンスアーキテクチャ White paper 

P.81 
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出典：調査団作成 

図 7-18： AMATA スマートシティハロンでの都市 OS のデータ仲介のイメージ 

 

以上を踏まえ、AMATA スマートシティハロンでの提案スマートシティサービスにおい

て利活用するデータを以下のとおり整理する。 

 

 スマートシティ基盤データ 

ハロンスマートシティの基盤となる 3 次元モデルデータについては、開発が行われる際

に BIM（Building Information Modeling）データを作成されることが想定されるため、それ

らのデータを活用することとする。 

 

 

(1) 各スマートインフラ単独で効率化を図るデータ利活用 

スマートエネルギーサービスに関するデータ 

スマートエネルギーサービスに関するデータについては、AMATA スマートシティハロ

ン内に設置される予定のエネルギー関連設備から取得されるデータを前提に検討する。 
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スマート上下水サービスに関するデータ 

スマート上下水サービスに関するデータについては、AMATA スマートシティハロン内

に設置される予定の上下水関連設備から取得されるデータを前提に検討する。 

 

 

スマート防災サービスに関するデータ 

スマート防災サービスに関するデータについては、AMATA スマートシティハロン内で

提供される予定の防災関連サービスから取得されるデータを前提に検討する。 
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スマート廃棄物処理・資源循環サービスに関するデータ 

スマート廃棄物処理・資源循環サービスに関するデータについては、AMATA スマート

シティハロン内で検討されている廃棄物マネジメントサービスから取得されるデータを前

提に検討する。 
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スマート交通・物流サービスに関するデータ 

スマート交通・物流サービスに関するデータについては、AMATA スマートシティハロ

ン内に設置・提供される予定の交通・物流関連設備及びサービスから取得されるデータを

前提に検討する。 
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(2) 複数のスマートインフラが連携して効率化を図るデータ利活用 

環境マネジメントサービスに関するデータ 

②環境センサー等を活用した環境マネジメントサービスの導入による環境保全サービス

に関連するデータについて検討する。 

 

 

ビジネス創生サービスに関するデータ 

オープンデータプラットフォームを活用した新たなビジネス創生及び、スマートインフ

ラ維持管理システムによる産業・生活の安定性の確保に関連するデータについて検討する。 
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インフラレジリエンス強化サービスに関するデータ 

大規模災害発生を見据えたインフラのレジリエンス強化に関連するデータについて検討

する。 

 

 

7.3 データ利活用実現に向けたロードマップ 

都市 OS の構築を前提としたデータ利活用実現は、以下のような効果が期待できる 

・タウンシップの価値向上 

・インフラの OM 効率化による OPEX の削減 

・スマートシティサービスの創出 

・都市 OS の利用権販売 

しかし、対象地域である AMATA スマートシティハロンの住民の経済水準を踏まえると、

開発初期段階から大規模な都市 OS の構築は難しいと考えられるため、データ利活用サー

ビスの開発・整備のロードマップとして、大きく分けて二つのステップを想定する。 

 

第 1 ステップ：「都市 OS の構築と住民向けサービスの提供」（図 7-19） 

概要： 

住民への情報提供を目的としたウェブポータルもしくはアプリケーションの整備とそ

のための基本的な都市 OS の構築 

目的： 

• 将来の拡張を見据え、「相互運用」「データ流通」「拡張容易」を満たす都市 OS を

構築する。 

• 交通情報、環境・防災情報等、住民や観光客へのリアルタイム情報を提供する。

AMATA が運用するサービスや外部業者からデータを収集し（交通量データ、プロー

ブデータ、市内やインフラ施設の環境データ等）、交通渋滞、駐車スペース空き状況、

降雨、内水氾濫等の状況を住民に提供 

導入の意義： 

• エリア内の交通渋滞の緩和 

• 気象現象の影響緩和 

• 住民の QOL 向上 

• タウンシップの価値向上 
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• 観光業への活用、観光客の利便性 

 

 

 

 

出典：調査団作成 

図 7-19：第 1 ステップにおける都市 OS 機能のイメージ 

 

 

第 2 ステップ：「都市 OS の拡張と外部連携による新たな機能、サービスの創出」（図 

7-20） 

概要： 

都市 OS の拡張による各分野のインフラデータの集約や外部データベースとの連携を

行い、インフラ O&M の効率化、新サービスの創出、事業者・研究機関等への都市 OS

利用権販売ビジネスを展開 

目的： 

• 各分野のインフラデータの集約、政府・自治体・民間システムとの連携を行い、都市

OS に流通・連携するデータ量を増やす。 

• データをインフラ間で相互に連携し、インフラ運用を効率化する（例えば CEMS、

VPP などの取り組み）。 
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• 都市 OS のデータを活用し、新しい SC サービスを創出する。 

• 他事業者や研究者などに都市 OS の利用権を販売して収益を得ると共に都市の価値向

上に資する新サービスの創出を促す。 

導入の意義： 

• インフラの運用効率化による OPEX 削減や持続可能性の向上 

• データを活用した新サービス・ビジネスによる収益 

• SC サービスの実証フィールドとしてのタウンシップの価値向上 

 

 

出典：調査団作成 

図 7-20：第 2 ステップにおける都市 OS 機能のイメージ 
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第8章 都市 GHG プロトコルに基づくスマートシティ評価 

8.1 背景 

スマートシティの GHG（Green House Gas、温室効果ガス）排出削減量を試算する。この

評価の結果は、AMATA スマートシティハロン事業化計画の策定に活用される。 

都市に関連する GHG プロトコルには、“Global Protocol for Community-Scale Greenhouse 

Gas Emission Inventories – An Accounting and Reporting Standard for Cities”がある。これは都市

の GHG 排出量の算出と報告の手法を標準化したもので、地域の GHG 排出量の他地域との、

あるいはグローバルな比較検討、GHG 排出量削減対策の策定やその成果を評価するには有

効な手段である。しかしながら、マスタープラン段階のスマートインフラのGHG排出量を

分析・評価することは、GHG プロトコルに定められた排出源区分やサブセクターごとの具

体的な内容が確定してないために難しい。そこで、本試算にあたっては、GHG プロトコル

のうち“GHG Protocol for Project Accounting”の排出削減量の算出基準に則り、GHG 排出削減

量を評価した。 

 

8.2 試算方法・結果 

 試算方法 

本試算にあたっては、現時点でスマートシティに計画されている建物や施設の建設予定

延床面積と建物の用途別エネルギー需要原単位（単位床面積当たりのエネルギー需要）か

ら算出した建物用途別GHG排出量の傾向を参照し、効果的に排出量が削減できるスマート

インフラ（技術）とその導入対象を抽出し、“GHG Protocol for Project Accounting”の排出削

減量の算出基準に則り、「排出削減量＝ベースライン排出量－プロジェクト排出量」の考

え方に基づいて、それぞれのスマートインフラのGHG排出削減量を評価した。ただし、本

試算で採用したベースラインシナリオは、「プロジェクトと同様の製品・サービス（活動

量）を一般的慣行となっている技術で生み出す」という概念に基づいて決定している。 

次の表は、想定した建物や施設の用途別エネルギー需要原単位（電力、給湯、暖房及び

冷房）の一覧である。同表より、ベトナムの気候条件に起因して全体的に暖房需要が少な

い、データセンターの電力需要と冷房需要が特段大きい、病院やホテル、ホールでは他の

用途に比べて給湯需要が多い、事務所や商用ビルでは、電力や冷房需要に比べて暖房需要

が小さいことなどが特徴的である。 

スマートシティのエネルギー需要予測データから求めた建物や施設のGHG排出量の用途

別割合を表に示す。排出量はフェイズ 3 完了段階での値で、電力需要に関してはグリッド

排出係数を、 冷房需要と暖房需要に関しては COP を考慮して電力に変換した後にグリッ

ド排出係数を、給湯需要に関しては重油（ボイラ効率 0.9）の排出係数を排出原単位と延床

面積の積に掛け合わせることで求めている。結果、商業施設とホールからの排出が 50%を

超えているが、これは延面積が圧倒的に大きいことに起因している。一方で、1 棟の建設

が予定されているデータセンターからの排出が約 27%を占めていることや、データセンタ

ーより延べ床面積が大きなホテルと病院からの排出量が約 2%に過ぎないことなどが読み取
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的である。また、HEMS や BEMS、PV、省エネ照明、断熱など複数の省エネ対策を組み合

わせて事務所単位あるいは家庭単位のエネルギー収支をゼロにする ZEH や ZEB は、1 家庭

あるいは 1 事務所当たりの削減量は少なくとも、導入面積を増やすことで効果的な削減対

策になると考えられる。 

次の表には、本試算で試算対象として特定したスマートインフラの技術概要とその導入

規模、ならびにそれぞれのベースラインシナリオの概要を示す。スマートインフラの導入

は、GHG プロトコルで規定されているセクターの内 “Stationary Energy” のみを対象とし、

表に示す 4 つのサブセクターに分類した 12 の技術を特定した。ここでは、前述の建物や施

設を対象とするスマートインフラに加えて、基本的な都市のインフラである上下水道処理

施設や道路照明に対応するインフラも試算対象とした。 
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LED 道路灯（段調光機能付） 
348 696 1,044 

Energy Industry 

地域冷暖房システム 8,706 8,706 8,706 

太陽光発電施設 19,188 40,363 46,932 

コジェネレーション 0 6,607 13,214 

Total 61,392 100,568 160,009 

出典：調査団作成 
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 データ利活用 

本業務で検討したデータ利活用事業及びそのためのデータプラットフォームの構築は、

AMATA スマートシティハロンの開発主体がリソースを投じて事業化していく形が望まし

いと考えられる。ここで検討したデータ利活用事業は、通常自治体が提供する社会保障や

福祉といった行政サービスを想定したものではないため、基本的には民間企業の投資によ

り事業化・拡充されていくことが想定される。 

データプラットフォームの構築とその運用にあたっては、AMATA スマートシティハロ

ンの開発主体等にデータ連携・マネジメント機能（専門部署等）をもたせ、各分野のイン

フラ稼働データにアクセスできる仕組みを作る必要がある。スマートシティの開発主体と

各インフラのサービスプロバイダー等との間でのデータ連携・利用に関する契約スキーム

の構築が最も重要な課題の一つである。 

 

9.2 事業化スキーム 

AMATAスマートシティハロンのマスターデベロッパーであるAMATAベトナムがインフ

ラサービスのための SPC を設け、当 SPC がインフラ開発や運営管理の主体となるスキーム

を立案した（図 9-1）。SPC は AMATA スマートシティハロンの住民、テナント、ゾーン

ディベロッパー（集合住宅、オフィス、商業施設等の運営主体）にサービスを提供するこ

とでインフラサービスに係る収益を得る。SPC が複数のインフラサービスを統合的に開

発・運営するケースと、インフラ分野ごとに SPC を立てて事業を行うケースとが想定でき

る。各インフラサービスの事業開発にあたっては、AMATA ベトナム自らが積極的に投資

をしていく方針というより、公共機関や国内外の投資家の資金に期待を寄せているという

ことが AMATA との協議の結果明らかになった。このため、AMATA ベトナムによるマイ

ノリティ出資も想定しつつ、国内外の投資家の参画や PPP 手法の活用を想定し、インフラ

サービスごとに SPC を立てて事業化を図るケースが想定できる。日本の投資家やメーカー

は、当 SPC への出資や EPC サービス、保守管理サービスの提供を通じて AMATA スマート

シティハロン事業に参画することを想定する。 
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出典：調査団作成 

図 9-1：スマートインフラサービスの事業化スキーム全体像 

 

以下では、上記事業化手法で整理した内容をベースに、各分野の計画を事業化する際の

スキームについて整理する。なお、本業務で計画した防災分野の事業については民間投資

による事業化は想定しにくいことから、以下の事業化スキームの整理からは除いている。 

 

 エネルギー 

エネルギーサービスのための SPC を設け、当 SPC が配電・小売を含むサービスを

AMATA ハロンスマートシティ内で提供する形態を想定する（図 9-2）。SPC への出資元と

しては、EVN や本邦電力会社等が想定できる。本邦電力関連企業が、ハイフォン市の工業

団地で配電事業を行う現地企業に出資する形で事業参入している例もあり、AMATA ハロ

ンスマートシティにおいても、現地の既存配電・小売企業への出資を通じて本邦企業が事

業参入する形も考えられる。 

地域熱冷供給やエリアエネルギーマネジメントシステムといった高付加価値のサービス

については、まずはプレミアムゾーンを中心に事業化を図る。本邦企業の参画形態として

は、これらの技術を有する企業が SPC に参画する形態や、SPC とサービス委託契約を結ん

で個別サービスを提供する形態が考えられる。 
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出典：調査団作成 

図 9-2：エネルギーサービスの事業化スキーム 

 

 上下水 

AMATA としては上下水道に係る基礎インフラは公共事業として整備されることを想定

しているが、PPP として事業開発・運営を行う場合、図 9-3 のようなスキームが想定でき

る。この場合、AMATA ベトナムや国内外事業者が出資する SPC を設立し、SPC が上下水

道サービスの提供主体となる。SPC への出資を期待できるベトナム国内の事業者としては、

先述の QUAWACO や URENCO といった企業が考えられる。日本企業の参画については、

商社等の事業会社による SPC への出資や、高付加価値のスマート技術を有するメーカー日

本企業による EPC としての参画や、SPC やプレミアムゾーン顧客に対する技術・製品の納

入といった形態が考えられる。浄水場や下水処理場といった施設の建設にあたっては、事

業費の費用負担や公共資金の活用可能性の観点から、クアンニン省（QUAPC）との官民連

携による整備が望ましい。過去の JICA 等による調査では、ベトナムにおける上水道分野の

PPP 事業形態として、BOT または BOO 方式が提案されている。 

 

 

出典：調査団作成 

図 9-3：上下水道サービスの事業化スキーム 
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 廃棄物処理 

廃棄物処理分野のインフラサービスの事業化スキームとして、図 9-4 のような形が考え

られる。AMATA や国内外事業者が出資する SPC を設立し、SPC が廃棄物処理サービスの

提供主体となる。SPC への出資元としては、廃棄物の収集・運搬・処理を担う URENCO の

ような現地企業が挙げられる。本邦企業の参画については、商社等の事業会社による SPC

への出資や、WtE や MRF 関連の技術を有するエンジニアリング企業等が EPC として参画

する形態が考えられる。WtE 施設や MRF の建設にあたっては、クアンニン省（QUAPC）

との官民連携による整備も考えられる。SPC は WtE 施設や MRF で回収・生産された熱、

電気、燃料、有価物等を販売することで収益を得る。また、分別支援アプリや集積場のス

マート化（住民等へのサービス）や、排出量モニタリングデータの収集運搬業者への提供

を通じて、効率的な廃棄物の回収・収集運搬を促進する。 

 

出典：調査団作成 

図 9-4：廃棄物処理サービスの事業化スキーム 

 

 

 交通・物流 

交通・物流分野の事業はODAを含む公共事業として実施されると想定されるものも多い

が、既存のバス会社やライドシェア関連企業を AMATA スマートシティハロンに誘致する

形で交通サービスを整備することも考えられる。 

交通結節点の整備事業や BRT 事業のように事業収益が見込め、その事業の波及効果が大

きいと考えられる事業については、中長期的に AMATA が投資をして事業化する可能性が

ある。AMATA が交通・物流事業に投資する際の事業スキームとして、図 9-5 が想定でき

る。本邦企業の参画については、SPC への出資や SPC への技術・サービスの提供を通じて

事業に参画する形態が考えられる 
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出典：調査団作成 

図 9-5：交通・物流サービスの事業化スキーム 

 データ利活用 

AMATA スマートシティハロンの開発主体である AMATA ベトナムにデータ専門部門等

を設置してデータ連携・マネジメント機能をもたせ、当部門がデータプラットフォームの

構築・拡充や各事業者との調整・連携、先述のデータ利活用に関するサービス等の事業化

を主導していく体制が考えられる。AMATA ベトナムは各インフラ事業体との間でデータ

連携・利活用に関する取り決めを含む契約を締結し、同社と各インフラ事業体の間でデー

タ連携や分野横断型事業での協業を行う。AMATA スマートシティハロン外の企業、研究

機関、自治体等との実証事業、新規事業開発、行政サービス等での連携も考えられる。住

民や商業施設は、分野横断的なインフラ関連サービスの享受や QoL 向上に資する情報（環

境・防災・健康等）へのアクセスといった裨益を受ける。AMATA としては、AMATA スマ

ートシティハロンの価値向上による中長期的な増収や、個別の分野横断型サービスに対す

るサービス料収入を収益として期待できる。 

 

 

出典：調査団作成 

図 9-6：データ利活用のコンセプト 
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9.3 資金調達方法 

事業化のための資金調達方法としては、AMATA やその他投資家のエクイティ、金融機

関からの融資、ベトナム国内外の公的資金の活用などが考えられる。 

本業務で計画したスマートインフラサービスは、本邦企業の資金や技術・サービスと、

本邦政府が提供する投融資資金、実証事業資金、補助金等のリソースを組み合わせること

で、事業化の実現可能性を高めることができる。ここでは、活用が期待できる本邦資金に

ついて整理する。 

 

 海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）による投資 

JOIN は交通事業及び都市間発事業を投資対象分野としており、交通・物流分野を中心に、

本業務で対象とした分野全般で JOIN のリスクマネーの活用可能性があると考えられる。

JOIN の資金の活用にあたっては、国土交通省による「海外交通・都市開発事業支援機構支

援基準」が規定する、（１）政策的意義、（２）民間企業のイニシアティブ、（３）長期

における収益性の確保、の投資基準を満たす必要がある。代表的な事業スキームとしては、

JOIN が本邦企業と共に投資ビークルである J-SPC を設立し、J-SPC が海外企業等と共に現

地事業会社へ出資する形態がある。 

 

 エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業 

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の事業であり、「実証要件適合性等調

査」「実証前調査」「実証事業」など、プロジェクトのステップに応じて委託費や助成金

が設定されている。実証事業段階では事業費の 1/2（大企業）または 2/3（中小企業）の助

成を NEDO から受けられる。助成額と実施者負担額を合わせた事業費総額の上限は原則 40

億円とされている。本事業の対象分野のうち、「電力系統監視・安定化技術」「運輸分野

のエネルギー転換・脱炭素化に資する技術」「IoT・AI 等を活用した産業・業務・家庭分

野におけるエネルギー効率化技術」などは、今回検討したスマートインフラにも関連する

分野といえる。実証事業終了後は設備を助成先企業が使用したり、相手国政府機関・企業

へ譲渡することも可能なため、実証事業を経て事業化を図る際には有用な資金である。事

業実施にあたって NEDO と相手国政府との間で合意文書の締結が必要であるため、「実証

前調査」などを活用して実証スキームを構築することが求められる。 

 

 二国間クレジット制度資金支援事業のうち設備補助事業（JCM 設備補助） 

JCM 設備補助はエネルギー起源の温室効果ガス（GHG）の削減に資する事業に活用可能

であるため、今回検討したエネルギー分野や廃棄物処理分野のスマートインフラの事業化

にあたって活用が期待できる。 

本事業を活用するためには、日本企業が代表事業者となり、現地企業と国際コンソーシ

アムを設立することが必要である。エネルギー関連技術を有する本邦企業等と、当技術の

導入先または事業の共同実施先の現地企業とでコンソーシアムを組成する形が想定できる
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（図 9-7）。補助金交付決定から概ね最大 2 年程度以内に対象設備の設置・試運転・支払

を終える必要がある点、設備の法定耐用年数にわたり温室効果ガスの排出削減量のモニタ

リングが必要である点などは、本資金の活用にあたり留意すべき点である。 

 

 

出典：調査団作成 

図 9-7：JCM 設備補助を活用する際の事業体制 

 

9.4 概算事業費の試算 

ここでは、数量を含めた計画立案を行ったエネルギー、上下水、廃棄物処理、交通・物

流の各分野の事業について概算事業費を整理する。 

 

 エネルギー 

以下にスマートエネルギーサービスを構成する環境配慮型安定電力供給サービス（送配

電システム）、停電バックアップサービス（バッテリー）、エネルギーシェアサービス

（太陽光発電）の CAPEX 及び OPEX を整理する。AMATA ハロンスマートシティにおける

スマートエネルギーサービスをゾーンごとにプレミアムサービス（環境配慮型安定電力供

給サービス＋停電バックアップサービス、エネルギーシェアサービス）とジェネラルサー

ビス（環境配慮型安定電力供給サービス）に分けることを想定し、それぞれで事業費を積

算した。地域冷熱供給事業の事業費については先述のとおりのため、ここでの掲載は割愛

する。 
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出典：調査団作成 

図 9-10：事業性の観点から推奨される交通サービスの供用開始年 
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9.6 ビジネスモデルの検討 

AMATAハロンスマートシティ事業におけるAMATAベトナムにとっての主な収益源は住

民、テナント、ゾーンディベロッパー等から支払われる賃料やサービス料であり、これら

を増加させることで、スマートシティ事業全体としての事業性を高めることができる。住

民やテナント向けの高付加価値なスマートインフラサービスや、そこから得られるデータ

を活用した分野横断的サービスをプレミアムゾーンから段階的に拡張して都市の価値を向

上させていくことにより、AMATA ハロンスマートシティに居住する人口、特に高付加価

値なサービスを求める高所得層の人口を拡大し、それに伴う商業施設等の増加・拡大を促

進し、賃料やサービス料の売上を向上させていくモデルを想定する。 

また、住民や企業等で構成されるエリアマネジメント委員会が主体となり、AMATA ベ

トナムや近隣の企業・研究機関、自治体等と連携したエリアマネジメントを推進すること

で、都市の価値向上を図る構想も検討した。具体的には、「AMATA Ha Long Smart City 

Living Lab」のような拠点を設け、以下のような取り組みを実施していくことが考えられる。 

 「クリーンタウン」「安全・防犯」「防災」などのワークショップ 

 教育的プログラム 

 横浜フェスティバル 

 ビジネスインキュベーションイベント 

 

ここまでで述べたとおり、AMATA ハロンスマートシティの事業化においては、スマー

トインフラサービス、データ利活用サービス、エリアマネジメントを組み合わせて都市全

体の価値向上を図り、中・長期的に賃料・サービス収益を拡大するビジネスモデルを想定

する（図 9-11）。 
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第10章 事業化計画の策定（まとめ） 
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他のスマートシティにおけるデータ利活用事例 
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AMATA 最終報告 
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（様式２）

パシフィックコンサルタンツ株式会社

頁 図表番号
1-19 図 1-2
1-20 図 1-3
1-23 図 1-4
1-24 図 1-5
1-25 図 1-6
1-25 図 1-7
1-26 図 1-8
1-27 図 1-9
1-28 図 1-10
1-28 図 1-11
1-29 図 1-12
1-29 図 1-13
1-30 図 1-14
1-30 図 1-15
1-31 図 1-16
1-32 図 1-17
1-34 図 1-18
1-35 図 1-19
1-35 図 1-20
1-36 図 1-21
2-17 図 2-10
2-27 図 2-13
2-34 図 2-16
2-34 図 2-17
2-35 図 2-18
2-36 図 2-19
2-36 図 2-20
2-37 図 2-21
2-37 図 2-22
2-38 図 2-23
2-38 図 2-24
2-39 図 2-25
2-39 図 2-26
2-40 図 2-27
2-40 図 2-28
2-41 図 2-29
2-41 図 2-30
2-53 図 2-34
3-1 表 3-1

22kV幹線系統 地中引き出しケーブル（フェイズ 1）

22kV幹線系統 地中引き出しケーブル（フェイズ 2）

22kV幹線系統 地中引き出しケーブル（フェイズ 3）

実施エリア（フェイズ3の開発エリア）
Yen Lap湖 概要

22kV幹線系統（ゾーン 3, フェーズ 3）

開発エリア全体のゾーン割り
フェイズ別開発エリアと110/22kV変電所位置候補
22kV幹線系統（ゾーン 1 west, フェーズ 1）
22kV幹線系統（ゾーン 1 west, フェーズ 2）
22kV幹線系統（ゾーン 1 west, フェーズ 3）
22kV幹線系統（ゾーン 1 east, フェーズ 3）
22kV幹線系統（ゾーン 2, フェーズ 1）
22kV幹線系統（ゾーン 2, フェーズ 2）
22kV幹線系統（ゾーン 2, フェーズ 3）
22kV幹線系統（ゾーン 3, フェーズ 1）
22kV幹線系統（ゾーン 3, フェーズ 2）

一次変電所及び二次変電所までの送電計画（参考）

PUBLIC TRANSPORTATION DEVELOPMENT
PEDESTRIAN NETWORK
SMART LIVING DEVELOPMENT
RECREATION & RESILIENCE CORE DEVELOPMENT
WATERFRONT LANDSCAPE DEVELOPMENT
6大プロジェクトまちづくり展開イメージ
広域的な交通結節点
LAND USE PLAN
所得層でのゾーニング
プレミアムゾーンの候補地
開発フェイズとゾーンの整理

GATEWAY CORE FORMATION

受注事業者名

タイトル
開発予定地における土地利用現況図
開発予定地における現況のインフラ整備状況
開発予定地周辺の土地利用計画
AMATAスマートシティハロンのCONCEPT VISION（一部抜粋）

土地利用計画
土地利用別の面積と割合
計画人口
容積率・延べ床面積・建物階数（土地利用計画の詳細）

6MAJOR PROJECT

二次利用未承諾リスト

報告書の題名
令和２年度質の高いインフラの海外展開に向けた事業実施可能性調査事業（ベトナム国
AMATAスマートシティハロンにおけるスマートインフラマスタープラン策定事業）報告書

委託事業名
令和２年度質の高いインフラの海外展開に向けた事業実施可能性調査事業（ベトナム国
AMATAスマートシティハロンにおけるスマートインフラマスタープラン策定事業）



（様式２）

頁 図表番号
3-2 表 3-2
3-2 表 3-3
3-3 図 3-2
3-4 表 3-4
3-5 表 3-5
3-5 表 3-6
3-6 図 3-3
3-7 表 3-7
3-8 図 3-4
3-8 表 3-8
3-35 図 3-10
4-1 表 4-1
4-3、4-4 表 4-3
5-2 図 5-1
5-3 図 5-2
5-3 図 5-3
5-7 図 5-6
5-12 図 5-7
5-35 図 5-10
6-16 図 6-7

タイトル
マスタープラン 上水道の計画概要
マスタープラン 上水道の主要施設概要
マスタープラン 上水道の主要施設概要図
マスタープラン 下水道の計画概要
マスタープラン 下水道の主要施設概要
マスタープラン 下水処理場の概要
マスタープラン 下水道の主要施設概要図
流域ごとの雨水排水計画概要
マスタープラン 雨水排水区域
マスタープラン 雨水排水の主要施設概要
AMATAスマートシティハロンの段階的な整備計画
マスタープランの概要（廃棄物処理）
マスタープランの一部抜粋（廃棄物処理）【参考】
AMATAスマートシティハロン開発予定地の現状
AMATAスマートシティハロンの位置
AMATA SMART CITY HALONG Concept Master Planにおける道路計画

主要道路と主要交差点38箇所
BRT路線と駅の候補
現在の土地利用状況
移動系デジタル防災無線の国内事例




